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令和6-7年度厚生労働科学研究費補助金 

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 総括研究報告書 

「日本人の食事摂取基準」を活用した食事のガイドの作成に資する研究 

研究代表者 片桐 諒子（千葉大学大学院情報学研究院 教授） 

研究要旨 

健康日本21（第三次）では、適切な栄養・食生活に関する目標が設定されており、これ

を達成し「日本人の食事摂取基準」を活用する行動変容促す実装まで見据えた食事ガイド

を作成することが期待される。本研究班では「日本人の食事摂取基準」を活用した食事ガ

イド作成に資する研究として基礎資料を得ることを目的として、二年間の研究期間で大

きく以下の４つの研究内容を実施した。１）諸外国の食事ガイドに関するレビューとし

て、食品を用いたガイドラインを作成するにあたって用いられうる科学的統計学的手法

について研究論文をレビューの論文化した。さらに、諸外国の食事ガイドライン策定に至

る科学的知見、改定の経緯等の世界の動向を調査した。２）解析として、成人400人の食

事記録データを用いて包絡分析法により提案された食品摂取パターンを再分析し、さら

に、全国規模の成人約3000人の食事記録データを用い、食事の質スコアが最大および食に関

連する温室効果ガス排出量が最小化されるモデルにより、最適化された食品摂取パターンを算

出した。３）対象特性別のレビューとして中高生、若年女性、高齢者に関する要因レビュ

ーを実施した。日本人小児（主に小学生・中学生）における「健康的な食事に影響を与え

る因子」および「慢性疾患の有無と食事との関連」に関する知見を整理した。また、高齢

者の低栄養に影響する因子に関連する食事摂取の特徴を把握するための文献レビューを

行った。４）行動変容に関連して日本人の食事摂取基準」を活用した食事ガイドの普及お

よび食行動変容に資する情報発信方法を検討することを目的とし、食品選択をはじめと

する行動変容を惹起する視覚情報提示を検討することを目的として、日本語の査読付き

研究を対象にシステマティックレビューを実施した。さらにダイアグラムのデザインが

食行動に与える影響の調査を実施した。 

１）の結果について、文献による手法のレビューでは、40件が分析対象となった結果、国民

栄養調査からの利用が65%（n=25）、独自調査からの利用が35%（n=14）であった。最適化で最も

利用されたのは線形計画法78%（n=31）で、 包絡分析法を用いたのは13%（n=5）であった。諸外

国のガイドラインの食事ガイドラインは多くの国において法的根拠または国家戦略に基

づき策定され、栄養素摂取基準を基盤としながら、食品ベースでの推奨へと翻訳されてい

ることが確認された。２）包絡分析により最適化後の食事は、すべての性別・年齢層にお

いて、最適化された食事は、観察された値と比べて、全体的に推定平均必要量未満の者の

割合は低かった。３）対象別の整理においては、小児の食物アレルギーおよび肥満を対象

とした文献レビューから、食物アレルギーに関しては、特に牛乳アレルギーを扱った研究が多

く、カルシウムや脂質摂取量の不足が一貫して報告されていた。また高齢者レビューにおける29
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研究分担者 

山口美輪（立命館大学） 

岡田知佳（国立研究開発法人医薬基盤・健

康・栄養研究所） 

松本麻衣（国立研究開発法人医薬基盤・健

康・栄養研究所） 

朝倉敬子（東邦大学） 

杉本南（東邦大学） 

早見直美（大阪公立大学） 

木下かほり（国立長寿医療研究センター研

究所） 

華井明子 （千葉大学） 

Ａ．研究目的 

健康日本21（第三次）では、適切な栄養・

食生活に関する目標が設定されており、こ

れを達成し「日本人の食事摂取基準」を活用

する行動変容促す実装まで見据えた食事ガ

イドを作成することが期待される。本研究

班では「日本人の食事摂取基準」を活用した

食事のガイド作成に資する研究として基礎

資料を得ることを目的として、大きく以下

の４つの研究内容を実施した。今回2年目で

は、１）諸外国の食事ガイドに関するレビュ

ーとして、食品を用いたガイドラインを作

成するにあたって用いられうる科学的統計

学的手法について研究論文をレビューの論

文化および諸外国の食事ガイドライン策定

に至る科学的知見、改定の経緯等の世界の

動向を調査した。２）解析として、包絡分析

法を用いて日本の成人にとってより栄養価

が高く、食に関連する環境負荷が低く、かつ

手頃な価格の、最適化された食事パターン

を性別および年齢層ごとに明らかにする検

討を行った。３）対象特性別のレビューとし

て中高生、若年女性、高齢者に関する要因レ

ビューを実施した。小児（主に小学生・中学

生の年代）では有病率が高く、食事との関連

が明確な食物アレルギーと肥満を取り上げ、

それらの有無が栄養素・食品摂取量や食事

の質、成長と関連があるかどうかについて

文献を収集し、知見を整理した。４）行動変

容に関連して日本人の食事摂取基準を活用

した食事ガイドの普及および食行動変容に

資する情報発信方法を検討することを目的

とし、食品選択をはじめとする行動変容を

惹起する視覚情報提示を検討することを目

的として、日本語の査読付き研究を対象に

システマティックレビューを実施した。さ

件の文献では、身体的要因（口腔機能と身体活動）、社会的要因（経済状況、婚姻状況、世帯

人員、学歴）、精神心理的要因（抑うつ）、行動的要因（食料安全保障、栄養知識、調理スキル）

が説明変数として扱われていた。４）行動変容に関して提示された視覚的情報の構成要素とし

て、色彩、背景色、栄養表示、機能性ラベル、キャッチコピー、パッケージデザインなどが確認さ

れ、表示の有無や内容によって食品選好や選択に変化が見られた.信頼性を重視しイラストと文

字解説を用いたデザインの有効性、性差を考慮した情報発信およびデジタル展開の必要性も

示唆された。 

本研究により、諸外国のガイドライン策定の状況、最適な食事パターンを検討するため

の方法論、日本人の大規模な食事記録データを用いた数値的な検討、対象特性ごとの食事

摂取要因、食事ガイドの提示方法に関する知見が得られた。今後、日本人にとって活用し

やすい食事ガイドを検討する際の参考文献として広く活用できると考えられる。 
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らにダイアグラムのデザインが食行動に与

える影響の調査を実施した。これらを総合

的に収集することで日本人にとって活用し

やすい食事ガイドを検討する際の基礎資料

として広く活用できる情報を収集整理する

ことを本班の目的とした。 

 

Ｂ．方法 

B-1. 最適化法を用いた食品摂取量の提示

に関する文献レビュー 

PubMed、Web of Science、Google Scholarの

文献検索データベースから、最適化法を用い

て一般成人の最適な食品摂取量を提案した

研究を対象とした。対象者や使用データなど

の基本的特徴、制約条件、最適化の分析方

法、結果、限界点に関する情報を抽出し、要

約した。 

 

B-2. 諸外国のダイエタリーガイドライン

策定に係る動向調査 

各国の食事ガイドラインの策定経緯、科学的

根拠、及び食事摂取基準との関係性を整理し、

国際的な動向の全体像を把握した。また追加

調査として、食品群カテゴリーの分類方法の比

較、および新たな版が公表されたアメリカにお

ける最新の食事ガイドラインのレビューを実施

した。 

 

B-3. 包絡分析食事モデルを用いた、日本人

の最適な食品摂取パターンの算出と検証 

成人 400 人の食事記録データを用いて包絡

分析法により提案された食品摂取パターン

を再分析し、さらに、全国規模の成人約3000

人の食事記録データを用い、食事の質スコア

が最大および食に関連する温室効果ガス排出

量が最小化されるモデルにより、最適化された

食品摂取パターンを算出した。 

 

B-4. 子どもの生活および慢性疾患の有無

と食事の関連に関する検討 

Theoretical Domains Framework（TDF）

を用いて小児に特異的な因子を整理し、①

食育、②保護者の養育態度、③友人関係と

食品・栄養素摂取量の関連を定量的に検討

した研究を対象とし、知見をまとめた。ま

た、食物アレルギーおよび肥満の有無と食

事の内容の関連を検討した疫学研究を中心

に、小中学生を主な対象とする研究を抽出

し、知見をまとめた。医中誌を用いて和文論

文、PubMedを用いて英文論文を検索、収集し

た。食物アレルギーについては、医中誌 119

編から、スクリーニングの結果 5編、PubMedに

おいては、242 編の論文の論文が抽出されス

クリーニングの結果 19 編の論文を精読した。

肥満に関しては医中誌にて 197編の論文を抽

出、スクリーニングで 15 編の論文を精読し、

PubMedで 293編の論文をスクリーニングし 36

編の論文を精読した。 

 

B-5. 食事ガイドのためのレビューによる

食品および関連因子の同定：高齢者に関す

る報告 

高齢者の低栄養に関連する因子（身体的・社

会的・精神心理的・行動的要因）を選定し、65

歳以上の地域在住高齢者を対象に、これらの

因子の有無における食事摂取の特徴を把握

することを目的に実施された過去 5 年間の観

察研究を質的にレビューした（PROSPERO: 

CRD42024582151）。PRISMA ガイドラインを遵

守し、検索はMEDLINE、Web of Science を使

用した。 

 

B-6. 若年女性のやせの改善に向けたボデ

ィイメージおよび栄養素等摂取状況の把握

と栄養教育ガイドの作成に資する研究 

レビューによるボディイメージのゆがみが
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食行動に及ぼす影響および行政栄養職・大

学生へのヒアリング調査を通じて既存の啓

発媒体の課題を抽出した。さらに、国民健

康・栄養調査データ（2018・2019 年）の二

次分析を実施し、20〜39 歳女性の体格別に

おける栄養素等および食品群別摂取量を検

討した。 

B-7. 日本人の食行動変容促進に資する情

報提供方法の検討 

食品選択をはじめとする行動変容を惹起す

る視覚情報提示を検討することを目的とし

て、日本語の査読付き研究を対象にシステ

マティックレビューを実施した。医中誌

Web および�JMEDPlusJ を用いて�2024 年
10 月までに公開された文献から�12 件計

4077 名の研究（観察研究�1 件、介入研究�11

件、うちデジタル介入が�3 件）を検討した。

続いて、無記名のオンライン調査として、2

段階の横断調査で実施した。まずスクリー

ニング調査を�47,920 名に行い、その後、ス

クリーニング回答者から性別と年代で層別

抽出した�2,500 名を本調査対象とし、男性

1,250 名、女性�1,250 名、各年代は約�200

名ずつで構成した。諸外国の食事ガイドに

含まれる3種デザインに関する嗜好評価・

認知評価について検討した。 

Ｃ．結果 

C-1. 最適化法を用いた食品摂取量の提示

に関する文献レビュー 

食事摂取に関するデータは、国民栄養調査か

らの利用が�65%（n=25）、独自調査からの利用

が�35%（n=14）であった。最適化で最も利用さ

れたのは線形計画法�78%（n=31）で、 包絡分

析法を用いたのは�13%（n=5）であった。制約条

件に含めた栄養素数は中央値�27（最小�3、最

大 35）で、全体 60の参照文献のうち対象国

内の食事摂取基準を参照した研究が最も多か

った（47%, n=28）。制約条件には、環境負荷の

指標として温室効果ガス排出量（43％）が最も

多く、次いで食品価格（35％）であった。限界

点として制約条件のトレードオフが記載されて

いたのは、食品と栄養素（45％）、食品・栄養

素と環境（25％）、食品・栄養素と価格（13％）

であった。 

C-2. 諸外国のダイエタリーガイドライン

策定に係る動向調査 

食事ガイドラインは多くの国において法的根拠

または国家戦略に基づき策定され、栄養素摂

取基準を基盤としながら、食品ベースでの推

奨へと翻訳されていることが確認された。また、

食品群分類は各国の食文化や政策目的を反

映して多様である一方、精製穀物の制限、野

菜・果物の摂取促進、たんぱく質の適切な摂

取、添加糖の削減など、主要な栄養メッセージ

は国際的に共通していた。 

C-3. 包絡分析食事モデルを用いた、日本人

の最適な食品摂取パターンの算出と検証 

成人 400 人の食事記録データの解析の結果、

観察値に比べて、最適化された食品摂取パ

ターンでは多くの栄養素で食事摂取基準の

遵守度が高い一方、食塩や飽和脂肪酸では

観察値と変わらないか、やや遵守度が低い

ことが示された。また、全国規模の成人約

3000 人の食事記録データの解析の結果、最

適化された食品摂取パターンでは、栄養素

の摂取量が推定平均必要量未満の者は、観

察値よりも少なくなったものの、ナトリウ

ムや食物繊維、飽和脂肪酸では目標量の範

囲にない者が依然として多かった。 
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C-4. 子どもの生活および慢性疾患の有無

と食事の関連に関する検討 

小児の食事は個人の選択のみならず、疾患

の有無、家庭環境、学校環境、周囲の大人や

友人の行動に強く影響されることが示され

た。特に、食物アレルギー児や肥満児では、

特定の栄養素不足や食事パターンの偏りが

認められた。 

C-5. 食事ガイドのためのレビューによる

食品および関連因子の同定：高齢者に関す

る報告 

最終的に 29 件が包含基準を満たし、レビュー

の対象となった。これら 29 件の文献では、身

体的要因（口腔機能と身体活動）、社会的要

因（経済状況、婚姻状況、世帯人員、学歴）、

精神心理的要因（抑うつ）、行動的要因（食料

安全保障、栄養知識、調理スキル）が説明変

数として扱われていた。質的レビューの結果、

口腔機能の低下は、肉、魚、豆類、野菜、果

物の摂取量の減少と関連していた。経済状況

の低さと学歴の低さは、食生活の質の低さと関

連していた。しかし、調理スキルの低さや味

覚・嗅覚の低下など、その他の要因を持つ個

人の食事摂取量を特徴づけた研究は限られ

ており、さらなる研究の必要性が示唆された。 

C-6. 若年女性のやせの改善に向けたボデ

ィイメージおよび栄養素等摂取状況の把握

と栄養教育ガイドの作成に資する研究 

わかりやすい栄養に関する情報の特徴とし

て、イラストやグラフが使われていること、

色使いなどの視覚的工夫が重要であるとい

う意見が多く得られた。若年女性に対して

は、知識だけによらないボディイメージに

配慮したわかりやすい栄養教育教材の必要

性が示唆された。 

C-7. 日本人の食行動変容促進に資する情

報提供方法の検討 

提示された視覚的情報の構成要素として、

色彩、背景色、栄養表示、機能性ラベル、キ�

ャッチコピー、パッケージデザインなどが

確認され、表示の有無や内容によって食品

選好や選択に変化が見られた。とりわけ「野

菜たっぷり」などのポジティブな訴求表示

や信号表示は一定の影響を及ぼしたが、減

塩の強調表示に関しては統計的に有意な効

果を示さない研究も含まれていた。デザイ

ン評価においてはイラストのデザイン�B が
最も安定して選好される傾向が示唆された. 

認知評価においては、信頼性・行動意図にお

いて�B・C（イラストと文字解説によるデザ

イン）が優位であり、「内容が信頼できる」

の認知スコアが野菜摂取意図へ関連する可

能性が示唆された。 

Ｄ．考察 

2 年間で食品ベースの食事ガイドを作成

する際に必要な知見を様々な角度から検討

し蓄積した。諸外国のレビューの論文は�1

本を国際誌に投稿中、1 本は国際誌に受理

された。包絡分析結果は論文として国際誌

に投稿中である。高齢者に関するレビュー

の�1 本が国際誌に受理されたほか、国民健

康・栄養調査の解析結果１本が国際誌に投

稿中である。今回の研究班ではガイド案内

容の詳細検討までは至らずに、ガイド作成

に資する国内外のガイドラインや要因の整

理、国内のデータを用いた分析を実施し

た。
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本研究により、諸外国のガイドライン策定

の状況、最適な食事パターンを検討するため

の方法論、日本人の大規模な食事記録データ

を用いた数値的な検討、対象特性ごとの食事

摂取要因、食事ガイドの提示方法に関する知

見が得られた。これらは、日本において今後

食品ベースの食事ガイドを作成する際の基礎

資料として活用できる。特に、どのような手

法で食品量を設定するか、現実の食事パター

ンとの開きがどこにあるか、どの栄養素や食

品群で達成が難しいか、対象者ごとにどの

点へ配慮すべきかといった情報は、実用性

の高いガイドを検討する上で重要である。ま

た、本研究成果は英語論文や報告書等の形で

公開される予定であり、今後、日本人に

とって活用しやすい食事ガイドを検討する

際の参考文献として広く活用できると考え

られる。 

Ｅ．結論 

本研究の一連の結果を基礎資料として、実

行性のある食事ガイドが今後作成されること

が望まれる。 

Ｆ．健康危機情報 

なし 

Ｇ．研究発表 1．論文発表

Okada C, Katagiri R. Trends and 

Perspectives in Global Food-Based 

Dietary Guidelines: A Narrative Review. 

Frontier in Public Health, 2026 in press. 

Kinoshita K, Furuya K, Katagiri R: 

Dietary Intake Characteristics in Older 

Adults: A Systematic Review of Physical, 

Social, Psychological, and Behavioral 

Limitations. The Journal of Aging 

Research & Lifestyle (JAR 

Life).15:100064, 2026 

2．学会発表 

 Yamaguchi M, Okada C, Katagiri R. A 

Scoping Review of Dietary Optimization 

Studies Proposing Food Intake Levels. 第

3６回日本疫学会学術総会. 2026 年 1 月 28

日～ 30 日. （於：出島メッセ長崎） 

Okada C, Katagiri R. Toward Practical 

Dietary Guidelines in Japan: Insights 

from International Approaches. The 3rd 

Joint Science Meeting with the IEA 

Western Pacific Region, 2026. 

杉本南、大久保公美、Sander Biesbroek , 

Elisabeth HM Temme、片桐諒子、 包絡

分析食事モデルを用いた、日本人若年層お

よび高齢層の最適な食事パターンの算出、

第 96 回日本衛生学会、2026 年 3 月 19～21

日（ポスター発表） 

Ｈ． 知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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令和 6-７ 年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

（総合）研究報告書 

最適化法を用いた食品摂取量の提示に関する文献レビュー 

研究分担者 山口美輪 1,2、岡田知佳 1、
研究代表者　片桐 諒子 3 

1国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 
2立命館大学 
3千葉大学大学院情報学研究院  

【研究要旨】 

本研究は、日本における新たな食品ベースの食事ガイドラインを作成するための基礎資料を提

供することを目的とし、最適化法を用いて食事摂取量を提示した研究のスコーピングレビューを行

った。 

方法：PubMed、Web of Science、Google Scholarの文献検索データベースから、最適化法を用いて

一般成人の最適な食品摂取量を提案した研究を対象とした。対象者や使用データなどの基本的

特徴、制約条件、最適化の分析方法、結果、限界点に関する情報を抽出し、要約した。 

結果：文献検索データベースから抽出された 898 件から、最終的に 40 件を分析対象とした。全

体の 45％が環境負荷の軽減を目的に含めていた。食事摂取に関するデータは、国民栄養調査か

らの利用が 65%（n=25）、独自調査からの利用が 35%（n=14）であった。最適化で最も利用されたの

は線形計画法 78%（n=31）で、 包絡分析法を用いたのは 13%（n=5）であった。制約条件に含めた

栄養素数は中央値 27（最小 3、最大 35）で、全体 60の参照文献のうち対象国内の食事摂取基準

を参照した研究が最も多かった（47%, n=28）。制約条件には、環境負荷の指標として温室効果ガス

排出量（43％）が最も多く、次いで食品価格（35％）であった。限界点として制約条件のトレードオフ

が記載されていたのは、食品と栄養素（45％）、食品・栄養素と環境（25％）、食品・栄養素と価格

（13％）であった。 

考察：本結果から、目的に環境負荷の軽減を含めた研究が 5 割近くみられたことから、この課題が

重要視される傾向がみられた。対象研究では国民栄養調査の利用が多く、国民の平均的な食事

摂取量の最適化を図るためには有用なデータである。最適化の手法においては、線形計画法が

最も多く使用されていたが、非線形の関係を考慮した他の手法や併用も積極的に利用可能なこと

が示された。包絡分析法を用いた研究では、相対的に効率的な食品の構成に焦点を置いた食事

が提案された。現時点では研究はそれほど多くないが、今後の利用増加が予想される。いずれの

最適化法も、実現性を高めることに重点をおいていた。同時に、制約条件のトレードオフは重要な

考慮事項であった。実現性を踏まえた上で、どの制約条件の優先度を上げるか、研究目的によっ

て特徴がみえた。 

結論：本レビューは、ある条件下の最適な食品摂取量を示した研究の全体像を明らかにした。今

後、最適化された食事の実装とその効果に関するさらなる研究が必要である。 

A. 背景と目的

2025年 4 月から使用が予定されている「日

本人の食事摂取基準（2025 年版）」は、エネル

ギーと各栄養素の基準値が示されているが、
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この基準を満たすための具体的な食品とその

摂取量についてはまだ示されていない。健康

日本 21(第三次) が示す「栄養・食生活」６つ

の目標を達成するためにも [1]、適切な食事

ガイドを通して、全ての世代で国民が健康的

な食品選択ができることが期待される。 

ドイツでは、国民に適切な食事摂取量を示

す食事ガイドラインにおいて、最適化アルゴリ

ズムを用いた[2]。最適化法は、ある目標達成

のために、複数の制約（条件）の中から最も良

いものを選び出すための数学的な手法であり、

幅広い制約に対応する手法と特定の制約に

合わせた手法に分類できる[3]。最適化法の中

で代表的な手法のひとつである線形計画法は、

特定の制約に合わせて最適な解が算出される

手法である。Okubo et al.(2015) [4] は、日本

の成人において、栄養目標を達成するための

最適な食事摂取パターンを、線形計画法の最

適化モデルを用いて設計した。また、線形計

画法の考え方を応用した包絡分析法(Data 

Envelopment Analysis, DEA)は、評価対象の

相対的効率を測定するための手法で、複数の

入力と出力の間の相互作用を捉えることがで

きる[5]。日本では、食事の文化的受容性や栄

養価が高く、価格が手ごろで、環境負荷が少

ない食事の探索を目的として包括分析法を用

いたモデルが実証された[6]。 

このように、最適化法を用いて適切な食事

摂取量を示す研究が複数発表されている中で、

これらの研究をレビューした研究が存在すれ

ば、日本人の適切な食事ガイドを作成する手

法として、この最適化法が有用であるかを検討

するための基礎資料となると考えられる。しか

し、調理済み食品[7]、低栄養[8]、価格[9, 10]

を考慮した適切な食品摂取量を算出する方法

論の中で最適化法（主に線形計画法）につい

て記載されたレビューはあるが、食品摂取量を

示す目的として最適化法を用いた研究の特徴

を整理した報告は、調べた限りでは見られな

い。また、食事の美味しさや実現可能性など、

最適化法の考慮すべき点を整理することで、

本手法を用いる際に対応策の検討が可能に

なる。 

そこで本研究は、最適化法を用いて最適な

食品摂取量を示した研究の目的・対象、制約

条件、結果、限界点をレビューすることを目的

とした。。 

B. 方法

本研究では、最適化法を用いて最適な食品

摂取量を示した研究を網羅的に概観するため、

バイアスリスクの評価などを行わないスコーピ

ングレビューを行うこととした。

本研究では個人情報を扱わないため、「人

を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針」に該当しない。 

１．文献検索 

文献検索データベースは、PubMed、Web of 

Science、Google Scholar を用いた。研究

者 2 名が独立して 2024 年 5 月 30 日から 6

月 3 日の間に検索し、結果の一致を確認し

た。PubMed 及び Web of Science の検索式

は表 1、Google Scholar の検索設定は表 2

に示す。包絡分析法は、従来の最適化法を

展開した手法のため、文献検索においては、

検索式を別に行った。 

次に、タイトルと要旨を確認する 1 次ス

クリーニング、原文を確認する 2 次スクリ

ーニングを順に行った。1 次、2 次スクリー

ニングとも、以下の条件を基に研究を抽出

した。1 次スクリーニングは研究者 2 名が

独立して 2024 年 6 月 7 日から 7 月 23 日ま

で実施し、2 次スクリーニングは研究者 1

名が 2024年 8月 7日から 2025年 1月 29日

まで実施し、別の 1 名が確認を行った。 

① 最適化法（Optimization）、または包絡

分析法（Data Envelopment Analysis）

の利用
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② 最適な食品摂取量を提案する目的

③ 健康の維持増進、及び疾患予防のため

の食事

④ 18 歳以上の一般成人対象（妊産婦、お

よび療養患者は含まない）

⑤ 英語の原著論文

２．分析方法 

得られた情報を基に、以下の内容で整理

した。 

１）対象文献の基本情報

対象文献の基本情報を把握するため、研

究実施国、目的、対象者、利用データを整

理した。利用データは、調査の種類（国を

代表する栄養調査[以下、国民栄養調査とす

る]または国以外の機関が行う独自調査）、

調査年、食事調査法に分類した。対象者の

年齢について、65 歳以上を含めた文献の合

計数と全体に対する割合を算出した。 

２）分析方法と制約条件

最適化法と包絡分析法の分析方法、お

よび制約条件を分類した。また、選択した

分析法に基づき、どのような項目を制約条

件として含めたかを調べた。項目は、環境

負荷（温室効果ガス排出量、水・土地・化

石燃料の使用量）、食品価格、食事摂取（現

状のエネルギー摂取量、推奨エネルギー量、

統一のエネルギー摂取量、特定食品・栄養

素）に分類した。分類した項目については、

該当数と全体に対する割合を算出した。 

３）制約条件に含めた栄養素と基準値設定

のための参照先 

健康的な食事とするために制約条件に含

めた栄養素数をまとめた。また、栄養素摂

取量の基準値の参照先を、研究実施国の食

事摂取基準、食事ガイドライン、健康的な

食事指標（インデックス）、政府機関からの

出版物、国連機関からの出版物、学術機関

からの出版物に分類した。栄養素数は中央

値、最小値、最大値を算出した。分類した

項目については、該当数と全体に対する割

合を算出した。 

３）摂取量を提示した食品数、結果の概要、

最適化条件のトレードオフ 

 摂取量を提示した食品数を示し、結果の

概要を示した。食品数は中央値、最小値、

最大値を算出した。最適化した食品摂取量

を男女別、及び世代別に提示した有無を調

べた。なお、1 つ以上の世代別に分析して

いる研究は、世代別とした。 

 最適化法または包絡分析法に関する限界

点として、分析過程で生じた最適化条件の

トレードオフに関して以下のように分類し

た：食品と栄養素、食品・栄養素と価格、

食品・栄養素と環境。 

C. 結果

１．対象研究 

検索式で抽出された文献 898 件（PubMed 

547 件、Web of Science 337 件, Google 

scholar 14件）から重複文献を除外し、765

件で 1 次スクリーニングを実施した。対象

文献の基準を満たさない 578 件を除外し、

178 件を 2 次スクリーニングした結果、最

終的に 40 件を分析対象とした（図 1）。 

２．対象研究の基本情報 

 実施国は、全体に対して 78% （n=31）が欧米

であった。研究の目的の中で、健康的な食事

に加えて環境負荷を含めた研究が 45%  

(n=18)みられた（表 3）。自国の食事ガイドの作

成資料としたのは、7.5% （n=3）だった。対象者

は中央値 1,711 名（最小：31 名、最大 37,687
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名）を対象とした。65歳以上の高齢者を含んだ

研究は 53% （n=21）であった。分析に用いた食

事摂取量のデータは、国民栄養調査からの利

用が 65% （n=26）、独自調査からの利用が 35% 

（n=14）であった。これらの調査の中で、食事

記録法 50% （n=20）、24 時間思い出し法 43%

（n=17）、 食物摂取頻度調査票（FFQ: food 

frequency questionnaire）18% （n=7）、食事歴

法2.5% （n=1）によって食事調査が行われた（3

件の併用を含む）。FFQは、24 時間思い出し

法との併用の国民栄養調査 1件以外、独自調

査での利用であった。 

 

３．分析方法と制約条件 

 従来の最適化法で用いられたのは、線形

計画法 78% （n=31）、非線形計画法 15% 

（n=6）、包絡分析法 13% （n=5）、層的クラス

タリング分析 2.5% （n=1）であった。このうち、

線形計画法に加えて非線形計画法を併用し

た 2 件、階層的クラスタリング分析を併用

した 1 件がみられた。栄養素摂取量以外で

考慮された制約条件は（複数選択を含む）、温

室効果ガス排出量 43% （n=17）、水・土地・化

石燃料の使用量 7.5% （n=3）、食品価格 35% 

（n=14）であった。総エネルギー摂取量に関し

て、対象者の現状摂取量を考慮したものが

48% （n=19）、推奨量としたのは 38% （n=15）、

その他 2000 kcal/日または 2500 kcal/日で摂

取量を統一したものが 15% （n=6）みられた。 

 

４．制約条件に含めた栄養素 

 制約条件に含めた栄養素数は、中央値 27

（最小 3、最大 35）であった（図 2）。栄養素の

種類と基準値は、計 60 の参照資料のうち、対

象国内の食事摂取基準を参照した研究が最も

多く（47%, n=28）、次いで世界保健機関

（WHO: World Health Organization）や国際連

合食糧農業機関（FAO: Food and Agriculture 

Organization of the United Nations）などの国

連機関の出版物であった（17%, n=10）（図 3）。 

 

５．分析結果及び制約条件のトレードオフ 

提示された食品数は中央値 23（最小値 5、

最大値 126）であった（表 4）。食品摂取量を男

女別に示したものが 45% （n=18）、世代別に示

したものが23% （n=9）であった（併記含む）。全

体を通して最適化されたモデルの下で食品摂

取量が示されたが、全ての制約条件を適切に

満たすことの限界点を記載した研究は 78% 

（n=31）であった。制約条件のトレードオフとし

て特にあげられたのは、食品と栄養素数が45% 

(n=15)、食品・栄養素と価格が 13% （n=5）、食

品・栄養素と環境が 25% （n=10）であった（併

記含む）。 

 

D. 考察 

本研究のレビューより、ある条件下の最適な

食品摂取量を示すには、最適化法（特に線形

計画法）及び包絡分析法のモデルが有用であ

ることが示唆された。ただし、制約条件がトレー

ドオフになる可能性も考慮する必要がある。 

 7 割が欧米からの報告であり、目的に環境負

荷を含めた研究は 4.5 割であった。地球環境

に配慮した食事への対策は、グローバルレベ

ルで関心の高い課題である[11, 12]。本結果

から、環境負荷を軽減する食事に関する研究

は、欧米を中心に進んでいる可能性がある。

食事摂取のデータについては、国民栄養調査

からの利用が 6 割を超えていた。各国で調査

方法は異なるが、各世代の分布が比較的均等

に収集され[13]、国内の平均的な食事摂取量

の情報が得られる国民栄養調査の 2次利用は、

最適化された食事の一般化を目指すためには

有用である。食事記録法及び 24 時間思い出

し法の食事調査法の利用の傾向は、諸外国の

国民栄養調査を調べたレビュー研究と同じで

あった[14]。ＦＦＱは限られた食品数から摂取

量を推定する点で限界点はあるものの、比較

的簡易に妥当性のある摂取量が推定できるの

で[15]、独自調査に有用である。 
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 分析で用いられたのは、線形計画法が約 8

割と最も多かった。線形計画法は、線形の関

連であることを前提に、比較的容易に定式化

して最適解を求めることができる[16]。しかし、

非線形の関連を含む場合は近似的な解となる

ことがある。非線形計画法を用いた 4つの研究

は、制約条件と食事摂取量の最適化に非線

形の関連を仮定したことになる[17-20]。また、

最適化法は、受容性を考慮した制約条件を含

まない場合、最適化した食事は実現性の低い

食品項目で構成される可能性がある[21]。今

回の調査で対象者における現状の総エネル

ギー摂取量を保つことを制約条件に含めた研

究が約半数みられたことから、受容性を考慮

することの重要性が示唆された。 

一方で、包絡分析法を使用した５つの研究

は、総エネルギー摂取量を 2000-2500 kcal/

日に統一し、ある条件下で相対的により効率

的な食品または栄養素の構成に焦点を置いて

いた[21-24]。包絡分析法は、実現性が高く文

化的受容性が高い食事であることを前提に分

析されるため、現状の総エネルギー摂取量を

考慮した制約条件を設けなかったと考えられる。

包絡分析法は、効率的な評価対象単位

（DMU：Decision Making Unit）、ここでは食事

（食品・栄養素の構成）を比較基準として、非

効率な食事が現在よりも同程度かより健康的

で他の条件にも近い食事が示される[21]。  

 また、分析に限らず食品価格は 3.5 割程度

の研究が考慮しており、実現性を高めるため

には重要な項目である。所得や家族構成によ

って受入れ可能な価格は異なるため、対象者

に合わせた価格なのか、国内の平均的なデー

タから設定された価格なのか、注意が必要で

ある。 

 制約条件として環境負荷を用いた半数の研

究の中で、温室効果ガス排出量を用いた研究

が最も多く、次いで水、土地、化石燃料の使用

量であった。EAT ランセット委員会が示した環

境負荷の指標にもこれらが含まれており、近年

重要視されている[11]。EAT ランセット委員会

は、環境負荷の少ないプラネタリーヘルスダイ

エットを示し、総摂取エネルギー2500 kcal/日

に基づき、牛肉などの赤肉を主とする動物性

食品の摂取量を抑え、砂糖や精製穀物を削減

し、植物性食品を中心とした食品構成になっ

ている。プラネタリーヘルスダイエットと 2 型糖

尿病の発生率の低さと関連していたことや、が

んや心血管疾患の発生率が少なかったことが

示された[25]。一方で、動物性食品が少ないこ

とによる必要栄養素の摂取不足が懸念されて

いる。最適な食品の組合せや摂取量を示すた

め、最適化法が利用されていると考えられる。 

 制約条件に含めた栄養素数は、主に対象国

の食事摂取基準が主であった。食事ガイドライ

ンや政府機関からの出版物は、食事摂取基準

とも関連していることから、重要な参照先であ

ることが分かる。また、WHOやFAOなどから出

版されたビタミン、ミネラル[26]やアミノ酸[27]、

脂肪酸[28]、糖類[29]の摂取に関する情報は、

国内の食事摂取基準を補足する資料として有

用である。本対象研究で健康的な食事指標と

して利用されていたのは、PRIME (Preventable 

Risk Integrated ModEl)[30]、NRF (Nutrient 

Rich Food Index) 9.3[31]、NRD (Nutrient Rich 

Diet) 9.3[32], 15.3[6, 33, 34]であった。いずれ

も、食事の総合的な栄養バランスを評価する

ための指標であり、諸外国の食事とも比較しや

すいことが利点である。 

 本対象研究では、示された食品数の中央値

は 23 であった。特定の食品に焦点をあてた研

究は少ないなど、研究目的によって示す食品

数は異なるはずである。結果として示す食品

数、および栄養素を含む制約条件に入れる項

目数が多い場合は、分析が複雑になり、モデ

ル化が難しくなると予想される。本研究結果の

食品数の最大値 126 が、結果の解釈をする上

でも現実的な上限値と考えられる。対象研究

では、最適化した食品摂取量を男女別に提示

したのは全体の 4.5 割でやや多く、世代別は
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約 3 割とやや少なかった。男女別、及び世代

別の制約条件を設けることに加え、食事の特

性を踏まえた最適化の食品摂取量を示すこと

は、今後の実装の点から重要である。また、制

約条件のトレードオフも重要な検討事項である。

必須とする制約条件を狭めると、他の制約条

件が満たし難くなる傾向にある。また、実現可

能性を重視する場合は、現在の食事からの改

善の程度が低くなる可能性もある。最適化を検

討する際は、制約条件のトレードオフは発生

することを前提とする必要がある。 

 本研究は、対象者個々の食事摂取量のデー

タを用いた最適化法の分析方法と結果につい

て整理した。研究によっては、国内の家計調

査[35]や、FAO（国際連合食糧農業機関）が

提供する、諸外国の食料需給に関する包括的

なデータベースなどを用いて平均化した食事

摂取量のデータを用いた研究も存在する[36]。 

ただし、性別や世代別などの対象者の特徴に

沿った食事ガイドラインを作成するためには、

対象者の基本情報の整理を含めた本レビュー

が重要な資料となる。 

しかし、本研究にはいくつかの限界点が存

在する。１つ目は、選択バイアスである。2 名の

研究者によって確認を行ったものの、対象研

究の見落としは否定できない。また、検索デー

タベースが 3種類に限られたことも、抽出研究

が限定された可能性がある。２つ目は、本研究

は、 食事の最適化に関する研究について包

括的に理解するためにスコーピングレビューを

用い、対象研究の質的な評価は加味しなかっ

た。今後、システマティックレビューや、最適化

の食事の効果についてのメタアナリシスが必

要となる。３つ目は、本研究によって最適化さ

れた食事の実現性の程度は明らかにされなか

った。実装化のためには、科学的根拠に基づ

く介入を日常の食事として実施するときの阻害

要因や促進要因の検証が必要である。 

 

E. 結論 

本研究により、食事の最適化に用いる手法

は線形計画法が最も多く、包絡分析法は現在

の食事や食文化を保ちながら環境への負荷を

抑制させることを重視した研究に用いられてい

たことが明らかになった。 日本の新たな食品

ベースの食事ガイドライン作成のためには、目

的を明確化し、最適化の手法を決定すること

が重要である。 
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表 1 文献データベース（PubMed、Web of Science）の検索式と抽出文献数 

検索式 
PubMed 

抽出件数 

Web of 

Science 

抽出件数 

(food OR dietary OR intake) AND ("diet optim*" OR "optim* 

diet" OR "food optim*" OR "optim* food" OR "linear 

programming" OR "data envelopment analysis") 

フィルター：Full text, Humans, English 

547 337 

 

 

 

表 2 文献データベース（Google Scholar）の検索設定と抽出文献数 

 

検索の詳細設定 最適化法 包絡分析法 

語順も含め完全一致* “diet optimization” “data envelopment analysis” 

いずれかのキーワードを含

む 

“food” “diet” “optimization” “food” “diet” “optimization” 

含めないキーワード “economic” “economic” 

言語；地域；最終更新；サイ

トまたはドメイン；検索対象

の範囲 

英語；全て；指定なし；.edu；

そのページのリンク内 

英語；全て；指定なし；.edu；

そのページのリンク内 

抽出件数 5 9 

 

 

図 1. 対象文献選定の流れ

除外
1. 分析が最適化法または包絡分析法ではない

（n=466）
2. 最適な食品摂取量を提案する目的ではない

（n=111）
3. 一般成人対象*ではない（n=2）
4. レビュー論文（n=8）

文献データベース (n=898: PubMed n=547, Web of Science n=337, 
Google Scholar n=14)

1次スクリーニング (n= 765)：タイトル、要旨

2次スクリーニング (n=178)：原文

除外
重複論文(n=133)

除外
1. 対象者情報が記載されていない（n=35）
2. 一般成人対象*ではない（n=79）
3. 18歳未満を含み、年齢別の分類がない（n=14）
4. レビュー、短報論文（n=10）

分析対象 (n=40)

*一般成人は18歳以上で、妊産婦、及び療養患者は含まない。
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表 3 対象研究の基本情報 

食事データ 

著者 実施国 目的 対象者 国民栄養調査 独自調査 調査年 食事調査法 

Alaini et al. 

2019[37] 

マレーシ

ア

がんのリスクを防ぐ低価格

の食事メニューの検討 

19 歳以上（大学学生およ

び教職員）、男女 100 人 
調査名なし 2007 食事記録法 

Brinket al. 2019[38] オランダ
健康的で環境負荷の少ない

食事ガイド作成法の提示 

19–30、31–50、51–69、

70 歳以上、人数不明 a 
DNFCS 2005-12 

24 時間思い

出し法 

Brouzes et al. 

2021[39] 
エジプト

健康的な食事を提示するた

めに栄養素強化食品の必要

性の検討 

19-30 歳、女性 130 人 調査名なし 2016-17 食事記録法 

Clerfeuille et al. 

2013 [40] 
フランス

健康的な食事のための乳製

品摂取に関する提示 
18 歳以上、男女 1171 人 INCA1 1999 

食事記録法

（7 日間食

事日記） 

Darmon et al. 

2006[41] 
フランス

健康的で低価格の食事の提

示 
18 歳以上、女性 476 人 調査名なし 1994 食事歴法 

Donati et al. 

2016[42] 
イタリア

健康的で環境負荷が少ない

適正価格の食事の提示 
18-20 歳、男女 104 人 調査名なし 2012 食事記録法 

Dos Santos et al. 

2018[43] 
ブラジル 健康的な食事の提示 

20 歳以上、男女 25324

人 
NDS 2008-09 食事記録法 

Dussiot et al. 

2022a[44] 
フランス

肉類の摂取量を下げた健康

的な食事の提示 

18-64 歳、男性 564 人

18-54 歳、女性 561 人
INCA3 2014-15 

24 時間思い

出し法 

Gao et al. 2006[45] アメリカ
ビタミン E を最大限に摂取

するための食事の提示 

19-50 歳、男性 1141 人

女性 1196 人

50 歳以上、男性 997 人

女性 1017 人

NHANES 2001-02 
24 時間思い

出し法 

Hallinan et al. 

2021[46] 
アメリカ

未加工食品のみまたは超加

工食品のみを使用した場合

の健康的な食事の提示 

21-59 歳、男女 857 人 SOSIII 2016-17 FFQ 
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Horgan et al. 2016 

[47] 
イギリス 

健康的で環境負荷が少ない

食事の提示 
19-94 歳、男女 1491 人 NDNS  2008-11 食事記録法 

Johnson-Down et al. 

2019[48] 
カナダ 

健康的かつ適正価格で、食文

化を考慮した食事の提示 

19 歳以上（先住民）、男

女 1387 人 
 FNFNES 2011-12 

24 時間思い

出し法 

Kramer et al. 

2017[49] 
オランダ 

健康的で環境負荷が少ない

食事の提示 

19-30、31-50、51-69 歳、

男女 3819 人 
DNFCS  2007-10 

24 時間思い

出し法（2

日間非連

続） 

Macdiarmid et al. 

2012[50] 
イギリス 

健康的で環境負荷が少ない

食事の提示 
19-64 歳、女性 人数不明 NDNS  2000-01 

食事記録法

（食事日

記） 

Maillot et al. 

2010[51] 
フランス 

食事摂取基準を満たす食事

の個別提示 
18 歳以上、男女 1711 人 INCA  1999 

食事記録法

（7 日間） 

Maillot et al. 

2011[52] 
アメリカ 

脂質と添加糖類由来のエネ

ルギー摂取を減らした健康

的な食事の提示 

20-30歳、男性 400人 女

性 377 人 

31-50歳、男性 756人 女

性 742 人 

51 歳以上、男性 1012 人 

女性 1008 人 

NHANES  2001-02 

24 時間思い

出し法（1

日間） 

Maillot et al. 

2012[53] 
アメリカ 

食塩の摂取基準を厳格に準

拠した食事の提示 

20-30 歳、31-50 歳、51

歳以上、男女 4295 人 
NHANES  2001-02 

24 時間思い

出し法 

Maillot et al. 

2013[54] 
アメリカ 

ナトリウム、カリウムの適正

な摂取量となる食事の提示 
20 歳以上、男女 4295 人 NHANES  2001-02 

24 時間思い

出し法 

Masino et al. 

2023[55] 
ドイツ 

ベジタリアンにおける健康

的で環境負荷の少ない食事

の提示 

18-80 歳、男女 人数不

明 b 
NVS II  2005-06 

24 時間思い

出し法、及

び FFQ 

Masset et al. 

2009[56] 
アメリカ 

がん予防のための食事の提

示 

25-65 歳、男性 60 人 女

性 101 人 
 調査名なし 2006 FFQ 

Okubo et al. 2015[4] 日本 健康的な食事の提示 

30-49 歳、男性 40 人 女

性 45 人 

50-69 歳、男性 42 人、女

性 47 人 

 調査名なし 2002-03 食事記録法 
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Perignon et al. 

2016[57] 
フランス 

健康的で温室効果ガスを減

らす適正価格の食事の提示 
18 歳以上、男女 1899 人 INCA2  2006-07 食事記録法 

Sobhani et al. 

2019[58] 
イラン 

水の使用量を抑えた、健康的

な食事の提示 

20-64歳、男性 296人 女

性 427 人 
 調査名なし 2016 FFQ 

Song et al. 2017[59] 中国 
健康的で温室効果ガスを減

らす食事の提示 
18-50 歳、男女 11160 人 CHNS  2004-11 食事記録法 

Verly et al. 2023[30] ブラジル 
死亡率低下や入院率を下げ

る低価格の食事の提示 

25 歳以上、男女 37687

人 
NDS  2017-18 

24 時間思い

出し法 

Vieux et al. 

2018[60] 

フィンラ

ンド、スウ

ェーデン、

イタリア、

イギリス、

フランス 

健康的で温室効果ガスを減

らす食事：欧州 5 か国比較 

18-64 歳、 

FINDIET2012 男性 569

人 女性 679 人 

Riksmaten 2010 男性 588

人 女性 764 人 

INRAN-SCAI-2005 男性

967 人 女性 1105 人 

NDNS 男性 627 人 女性

751 人 

INCA2 男性 930 女性

1323 人 

National 

FINDIET 

Survey 2012、
Riksmaten 

2010、

INRAN-SCAI、

NDNS、INCA2 

 2005-12 

48 時間思い

出し法、食

事記録法 

Vieux et al. 

2019[31] 
アメリカ 健康的な朝食の提示 18 歳以上、男女 8269 人 NHANES  2011-14 

24 時間思い

出し法 

Zahra et al. 

2023[61] 

インドネ

シア 

健康的な食事への支援と具

体的メニューの提示 

30-49 歳、（石油ガス会社

勤務）、男性 31 人 
 調査名なし 2020 

24 時間思い

出し法、及

び食事記録

法 

Barré et al. 2018[62] フランス 

健康的で温室効果ガスの排

出量を減らし、栄養素の吸収

率が高い食事の提示 

18 歳以上、男性 773 人 

女性 1126 人 
INCA2  2005-07 食事記録法 

Grasso et al. 

2021[63] 
オランダ 

高齢者における蛋白質の充

足と温室効果ガス排出量の

少ない食事の提示 

56-101歳、男性 644人 女

性 710 人 
 LASA 2014-15 FFQ 
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Eustachio Colombo 

et al.2024[64] 

スウェー

デン

健康的で温室効果ガスの少

ない食事の提示 
18-80 歳、男女 1797 人

Riksmaten 

Adults 
2010-11 食事記録法 

Dussiot et al. 

2022b[65] 
フランス

鉄と亜鉛の生体利用効率を

高める健康的な食事の提示 

18-64 歳、男性 564 人

18-54 歳、女性 561 人
INCA3 2014-15 

24 時間思い

出し法 

Kesse-Guyot et al. 

2022[66] 
フランス

健康的で温室効果ガス排出

量の少ない低価格な食事の

提示 

成人（平均 54.5 歳）、男

女 29326 人 

The 

NutriNet-Santé 

study 

2014 FFQ 

Scarborough et al. 

2016[67] 
イギリス

食事ガイドライン作成のた

めの健康的で適正価格の食

事の提示 

19 歳以上、男女 1491 人 NDNS 2008-11 食事記録法 

Nordman et al. 

2023[68] 

デンマー

ク 

温室効果ガス排出量の少な

い健康的な食事の提示 
18-64 歳、男女 2492 人 DANSDA 2011-13 食事記録法 

Heerschop et al. 

2023[69] 
オランダ

蛋白質が充足した温室効果

ガス排出量が少ない食事の

提示 

18-79 歳、男女 4313 人 DNFCS 2012-16 
24 時間思い

出し法 

Kanellopoulos et al. 

2020[32] 
オランダ

健康的な食事ガイドライン

作成ための方法提示 

20-40歳、男性 121人 女

性 206 人

41-50歳、男性 155人 女

性 203 人

50 歳以上、男性 625 人

女性 425 人

NQplus study 2011-13 FFQ 

Mertens al. 

2021[33] 

デンマー

ク、チェ

コ、イタリ

ア、フラン

ス

健康的で温室効果ガス排出

量の少ない食事の提示 

18-64 歳 、 男 女 

DANSDA 1385 人 、

SIPS04 1386 人 、

INRAN-SCAI  1978 人、

INCA2 1713 人 

DANSDA、

SISP04、

INRAN-SCAI、
INCA2 

2003-08 

食事記録

法、または

24 時間思い

出し法 

Mertens al. 

2020[34] 

デンマー

ク、チェ

コ、イタリ

ア、フラン

ス

肉類の代替食品を使った温

室効果ガス排出量の少ない

健康的な食事の提示 

18-64 歳 、 男 女 

DANSDA 1385 人 、

SIPS04 1386 人 、

INRAN-SCAI  1978 人、

INCA2 1713 人 

DANSDA、

SIPS04、

INRAN-SCAI、
INCA2 

2003-08 

食事記録法

または 24時

間思い出し

法 
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Sugimoto et al. 

2022[6] 
日本 

健康的で温室効果ガス排出

量の少ない食文化を考慮し

た低価格の食事の提示 

20-69歳、男性 184人 女

性 185 人 
 調査名なし 2013 食事記録法 

FFQ: food frequency questionnaire, INCA: Individual and National Study on Food Consumption, NDS: National Dietary Survey, NHANES: National Health and 

Nutrition Examination Survey, NDNS: UK National Diet and Nutrition Survey, DNFCS: Dutch National Food Consumption Survey, NVS II: Nationale Verzehrsstudie II, 

CHNS: China Health and Nutrition Survey, INRAN-SCAI: Italian National Food Consumption Survey, Riksmaten Adults: Swedish dietary survey Riksmaten Vuxna, 

DANSDA: Danish National Survey of Diet and Physical Activity, SISP04: Czech Food Consumption Survey, SOSIII: Seattle Obesity Study III, FNFNES: First Nations 

Food, Nutrition and Environment Study, LASA: Longitudinal Aging Study Amsterdam 
a 1–18 歳も分析対象だが、最適化した食品摂取量を提案したのは 19 歳以上であった。実際に対象とした人数が明示されていなかったため、人数不明とし

た。 
b 18-80 歳を対象としたが、最適化した食品摂取量を提案したのは 25-50 歳であった。実際に対象とした人数が明示されていなかったため、人数不明とし

た。
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表 4 分析方法と制約条件 a 

  環境負荷   
総エネルギー

摂取量 
  

著者 分析法 
温室効果ガス

排出量 

水・土地・化石

燃料の使用量 
食品価格 現状量 推奨量 その他の量 b 

Alaini et al. 2019[37] LP 
  ✓  ✓  

Brinket al. 2019[38] 
LP     ✓  

Brouzes et al. 2021[39] 
LP   ✓  ✓  

Clerfeuille et al. 2013 [40] 
LP    ✓   

Darmon et al. 2006[41] 
LP   ✓ ✓   

Donati et al. 2016[42] 
LP ✓ ✓ ✓  ✓  

Dos Santos et al. 2018[43] 
LP     ✓  

Dussiot et al. 2022a[44] 
LP    ✓   

Gao et al. 2006[45] 
LP     ✓  

Hallinan et al. 2021[46] 
LP   ✓  ✓  

Horgan et al. 2016 [47] 
LP ✓   ✓   

Johnson-Down et al. 

2019[48] 

LP   ✓ ✓   

Kramer et al. 2017[49] 
LP ✓ ✓  ✓   

Macdiarmid et al. 

2012[50] 

LP ✓    ✓  

Maillot et al. 2010[51] 
LP    ✓   
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Maillot et al. 2011[52] 
LP    ✓ ✓  

Maillot et al. 2012[53] 
LP    ✓   

Maillot et al. 2013[54] 
LP     ✓  

Masino et al. 2023[55] 
LP ✓     ✓ 

Masset et al. 2009[56] 
LP   ✓ ✓   

Okubo et al. 2015[4] 
LP     ✓  

Perignon et al. 2016[57] 
LP ✓  ✓ ✓   

Sobhani et al. 2019[58] 
LP  ✓  ✓   

Song et al. 2017[59] 
LP ✓   ✓   

Verly et al. 2023[30] 
LP   ✓ ✓   

Vieux et al. 2018[60] 
LP ✓   ✓   

Vieux et al. 2019[31] 
LP     ✓  

Zahra et al. 2023[61] 
LP   ✓  ✓  

Barré et al. 2018[62] LP、NLP ✓  ✓ ✓   

Grasso et al. 2021[63] LP、NLP (QP) ✓   ✓   

Eustachio Colombo et 

al.2024[64] 
LP、HQ ✓    ✓  

Dussiot et al. 2022b[65] NLP 
    ✓  

Kesse-Guyot et al. 

2022[66] 

NLP ✓  ✓  ✓  
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Scarborough et al. 

2016[67] 

NLP   ✓ ✓   

Nordman et al. 2023[68] NLP (QP) ✓   ✓   

Heerschop et al. 2023[69] 
DEA ✓   ✓   

Kanellopoulos et al. 

2020[32] 
DEA 

     ✓ 

Mertens al. 2021[33] 
DEA ✓     ✓ 

Mertens al. 2020[34] 
DEA ✓     ✓ 

Sugimoto et al. 2022[6] 
DEA ✓  ✓   ✓ 

LP: Linear Programming（線形計画法） 、NLP: Nonlinear Programming （非線形計画法）、HQ: hierarchical clustering（階層的クラスタリング分析）、QP: Quadratic 

Programming（二次計画法）、DEA: Data Envelopment Analysis（包絡分析法）  
a条件を含む項目は灰色セルと✓で示した。 
b 2000kcal/日: Kanellopoulos et al. 2020, Mertens al. 2020, Mertens al. 2021, Sugimoto et al. 2022 (女性), Heerschop et al. 2023; 

2500kcal/日: Masino et al. 2023, Sugimoto et al. 2022 (男性),  
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図 3 制約条件に含めた栄養素摂取量の参照先 
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表 4 分析結果及び制約条件のトレードオフ 

 

    分析結果 a  
制約条件のトレードオフ a 

著者 食品数 

男女

別 b 

世代

別 結果の概要 

 

食品と栄

養素 

食品・栄養

素と 

価格 

食品・栄

養素と 

環境 

Alaini et al. 2019[37] 12   

がん予防のための食事ガイドライン WCRF/AICR 2007、MDG 2010、および

RNI 2017 を満たす各メニューが作成され、その費用は 1 日あたり 1.97 米ド

ル（1503kcal/日）、2.35 米ドル（1680kcal/日）、2.48 米ドル（1889kcal/日）で

あった。 

 

 ✓  

Brinket al. 2019[38] 15 ✓ ✓ 

ほとんどの年代別グループにおいて全ての制約（十分なエネルギー量と栄養

素、環境負荷の軽減）を満たす食事ガイドの"Wheel of Five"を基にした食事

を示した。いくつかの食品群では、摂取量が群間で大きく異なった。 

 

✓   

Brouzes et al. 

2021[39] 
19 NA  

果物、野菜、乳製品、肉・魚・卵、伝統食のパスタ等を毎日十分摂取するこ

とで、モデル化した 12 種類の微量栄養素のうち 11 種類が充足する可能性が

あった。栄養素の中でも鉄が最も不足傾向にあった。強化食品の利用は、食

事中の鉄最小値を推奨量の 40%から 60%超に増加させた。 

 

✓   

Clerfeuille et al. 2013 

[40] 
17   

果物と野菜（約 62%増）、でんぷん質食品（約 37%増）、乳製品（約 19%増）

の割合が増加した。植物性食品と乳製品は増やす必要があるが、乳製品の種

類としてはチーズを減らして牛乳とヨーグルトを増やす必要がある。 

 

  ✓ 

Darmon et al. 

2006[41] 
21 NA  

栄養推奨量を価格制約なしに達成する場合、平均的な食事よりも魚、果物、

野菜が増加し、動物性脂肪とチーズが減少した。安価で健康的な食事を目指

すには、ヨーグルト、菓子類、いも類を減らし、加工された果物、油脂と糖

を添加したシリアル、種実類、豆類、果物ジュースなどを増やすことが示さ

 

 ✓  
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れた。 

Donati et al. 2016[42] 9   

肉と魚の代わりに、植物由来のたんぱく質、乳製品、穀類を増やし、野菜や

果物を十分摂取することで、健康面にも環境面にも配慮した食事となり、価

格の変化も少ないことが示された。しかし、健康な成人において動物性食品

摂取をゼロにする根拠はない。 

 

NA NA NA 

Dos Santos et al. 

2018[43] 
68   

最適化された食事は、平均的な食事から果物（+92g）、豆類（+64g）、野菜

（+43g）、牛乳（+12g）、魚介類（+15g）、全粒穀物（+14g）の摂取量が増加

し、清涼飲料水（-90g）、米（-63g）、スナック菓子（-14g）、赤身肉（-13g）、

加工肉（-9.7g）の摂取量が減少した。 

 

✓   

Dussiot et al. 

2022a[44] 
45 ✓  

肉類摂取 10-50%減にし、果物や野菜、未精製穀類をその分増やすことで健

康的な食事が達成される。50%以上の減少ではそれ以上の食事改善効果は小

さい。 

 

NA NA NA 

Gao et al. 2006[45] 19   

最適化された食事は、果物と野菜を 11 サービング、種実類を 0.6 サービン

グ含んだ。種実類、果物、野菜摂取量の大幅な増加を要する食事は、多くの

国民にとって実現性が低い。ビタミン E 含有量が高い食品を選ぶことで、α

-トコフェロールの推奨量を満たす可能性が高まる。 

 

✓   

Hallinan et al. 

2021[46] 
126   

ビタミン D の基準を緩和した未加工食品のみ、または超加工食品のみの食

事モデルが示されたが、未加工食品のみの食事は、超加工食品を使用した食

事よりも大幅に高価だった。栄養素基準値を満たす食事には、超加工食品を

含む加工食品と生鮮食品の両方を使用する必要がある。 

 

 ✓  

Horgan et al. 2016 

[47] 
35   

モデル化した食事は、それぞれ温室効果ガス排出量を 15%～27%削減した。

野菜、果物、いも、種実類、朝食用シリアルや穀類全般を増やし、菓子類、

加工肉、酒、白パンを減らすことで、健康面と環境面に配慮した食事が可能

である。 

 

  ✓ 
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Johnson-Down et al. 

2019[48] 
49 ✓  

貧困層である先住民の場合、価格を上げずに全ての栄養素の基準を満たすの

は困難であった。食物繊維、カルシウム、カリウム、ビタミン D などいく

つかの栄養素を制約条件から外すことで、ある程度健康的で低価格の食事を

達成できる。 

 

NA NA NA 

Kramer et al. 2017[49] 20 ✓ ✓ 

全ての性・年齢階級で、肉類とくに牛肉を減らすことが環境配慮につながっ

た。アルコール、非アルコール飲料の削減も効果的であった。性、年齢別の

栄養素必要量の違いは、最適化した食事の構成に大きな影響を与えた。 

 

✓   

Macdiarmid et al. 

2012[50] 
82   

制約条件を許容範囲にした場合、52 種類の食品を含む実現性のある食事とな

り、最適化前の食事よりも温室効果ガス排出量は 36%減少した。価格は英国

の平均的な食費と同程度であった。肉類は適量に抑え、乳類は現状の摂取量

とした食事でも健康と環境に配慮することは可能。 

 

NA NA NA 

Maillot et al. 2010[51] 41   

個々に最適化した食事の半分は、普段摂取する食品の 5%未満が別の食品に

置き換えられた。多くの食事に果物、野菜、穀物、豆類、ドライフルーツ、

無塩種実類、低脂肪乳製品、魚介類が増加した。赤身肉、加工肉、チーズ、

混合料理、塩系スナック類、甘味類は減少した。 

 

✓   

Maillot et al. 2011[52] 8 ✓ ✓ 

エネルギー必要量に対応した食事では、野菜と果物の摂取が重視された。現

状のエネルギー摂取量に対応した食事では、果物、野菜、全粒穀物の摂取量

が多く、精製穀物と肉類の摂取量が少なかった。 

 

NA NA NA 

Maillot et al. 2012[53] 8 ✓ ✓ 

ナトリウム 2300mg/日の食事は栄養的に適切であるが、現在の食事から大き

く逸脱する必要があった。ナトリウム 1500mg/日の食事は数学的なモデルで

は不可能であった。達成可能なナトリウム量の少ない食事は、果汁、種実類

が非常に多く、穀物と肉類が少なかった。 

 

✓   

Maillot et al. 2013[54] 9 ✓ ✓ 

2010 年の食事ガイドラインのナトリウム、カリウム基準値に基づく食事は、

国内の全食品ナトリウム含有量を 10％削減しても、栄養的に適切な食事と

の両立が難しいことが示された。食事量が少ないとカリウムの基準が満たさ

 

✓   
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れず、食事量が多いとナトリウムの基準が満たされない。 

Masino et al. 2023[55] 39 ✓  

雑食性の食事では、野菜、穀物、豆類、きのこ、魚の摂取量は、現状と比較

して 63%から 260%増加し、温室効果ガス排出量が減少した。ヴィーガンの

食事を除き、全ての最適化した食事は、現状よりも費用が削減された。 

 

NA NA NA 

Masset et al. 2009[56] 5 ✓  

主要な WCRF/AICR ガイドラインと食事ガイドラインを満たすモデルでは、

現状から過度に逸脱することない食事が示された。全ての栄養素量を満たす

ためには、食品量の大幅な増加と、現状の食事から劇的な変化を必要とした。 

 

✓   

Okubo et al. 2015[4] 23 ✓ ✓ 

各性別・年齢層において、対象栄養素の基準全てを満たす食事のためには、

全粒穀物と低脂肪乳製品の摂取量を大幅に増やす必要があったが、野菜と果

物はほぼ現状のままだった。食塩を含む調味料を大幅に（65〜80％）削減す

る必要があり、目標達成が困難とみられた。 

 

✓   

Perignon et al. 

2016[57] 
8 ✓  

温室効果ガス排出量を 30%程度削減した食事では、栄養面と価格面を両方考

慮した食事が可能であった。より高い温室効果ガス排出量の削減には、実現

性の低い食事への移行が必要であった。 

 

  ✓ 

Sobhani et al. 

2019[58] 
6   

現在の摂取量より、穀類を 37%、肉・魚介・豆・卵類を 28%、野菜を 45%

減らし、油脂・菓子類を 8%、果実を 68%、乳類を 99%増やすことで、環境

中の水の使用を半減させ、栄養素の摂取目標も達成できるが、たんぱく質源

は肉類を減らす代わりに豆類を 14%増やす必要があった。 

 

  ✓ 

Song et al. 2017[59] 28 ✓  

牛肉、豚肉、魚介類と米が温室効果ガスの発生に寄与している食品であった。

これらの摂取を抑え、肉類は代わりに鶏肉にし、野菜や果物の摂取を増やす

などの食事変更を実施することで、健康面と環境面の両方に配慮した食事を

することが可能となった。 

 

  ✓ 

Verly et al. 2023[30] 25   
現在の野菜と果物の摂取量 166.7 g/日に対し、その量を 216.9～510.2 g/日に

かなり増やすことで、2019 年の死亡者数を 12750～57341 人減少させるとの

 
 ✓  

33



試算結果が示された。この食事変更により食事の価格は若干上昇するが、死

亡数を減らしたことにより社会的な経済効果が見込まれた。 

Vieux et al. 2018[60] 10 ✓  

温室効果ガスを減らすには植物性食品の使用を増やし、動物性食品を減らす

必要があることは共通しているが、鶏肉、魚、乳製品のいずれを減らすべき

かの状況は国と性別によって異なっていた。食事の変更によって 62～78%

の温室効果ガス削減が可能であることが示された。 

 

NA NA NA 

Vieux et al. 2019[31] 31   

現在摂取の少ない乳製品、果物、シリアルの摂取をそれぞれ 10 倍程度に増

やし、菓子パン、朝食用加工肉、加工食品、調理パンの摂取を 0 にすること

で、他の食品の摂取状況をほとんど変更しなくても食事スコアが改善され

た。 

 

✓   

Zahra et al. 2023[61] 55 NA  

現在の摂取では、カルシウム、葉酸、多価不飽和脂肪酸、食物繊維の摂り方

に課題があった。それを改善するための具体的な 14 日間の間食の置き換え

メニューを作成でき、間食によるこれら栄養素の目標値に対する摂取状況は

1～13%から 14～32%に上昇した。 

 

NA NA NA 

Barré et al. 2018[62] 27 ✓  

環境に配慮して健康的な食事にする場合は野菜や果物を増やす一方で、肉類

を 78～87%減らす必要があった。動物性食品をうまく活用しながら健康面・

環境面に配慮した食事とする場合は、肉類の減少を 27～38%の減少に抑える

ことが可能であることが示された。 

 

  ✓ 

Grasso et al. 2021[63] 25   

全粒穀物、種実類、植物性のたんぱく質源を増やしつつ、肉類の摂取量は変

えずに牛肉や加工肉を減らして代わりに鶏肉や豚肉にすることで、たんぱく

質の摂取量やその質を保ちながら温室効果ガスの排出量を 50～60%低下さ

せることが可能となった。 

 

  ✓ 

Eustachio Colombo et 

al.2024[64] 
24   

クラスター分析と線形計画法を合わせた新しい方法により、赤身肉、加工肉、

鶏肉、乳製品等を大幅に減らし、野菜、果物、いも類等を増やすことによっ

て、健康面に配慮しながら温室効果ガスを 43～53%減少させることが可能で

 

  ✓ 
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あることが示された。 

Dussiot et al. 

2022b[65] 
11  ✓ 

栄養素の基準を満たすための最適化では、赤身肉を減らし、全粒穀物の摂取

を増やすとよいが、フィチン酸などの摂取が増えることで、鉄と亜鉛の吸収

量が低下し、鉄欠乏性貧血の割合が 5%上昇する可能性が示された。吸収率

の考慮は最適化に必要であると考えられた。 

 

✓   

Kesse-Guyot et al. 

2022[66] 
23   

ベジタリアンの食事は環境面も健康面も配慮できた食事であることが示さ

れた。肉類を摂取する場合でも、1 週間に 1 サービング程度まで減らし、野

菜、果物、未精製穀物、豆類を増やすことで、健康的な食事で、価格と環境

面にも配慮された食事として示された。 

 

✓   

Scarborough et al. 

2016[67] 
5   

穀類などの主食を 69%、野菜や果物を 54%増やし、豆・魚・卵・肉類など

のたんぱく質源を 24%、乳製品を 21%、高脂質糖質類を 53%減らす食事を

することで、健康的な食事となり、価格は現在からほとんど変わらないこと

が示された。 

 

✓   

Nordman et al. 

2023[68] 
25   

ナッツを 230%、パンを 75%、卵を 47%増やし、赤身肉、ソフトドリンク、

酒類を 90%、動物性脂肪を 76%減らすなどによって、健康も環境にも配慮

した食事が示された。肉類に関しては、牛肉の代わりに豚肉と鶏肉を摂取す

ることで、栄養素は充足することが示された。 

 

✓   

Heerschop et al. 

2023[69] 
28 ✓ ✓ 

現在たんぱく質摂取量は、推奨量の 1.4～2.2 倍と十分にあることが示され

た。食事スコアの値と温室効果ガス排出量はトレードオフの関係にあり、現

在の摂取量からの変更を 33%以内とした場合、温室効果ガス排出量は 12～

16%減少し、たんぱく質は十分に摂取できることが示された。 

 

✓   

Kanellopoulos et al. 

2020[32] 
65 ✓ ✓ 

DEA 法は、栄養素の摂取を最適にする食品を提案可能な方法であることが

示された。各性年齢集団で増減すると効果的な食品は異なっていたものの、

野菜と果物はすべての性年齢集団に共通していた。 

 

NA NA NA 
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Mertens al. 2021[33] 20 ✓  

栄養素の摂取量を最適化するだけでは温室効果ガス排出量はあまり変化し

なかったものの、温室効果ガスを減らすことを優先したモデルでは、赤身肉

を卵、鶏肉、魚、乳製品等に置き換えることで、NRD15.3 スコアは 9%上昇

し、温室効果ガスは 21%減少することが示された。 

 

  ✓ 

Mertens al. 2020[34] 15 ✓  

肉の摂取量を減らして果物、野菜、豆、全粒穀物等の植物性食品の摂取量を

増やすことで、温室効果ガスの排出量は抑えられることが示された。一方で、

代替肉食品を使うことで、現在の食事からの類似性を保ちながら、温室効果

ガスの排出量を同程度に抑えられることが示された。 

 

✓   

Sugimoto et al. 

2022[6] 
30 ✓  

全粒穀物、果物、乳製品、豆類の摂取量を増やし、赤身・加工肉、菓子類、

酒類、ソフトドリンク、調味料の摂取量を減らすことで、NRF15.3 スコアが

8～10%上昇し、温室効果ガスの排出量が 10～13%減少することが示された。

ただし、それぞれの改善割合は、単独で最適化した場合よりも低下していた。 

 

✓ ✓ ✓ 

平均（最小、最大） 
23 (5, 

126) 
   

    

WCRF/AICR: World Cancer Research Fund/ American Institute for Cancer Research, MDG: Malaysian Dietary Guidelines, RNI: Recommended Nutrient 

Intake, NA: not available 

a条件を含む項目は灰色セルと✓で示した。 

b男性のみ、または女性のみの対象者は NA とした。 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

総合報告書 

諸外国のダイエタリーガイドライン策定に係る動向調査 

研究分担者 岡田知佳 1 

研究代表者 片桐 諒子 2 
1 国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所国立健康・栄養研究所 
2 千葉大学大学院情報学研究院  

【研究要旨】 

令和６年度から開始された健康日本 21（第三次）では、適切な栄養・食生活に関する目標が設

定され、目標指標の改善が推進する具体的な取組が求められている。また、令和６年に改正され

た食事による栄養摂取量の基準を踏まえたうえで、健康日本 21(第三次)で目指す食生活に関連

する目標の到達に向けて国民の行動変容を促す実装まで見据えた食事ガイドを作成することが期

待される。そこで、本分担研究では、諸外国の食事ガイドライン策定に至る科学的知見、改定の経

緯等の世界の動向を調査し、わが国の食事ガイドの作成を検討するための基礎資料を提供するこ

とを目的とした。 

令和 6 年度および令和 7 年度の 2 年間にわたり、諸外国の食事ガイドライン策定に係る動向調

査を実施した。令和 6 年度は、各国の食事ガイドラインの策定経緯、科学的根拠、及び食事摂取

基準との関係性を整理し、国際的な動向の全体像を把握した。令和 7 年度は追加調査として、食

品群カテゴリーの分類方法の比較、および新たな版が公表されたアメリカにおける最新の食事ガイ

ドラインのレビューを実施した。 

その結果、食事ガイドラインは多くの国において法的根拠または国家戦略に基づき策定され、

食事摂取基準等を基盤としながら、食品ベースでの推奨へと翻訳されていることが確認された。ま

た、食品群分類は各国の食文化や政策目的を反映して多様である一方、精製穀物の制限、野

菜・果物の摂取促進、たんぱく質の適切な摂取、添加糖類の削減など、主要な栄養メッセージは

国際的に共通していた。特にアメリカの最新ガイドラインでは、加工度の低い食品を中心とした食

生活への転換が強調され、従来の栄養素中心の枠組みから食品および食環境重視への転換が

示された。さらに、近年の動向として、環境配慮、多様な食事パターンへの対応、健康格差への配

慮といった視点が強化されていることが明らかとなった。 

食品群分類は各国の食文化や政策目的を反映して多様である一方で、精製穀物の制限、野

菜・果物の摂取促進、たんぱく質の適切な摂取、添加糖類の削減など、主要な栄養メッセージは

国際的に共通していた。 

本研究により得られた知見は、我が国における食事ガイド作成に向けて、科学的根拠の整理、

食品群分類の検討、ならびに実装を見据えた政策設計に資する基礎資料となることが期待され

る。 

A. 背景と目的

令和 6 年度から開始された健康日本 21（第三

次）においては、栄養・食生活に関する目標が

設定されている ¹。
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令和５年度まで推進された健康日本 21

（第二次）の最終評価では、栄養・食生活に関

する目標は目標値に達していない（改善傾向）、

や悪化しているとの評価であったため 2、健康日

本 21（第三次）において目標指標の改善が推

進する具体的な取組が求められている。また、

厚生労働省では、令和６年 10 月 11 日に最新

のエビデンスに基づいた「日本人の食事摂取基

準（2025 年版）」（以下、「食事摂取基準」とい

う。）策定検討会報告書が公表され 3、令和 6 年 

11 月 22 日に食事による栄養摂取量の基準の

改正が示された。そこで、栄養摂取量の基準を

踏まえ、かつ健康日本 21(第三次)で目指す食

生活に関連する目標の到達に向けて国民の行

動変容促す実装まで見据えた食事ガイドを作成

することが求められる。さらに、食事は、栄養素、

食物及び料理としての体系的な観点から、適切

な食事の支援につなげるため、既存のガイドラ

インと相乗的に活用できるガイドラインの策定が

期待される。 

本研究分担では、「健康日本 21（第三次）」

の目標達成に向けた具体的な方策として、諸外

国の食事ガイドラインの策定に至る科学的知

見、改定の経緯、食品群分類等の動向を調査

し、わが国の食事ガイドの作成を検討するため

の基礎資料を提供することを目的とした。 

B. 方法

 諸外国のダイエタリーガイドライン策定の動向

を把握するため、各国の政府又はそれに準じる

公式ホームページを調査し、策定経緯や理論

に関する情報を収集した。令和６年度はガイドラ

インの全体構造を整理し、令和７年度は食品群

分類および最新動向の分析を行った。 

○ 調査対象国

調査対象国は、主要国として G7 のうちアメリ

カ 4-24、イギリス 25-28、ドイツ 29-35 及びイタリア
36-38、複数国で１つの食事摂取基準を定めて

いる国のうちデンマーク 39-42、日本と近しい食

文化をもつ中国 43-48 及び韓国 49-54、その他特

徴的な食文化をもつオーストラリア 55-59（乳製

品が多い）、再掲：イタリア（地中海食）を対象と

した。 

○ 調査項目

調査項目は、基本的事項（名称、策定機関、

策定年、法的根拠、目的）に加え、食事ガイド

ライン策定に当たっての科学的知見（具体的

なアルゴリズム、基礎データを含む）や食事摂

取基準、他の食生活に関するガイドラインとの

関係性を調査した。また、現行の食事ガイドラ

インは、幾度かの改定を重ねていることを想定

し、可能な限り過去 20 年程度の間における内

容の変遷及び改定の経緯等を調査した。 

 さらに、食事ガイドラインにおける食品群カテ

ゴリーを検討するため、各国の食品分類を調

査した。 

C. 結果

令和６年度に調査した食事ガイドラインの位

置づけのまとめは表１に、内容のまとめは表２

に示した。食事ガイドライン策定の背景を整理

したところ、ほとんどの国で法的根拠又は計画

に基づき策定されており、発行機関は国のほ

か、関係学会であった。科学的根拠としては、

食事摂取基準および文献レビューが基盤とな

り、さらに数理最適化モデルを用いて食品摂

取パターンが設計されていた。栄養素の摂取

基準を示した食事摂取基準を踏まえた食品・

栄養摂取に関する内容だけでなく、食生活や

食文化を踏まえた内容も含まれていた国もあ

った。最近の改定では、多様化する食事パタ

ーンに対応した内容や、環境に配慮した内容

が盛り込まれている傾向にあった。 

また、ガイドラインは視覚化モデルとして提

示され、消費者にとって理解しやすい形で普

及が図られていた。近年では、多様な食事パ

ターンへの対応や環境への配慮が取り入れら

れる傾向がみられた。 
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 令和７年度に追加調査した食事ガイドライン

で扱われていた食品群区分は、表３に示した。

食品群分類は、ほとんどの国で、食事ガイドラ

インは一般的に、精製穀物を制限しながら全

粒穀物や未精製穀物の摂取を推奨し、野菜や

果物の摂取を奨励し、動物性および植物性たん

ぱく質源のバランスの取れた摂取を強調し、添

加糖類の削減を助言し、好ましい脂肪源として

油を制限し、その質を向上させることを奨励し、

十分な水分摂取の重要性を強調していた。 

各国のガイドラインの詳細は次に示す。 

C-1. イギリス

名称 The Eatwell Guide 

Government Dietary Recommendations5 

策定機関 Public Health England 

策定年 2016 年（不定期） 

法的根拠 Public Health England の規定 

目的 バランスの取れた健康的な食事を実現す

るため 

対象 ・体重、食事制限、好み、民族に関わらな

い 2 歳以上の人々

・1 歳から 18 歳までの男性と女性、および

19 歳以上の男性と女性

The Eatwell Guide（策定機関）の主な変遷

は、1994 年に The balance of Good Health（保

健省、農林水産商品省、保健教育局）、2007

年に The Eatwell Plate（Food Standards 

Agency）、2016 年に The Eatwell Guide（Public 

Health England）が刊行されていた。 

食事ガイドラインの科学的根拠は、WHO ガ

イドライン、保健省関係機関報告書（保健省、

Committee on Medical Aspects of Food Policy

（COMA）、Scientific Advisory Committee on 

Nutrition（SACN）、Public Health England

（PHE)）、National Diet and Nutrition Survey

（NDNS)の結果が使用された。また、The 

Eatwell Guide は、各種文献レビュー、栄養調

査、Linear programming （線形計画法）、食事

バランスガイド開発に係る消費者調査、The 

Eatwell Guide の持続性調査の結果を基に策

定された。 

C-2. アメリカ

※2026 年公表の 2025-2030 年版の情報も含む

名称 アメリカ人のための食事ガイドライン

策定機関 ・米国農務省（USDA）

・米国保健福祉省（HHS）

策定年 2025 年（5 年毎の改訂） 

法的根拠 国家栄養モニタリングおよび関連研究法

（7 U.S.C. 5341(a)） 

目的 アメリカ人の健康増進と食事に関連した

慢性疾患のリスク低減

対象 慢性疾患のリスクを持つ人々を含む、出

生から高齢期までの全米人。 

ただし、ガイドラインは政策立案者と栄

養・健康専門家向けに策定されている 

 ガイドラインの主な変遷は、米国農務省

（USDA）及び米国保健福祉省（HHS）により、5

年ごとに刊行されている。また、ビジュアル化さ

れたものは、米国農務省（USDA）により、2005

年にマイピラミッドが公表された後に、2011 年、 

2022 年にマイプレートが公表された。マイプレ 

ートのアイコンは、意図的にシンプルなデザイン

で設計になっており、5 つの食品群すべてから健

康的な食事を摂るよう消費者に呼びかけ、食事

ガイドラインを実践するためのリソースやツールを

案内するためにデザインされた。アイコンは、より

広範なコミュニケーション・イニシアチブの一部で

あり、単独で消費者の行動を変えることを意図し

たものではないことが示されている。2026 年に公

表された食事ガイドラインでは、「フードピラミッド

を本来の目的に取り戻

す」 と宣言し、栄養教育ツールとしてフードピ

ラミッドを再構築したことを強調し、新しいピラミ 

ッドが公表された。 

 科学的根拠は、前版の食事ガイドライン、食事

摂取基準、食事ガイドライン諮問委員会

（DGAC）による科学的報告書が基本となってい

る。米国・カナダが共同で策定する食事摂取基

準と米国政府独自の DGAC の科学的報告書を

基にアメリカ人のための食事ガイドラインが策定

されていた。Food Pattern Modeling は、２歳以

上、
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２歳未満、添加糖類等のプロトコールが公開さ

れていた。 

 食事ガイドラインの活用として、食事等を提

供する施設や場所でより健康的な食品・飲料

を提供するための食品サービスガイドラインが

策定されていた。 

 さらに、2026 年に公表されたアメリカの新し

い食事ガイドラインでは、これまでの政策が高

度加工食品を助長し、慢性疾患の増加を招い

たという問題意識が明確に示されていた。さら

に、制限すべき食品やライフステージ別の重

点が明確化された。 

C-3. オーストラリア

名称 オーストラリア人の食事ガイドライン

策定機関 オーストラリア・国立保健医療研究評議

会（NHMRC）

策定年 2013 年（不定期） 

法的根拠 Food and Nutrition Policy（1992 年） 

目的 ・健康とウェルビーイングを促進する

・食事に関連する疾患のリスクを軽減する

・慢性疾患のリスクを軽減する

対象 一部の健康リスクを持つ人を除くすべて

のオーストラリア国民に適応。ただし、ガ

イドラインは政策立案者と栄養・健康専門

家向けに策定。

主な変遷は下図のとおり。 

 科学的根拠は、食事摂取基準と Food 

Modelling System から摂取推奨食品群と推奨

量が設定されており、食品・栄養素摂取と健康

への影響は文献レビューに基づいていた。食

事ガイドラインは、Food and Nutrition Policy 

(1992)の下で開発・改訂されていた。食事摂取

基準はニュージーランド政府との共同開発で

あった（最新版は 2017 年発表）。各食品群の

摂取量は、食事摂取基準と、食事摂取基準・

国民栄養調査を基に分析された Food 

Modelling System から算出されたデータを根

拠に食事ガイドラインで推奨する摂取量が決

定されていた。Food Modelling System は、食

品選択の柔軟性を高め、個人の嗜好を尊重で

きるように Linear programming を使用したこと

が報告されていた。 現在、次期新ガイドライン

に関して 2013 年版の改訂にむけたレビューが

2020 年より開始され、2024 年から 2026 年にか

けての策定が進行中であることが分かってい

る。 

C-4. 韓国

名称 韓国人のための食事ガイドライン 

策定機関 保健福祉省 

農業食料農村省 

食品医薬品安全省 

策定年 2021 年（5 年毎の改訂） 

法的根拠 国民栄養管理法第 14 条第２項 

目的 国民健康増進と生活の質の向上のため

に疾病別、ライフサイクル別の特性を考

慮した食生活指針を制定し、定期的に改

訂、普及すること。 

対象 全国民 

主な変遷は下図のとおり。 

科学的根拠は、国民健康栄養調査と食事

摂取基準を基本としていた。食事摂取基準は

食事ガイドラインと同じ法的根拠に基づいてい

て、食事ガイドラインの食品・栄養摂取の指針

に関して科学的根拠として位置づいていた。

視覚化モデルである食品バランス車輪は、

2020 年の韓国の食事摂取基準の改訂に伴い

車輪を構成する食品群が 6 つになり、油脂・糖
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類の項目を追加されていた。食事摂取基準を

活用し、➀国家標準食品成分表で食品可食

部 100g あたりの該当栄養素含有量の高い食

品ランキング 30 位を選別して図表化、➁貢献

度の高い商用食品の 1 回分量当たりの栄養素

情報を提供するために、国民健康栄養調査資

料を基に各栄養素の主要な供給源食品を選

定し、各食品を 1 回分量摂取すれば推奨摂取

量基準にどれぐらい到達するかをパーセンテ

ージ（%）に換算し、グラフ化していた。食事ガイ

ドラインの活用は、地方自治体レベルで毎年

策定される地域統合健康増進プロジェクトガイ

ドで推奨されている。 

 

C-5. 中国 

名称 中国人のための食事ガイドライン 

策定機関 中国栄養学会 

中華人民共和国国家衛生健康委員会 

策定年 2022 年（不定期） 

法的根拠 国家栄養計画 2017-2030 

目的 中国国民の健康的な生活をサポートし、

病気を予防する力を強化し、健康な中国

を築くためのもの 

対象 2 歳以上のすべての健康な人々 

主な変遷は、いずれも中国栄養学会から、

2007 年、2016 年、2022 年に中国人のための

食事ガイドラインが発行されていた。 

 科学的根拠は、中国人のための食事ガイドラ

インに関する科学研究報告書を基本としてい

た 37。食事摂取基準は、食事ガイドラインの科

学的根拠として位置づいていた 38。食事ガイド

に従って、さまざまな食品の量と割合を塔状で

表し、食事パターンをグラフィックで視覚化さ

れていた。中国は 1997 年から食事塔を採用し

ており、シンプルな食餐盘もある。国家栄養計

画 2017-2030 では、食事ガイドラインを推進、

適用していた。 

 

C-6. ドイツ 

名称 よく食べてよく飲む－DGE 推奨事項 

策定機関 ドイツの栄養学会（DGE） 

策定年 2024 年（不定期） 

法的根拠 法的根拠なし 

目的 植物性食品の摂取量を増やし、動物性

食品の摂取量を減らした食事の推奨によ

って、健康を促進し、慢性疾患を予防し、

更に地球の資源も節約する。 

対象 18 歳から 65 歳の混合食の健康な成人 

推奨事項の主な変遷は、DGE により DGE10

のルールが発行されており、2017 年に改定さ

れ、2024には「よく食べてよく飲むDGE推奨事

項」が示された。また、2005 年に発行された

DGE 栄養サークルは、2024 年に改められた。 

 科学的根拠は、栄養、健康、環境の側面を

考慮しながら数学的最適化モデルを用いて開

発されたことが報告されている。 

 

食事ガイドラインの科学的根拠の一部として、

食事摂取基準を活用されており、栄養サーク

ルは、数理最適化法モデルにより算出された。

連邦政府は、ドイツ栄養学会（DGE）の食事ガ

イドラインを栄養政策に組み込んでおり、食事

ガイドラインに基づき、食生活改善等を目指し

た政策、食事等を提供する施設の基準、教材

などが作成されている。 

 

C-7. イタリア 

名称 健康的な食事のためのガイドライン 

策定機関 農業研究と農業経済分析委員会 

策定年 2018 年（不定期） 

法的根拠 法律第 258 号/63、法律第 70 号/75、法

律第 454 号/99 

目的 慢性非感染性疾患予防、長寿、健康、消

費者の受容性と持続可能性 

対象 消費者、栄養と医療の従事者、生産者、

ジャーナリスト、科学者 

 主な変遷は、1997 年に旧国立栄養研究所・

保健省、2003 年はイタリア食品栄養研究所・

農林水産省から、2018 年は農業研究と農業経

済分析委員会で策定されていた。 

 科学的根拠は、WHO とイタリア国内調査の

41



データと文献により策定されていた。食事ガイ

ドラインと食事摂取基準は、共にイタリアの食

糧政策の指針（食事ガイドラインは食品と食生

活の奨励事項であり、食事摂取基準は栄養上

の奨励事項である）である。食事ガイドラインは、

政策「肥満および肥満の予防と対処のための

ガイドライン」において、地中海型食事のモデ

ルに基づく食事の質の向上に関する参考文献

である。 

 

C-8. デンマーク 

名称 -公式食事ガイドライン―健康と環境に良

い 

-食事ガイドラインサークル 

策定機関 食品庁 

策定年  2021 年/2022 年（不定期改訂） 

法的根拠 食品法第 4 章第 10 項の可能性 

目的 健康的であると同時に環境にも良い食べ

物や飲み物の摂り方を示し、人々がその

アドバイスに従うことで健康的な体重を維

持し、病気のリスクを減らすこと。 

対象 健康的な 2 歳～65 歳/健康的な 6 歳～65

歳 

ガイドラインの主な変遷は、いずれも食品庁

により、2009 年に８つの食事ガイドライン、2013

年に 10 の食事ガイドライン、2021 年に公式食

事ガイドラインが発行されていた。食事ガイドラ

インサークルは、1980 年代以降 Y プレートモ

デルでしめされていたものが、2022 に食事ガ

イドラインサークルとして示された。 

 科学的根拠は、北欧の栄養素推奨事項（以

下、「NNR」という。）2012、デンマークの食事と

身体活動に関するアドバイスの根拠（2013）、

持続可能な健康的な食事についてのアドバイ

ス―公式食事ガイドラインの補足のための学

術的根拠（2020）である。食事ガイドラインとし

て環境負荷を考慮しデンマークに適応させた

植物性豊かな食生活を定義し、視覚化させた

ものが食事ガイドラインサークルである。

NNR2012 の後、2023 年に NNR 更新版が発

行されており、デンマーク工科大学国立食品

研究所 （以下、国立食品研究所）では、NNR

の最新版によって 2021 年の公式食事ガイドラ

インに若干の調整が生じるかどうかを調査して

いる。  

 

D. 考察 

 本研究により、諸外国の食事ガイドラインは、

科学的根拠、食品設計、実装戦略を統合した

多層的な構造を有することが明らかとなった。 

まず、食事ガイドラインは食事摂取基準を基

盤としつつ、食品ベースの推奨へと翻訳され

ていることが確認された。この翻訳過程におい

て、数理最適化モデルや消費者調査が活用さ

れており、科学的妥当性と実行可能性の両立

が図られている点が特徴的である。 

また、この翻訳過程の中核をなす食品群分

類に着目した。その結果、食品群分類は国ご

とに多様であり、単純な標準化は困難である

一方で、各国の食文化や政策目的を反映した

「最適化された設計」であることが明らかとなっ

た。したがって、日本においても国際的な整合

性のみを重視するのではなく、国民の食習慣

や政策目的に応じた設計が求められる。一方

で、分類の違いにもかかわらず、主要な栄養メ

ッセージは各国で共通していた。このことは、

慢性疾患予防に関する科学的知見が国際的

に収束していることを示しており、日本におい

てもこれらのコアメッセージを明確に打ち出す

ことの重要性を示唆する。 

さらに、近年の動向として、食事ガイドライン

の対象は「栄養素」から「食品」、さらに「食環

境」へと拡張していることが明らかとなった。特

にアメリカの最新ガイドラインは、「加工度の低

い食品」を基盤とした食生活を強調し、従来の

栄養素中心の枠組みから大きく転換していた。

この変化は、慢性疾患の増加という社会的課

題に対応するため、個人の選択だけでなく、食

品供給や環境全体を視野に入れた政策的ア

プローチへの移行を示すものである。また、ラ

イフステージ別の推奨の強化は、食習慣の形

成期への介入の重要性を示しており、特に若

年層へのアプローチの必要性を示唆してい
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る。 

 以上を踏まえると、今後の日本の食事ガイド

作成においては、①食品群分類の再整理、②

加工食品への対応、③ライフステージ別の重

点化、④視覚化および教育ツールの充実、⑤

食環境との統合、といった観点が重要であると

考えられる 

 

E. 結論 

本研究では、令和６年度および令和７年度

の調査を通じて、諸外国の食事ガイドラインの

構造と近年の動向を整理した結果、食事ガイ

ドラインは、科学的根拠に基づく栄養指針を基

盤としながら、食品ベースの実践的な指針とし

て提示され、国民の行動変容を支援する役割

を担っていることが確認された。また、食品群

の構成や表現方法には各国の特性が反映さ

れている一方で、健康的な食事の基本的方向

性には共通性が認められた。さらに、近年のガ

イドラインは、個人の食行動への働きかけに加

え、より実践的な活用に向けた構成へと発展し

ていることが示された。 

以上の知見は、我が国における食事ガイド

の検討において、国際的な動向を踏まえつつ、

日本の実情に即した指針の構築を進める上で

有用な基礎資料となることが期待できる。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

１. 論文発表 

Okada C, Katagiri R. Trends and 

Perspectives in Global Food-Based Dietary 

Guidelines: A Narrative Review. Frontier in 

Public Health, 2026 in press. 

２. 学会発表 

Okada C, Katagiri R. Toward Practical 

Dietary Guidelines in Japan: Insights from 

International Approaches. The 3rd Joint 

Science Meeting with the IEA Western 

Pacific Region, 2026. 

 

H. 知的所有権の出願・登録状況 

１. 特許取得 

  なし 

２. 実用新案登録 

  なし 
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  なし 
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表 1  最新版ガイドラインの内容比較 

 

 

 

表２  最新版ガイドラインの内容比較 
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令和 7年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 総合報告書 

 

包絡分析食事モデルを用いた、日本人の最適な食品摂取パターンの算出と検証 

 

研究分担者 杉本南 1,2 

研究協力者 大久保 公美 3 

研究代表者 片桐 諒子 4 

1東邦大学医学部社会医学講座衛生学分野 

2東京大学大学院医学系研究科社会予防疫学分野 

3東京大学大学院医学系研究科栄養疫学・行動栄養学 

4千葉大学大学院情報学研究院 

 

【研究要旨】 

本研究は、包絡分析法を用いて、日本人の食事において栄養素摂取量の適切性、環境負荷、費

用を同時に考慮した最適な食品摂取パターンを提示し、その食事摂取基準の遵守度を評価する

ことを目的とした。令和 6年度では、成人 400人の食事記録データを用いて包絡分析法により提案

された食品摂取パターンを再分析した。その結果、観察値に比べて、最適化された食品摂取パタ

ーンでは多くの栄養素で食事摂取基準の遵守度が高い一方、食塩や飽和脂肪酸では観察値と

変わらないか、やや遵守度が低いことが示された。令和 7年度では、全国規模の成人約 3000人の

食事記録データを用い、食事の質スコアが最大および食に関連する温室効果ガス排出量が最小

化されるモデルにより、最適化された食品摂取パターンを算出した。その結果、最適化された食品

摂取パターンでは、栄養素の摂取量が推定平均必要量未満の者は、観察値よりも少なくなったも

のの、ナトリウムや食物繊維、飽和脂肪酸では目標量の範囲にない者が依然として多かった。以

上より、包絡分析法を用いた食品摂取パターンの設計では、ナトリウム、食物繊維、飽和脂肪酸の

摂取量を改善するような摂取パターンを見出すことは困難であることが示唆された。 

 

A. 背景と目的 

生活習慣病の予防および健康寿命の延伸

のため、各国では食品レベルでの摂取指針で

ある Food-based dietary guidelines が策定され

ている。一方で、近年は食事が環境に与える

影響への関心が高まり、栄養学的な適切性に

加えて環境負荷や経済性を考慮した「持続可

能な食事」の設計が求められている。 

食品摂取パターンの設計には線形計画法

が用いられてきたが、現実的な食事構成から

乖離するという課題がある。これに対し、包絡

分析法は実際の食事データに基づき、実現可

能性の高い改善パターンを提示できる新たな

手法として提案されている。しかし、この方法

で得られる食事が栄養基準をどの程度満たす

かについては十分に検証されていない。 

本研究では、包絡分析法を用いて、日本人

の実際の食事に基づく改善可能な食品摂取

パターンを提示し、食事摂取基準の遵守度を

評価することを目的とした。 
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B. 方法

令和 6 年度では、成人男女（計約 370名）

の 4 日間食事記録データを用い、包絡分析法

により算出された食品摂取パターンを再分析

した。ここでは、算出された食品摂取パターン

と観察された食品摂取パターンのそれぞれに

ついて、栄養素摂取量を食事摂取基準 2020

年版と比較し、摂取量が推定平均必要量未満

の者、目標量の範囲にない者の割合を算出し

た 1。 

令和 7 年度では、全国 32 都道府県の成人

約 2600名の非連続 8 日間食事記録データを

用いた 2。性別および年齢層（若年・中高年）ご

とに解析し、包絡分析法により効率的食事群

を同定した後、①栄養学的な食事の質スコア

が最大化されるモデル（MaxNRF）、②食に関

連する温室効果ガス排出量が最小化されるモ

デル（MinGHGE）、③両者を統合したモデル

（OPT2G）により最適な食品摂取パターンを算

出した。各モデルではエネルギー摂取量が観

察値から一定であること、金銭的コストが観察

値の 105％以内であること等を制約条件とした。

その後、観察された食品摂取パターンと最適

化された食品摂取パターンについて、食品群

摂取量、栄養素摂取量、Nutrient Rich Food 

Index (NRF) 9.3 スコア、GHGE、金銭的コスト

を比較するとともに、食事摂取基準 2025年版

に基づき、摂取量が推定平均必要量未満の

者および目標量の範囲にない者の割合を算

出した。 

C. 結果

令和 6 年度では、包絡分析法により提案さ

れた食品摂取パターンは、観察された食事と

比べて、食塩、総脂質、飽和脂肪酸を除く多く

の栄養素で、推定平均必要量未満の者の割

合が観察値より少なく、目標量を逸脱した者も

少ない傾向が見られた 1。ただし、栄養素によ

って改善の程度は異なり、飽和脂肪酸では逆

に目標量の逸脱者が多かった。また、ナトリウ

ムは目標量超の者の割合が、観察値と最適化

後でほぼ同じであった。 

令和 7 年度では、すべてのモデルにおいて、

最適化後の食品摂取パターンでは、全粒穀類、

野菜類、豆類、乳製品、果物の摂取量が観察

値より多く、牛肉・豚肉および加工肉、アルコ

ール飲料類、加糖飲料類の摂取量が少なか

った 2。これに伴い、NRF9.3 スコアはすべての

性年齢群で最適化後の食品摂取パターンの

ほうが高く、栄養素摂取量が推定平均必要量

未満の者の割合は全体として少なくなった。 

一方で、ナトリウムが目標量超の割合は最適

化された食品摂取パターンでも依然として高く

（約 85～90％）、食物繊維が目標量未満の者

や、女性では飽和脂肪酸が目標量超の割合も

高かった。また、MinGHGE モデルでは、若年

男性において、ビタミン A、C、リボフラビンなど

一部栄養素が推定平均必要量未満の者の割

合が増加した。 

D. 考察

包絡分析法は、実際の食事に基づいた現

実的な改善パターンを提示でき、多くの栄養

素で食事摂取基準の遵守が観察値よりも良好

になるなど、有用な手法であることが示された。

一方で、観察された食事の摂取量の分布やモ

デルの制約に依存するため、食塩や飽和脂肪

酸などの改善が難しい栄養素が存在した。 

また、環境負荷の低減を優先した場合には

ビタミンの摂取量が低下する可能性があり、栄

養と環境の二者間にはトレードオフが存在する
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ことも明らかとなった。 

 

E. 結論 

 包絡分析法により、日本人の食事において

実現可能性の高い改善食事パターンを提示

でき、多くの栄養素で食事摂取基準の遵守は

向上した。しかし、食塩、飽和脂肪酸、食物繊

維などの課題は依然として残存し、環境負荷

低減とのトレードオフも確認された。今後は、

複数の目標を統合的に満たす食事設計手法

の開発が求められる。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

１. 論文発表 

  なし 

２. 学会発表 

 杉本南、大久保公美、Sander Biesbroek , 

Elisabeth HM Temme、片桐諒子、 包絡

分析食事モデルを用いた、日本人若年層

および高齢層の最適な食事パターンの

算出、第 96回日本衛生学会、2026年 3月

19～21 日（ポスター発表） 

 

H. 知的所有権の出願・登録状況 

１. 特許取得 

  なし 

２. 実用新案登録 

  なし 

３. その他 

  なし 

 

 

I. 参考文献 

1)  杉本南、片桐諒子．包絡分析法を用いて

提案された食品摂取パターンにおける食事

摂取基準の遵守．令和 6年度厚生労働科学

研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活

習慣病対策総合研究事業）分担報告書．2024 

2) 杉本南、大久保公美、片桐諒子．包絡分

析食事モデルを用いた、日本人若年層および

中高層の最適な食事パターンの算出． 

令和 7 年度厚生労働科学研究費補助金（循

環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研

究事業）分担報告書．2025． 
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令和 7年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 総合報告書 

 

包絡分析食事モデルを用いた、日本人の最適な食品摂取パターンの算出と検証 

 

研究分担者 杉本南 1,2 

研究協力者 大久保 公美 3 

研究代表者 片桐 諒子 4 

1東邦大学医学部社会医学講座衛生学分野 

2東京大学大学院医学系研究科社会予防疫学分野 

3東京大学大学院医学系研究科栄養疫学・行動栄養学 

4千葉大学大学院情報学研究院 

 

【研究要旨】 

本研究は、包絡分析法を用いて、日本人の食事において栄養素摂取量の適切性、環境負荷、費

用を同時に考慮した最適な食品摂取パターンを提示し、その食事摂取基準の遵守度を評価する

ことを目的とした。令和 6年度では、成人 400人の食事記録データを用いて包絡分析法により提案

された食品摂取パターンを再分析した。その結果、観察値に比べて、最適化された食品摂取パタ

ーンでは多くの栄養素で食事摂取基準の遵守度が高い一方、食塩や飽和脂肪酸では観察値と

変わらないか、やや遵守度が低いことが示された。令和 7年度では、全国規模の成人約 3000人の

食事記録データを用い、食事の質スコアが最大および食に関連する温室効果ガス排出量が最小

化されるモデルにより、最適化された食品摂取パターンを算出した。その結果、最適化された食品

摂取パターンでは、栄養素の摂取量が推定平均必要量未満の者は、観察値よりも少なくなったも

のの、ナトリウムや食物繊維、飽和脂肪酸では目標量の範囲にない者が依然として多かった。以

上より、包絡分析法を用いた食品摂取パターンの設計では、ナトリウム、食物繊維、飽和脂肪酸の

摂取量を改善するような摂取パターンを見出すことは困難であることが示唆された。 

 

A. 背景と目的 

生活習慣病の予防および健康寿命の延伸

のため、各国では食品レベルでの摂取指針で

ある Food-based dietary guidelines が策定され

ている。一方で、近年は食事が環境に与える

影響への関心が高まり、栄養学的な適切性に

加えて環境負荷や経済性を考慮した「持続可

能な食事」の設計が求められている。 

食品摂取パターンの設計には線形計画法

が用いられてきたが、現実的な食事構成から

乖離するという課題がある。これに対し、包絡

分析法は実際の食事データに基づき、実現可

能性の高い改善パターンを提示できる新たな

手法として提案されている。しかし、この方法

で得られる食事が栄養基準をどの程度満たす

かについては十分に検証されていない。 

本研究では、包絡分析法を用いて、日本人

の実際の食事に基づく改善可能な食品摂取

パターンを提示し、食事摂取基準の遵守度を

評価することを目的とした。 
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B. 方法 

令和 6 年度では、成人男女（計約 370名）

の 4 日間食事記録データを用い、包絡分析法

により算出された食品摂取パターンを再分析

した。ここでは、算出された食品摂取パターン

と観察された食品摂取パターンのそれぞれに

ついて、栄養素摂取量を食事摂取基準 2020

年版と比較し、摂取量が推定平均必要量未満

の者、目標量の範囲にない者の割合を算出し

た 1。 

令和 7 年度では、全国 32 都道府県の成人

約 2600名の非連続 8 日間食事記録データを

用いた 2。性別および年齢層（若年・中高年）ご

とに解析し、包絡分析法により効率的食事群

を同定した後、①栄養学的な食事の質スコア

が最大化されるモデル（MaxNRF）、②食に関

連する温室効果ガス排出量が最小化されるモ

デル（MinGHGE）、③両者を統合したモデル

（OPT2G）により最適な食品摂取パターンを算

出した。各モデルではエネルギー摂取量が観

察値から一定であること、金銭的コストが観察

値の 105％以内であること等を制約条件とした。

その後、観察された食品摂取パターンと最適

化された食品摂取パターンについて、食品群

摂取量、栄養素摂取量、Nutrient Rich Food 

Index (NRF) 9.3 スコア、GHGE、金銭的コスト

を比較するとともに、食事摂取基準 2025年版

に基づき、摂取量が推定平均必要量未満の

者および目標量の範囲にない者の割合を算

出した。 

 

C. 結果 

令和 6 年度では、包絡分析法により提案さ

れた食品摂取パターンは、観察された食事と

比べて、食塩、総脂質、飽和脂肪酸を除く多く

の栄養素で、推定平均必要量未満の者の割

合が観察値より少なく、目標量を逸脱した者も

少ない傾向が見られた 1。ただし、栄養素によ

って改善の程度は異なり、飽和脂肪酸では逆

に目標量の逸脱者が多かった。また、ナトリウ

ムは目標量超の者の割合が、観察値と最適化

後でほぼ同じであった。 

令和 7 年度では、すべてのモデルにおいて、

最適化後の食品摂取パターンでは、全粒穀類、

野菜類、豆類、乳製品、果物の摂取量が観察

値より多く、牛肉・豚肉および加工肉、アルコ

ール飲料類、加糖飲料類の摂取量が少なか

った 2。これに伴い、NRF9.3 スコアはすべての

性年齢群で最適化後の食品摂取パターンの

ほうが高く、栄養素摂取量が推定平均必要量

未満の者の割合は全体として少なくなった。 

一方で、ナトリウムが目標量超の割合は最適

化された食品摂取パターンでも依然として高く

（約 85～90％）、食物繊維が目標量未満の者

や、女性では飽和脂肪酸が目標量超の割合も

高かった。また、MinGHGE モデルでは、若年

男性において、ビタミン A、C、リボフラビンなど

一部栄養素が推定平均必要量未満の者の割

合が増加した。 

 

D. 考察 

包絡分析法は、実際の食事に基づいた現

実的な改善パターンを提示でき、多くの栄養

素で食事摂取基準の遵守が観察値よりも良好

になるなど、有用な手法であることが示された。

一方で、観察された食事の摂取量の分布やモ

デルの制約に依存するため、食塩や飽和脂肪

酸などの改善が難しい栄養素が存在した。 

また、環境負荷の低減を優先した場合には

ビタミンの摂取量が低下する可能性があり、栄

養と環境の二者間にはトレードオフが存在する
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ことも明らかとなった。 

 

E. 結論 

 包絡分析法により、日本人の食事において

実現可能性の高い改善食事パターンを提示

でき、多くの栄養素で食事摂取基準の遵守は

向上した。しかし、食塩、飽和脂肪酸、食物繊

維などの課題は依然として残存し、環境負荷

低減とのトレードオフも確認された。今後は、

複数の目標を統合的に満たす食事設計手法

の開発が求められる。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

１. 論文発表 

  なし 

２. 学会発表 

 杉本南、大久保公美、Sander Biesbroek , 

Elisabeth HM Temme、片桐諒子、 包絡

分析食事モデルを用いた、日本人若年層

および高齢層の最適な食事パターンの

算出、第 96回日本衛生学会、2026年 3月

19～21 日（ポスター発表） 

 

H. 知的所有権の出願・登録状況 

１. 特許取得 

  なし 

２. 実用新案登録 

  なし 

３. その他 

  なし 

 

 

I. 参考文献 

1)  杉本南、片桐諒子．包絡分析法を用いて

提案された食品摂取パターンにおける食事

摂取基準の遵守．令和 6年度厚生労働科学

研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活

習慣病対策総合研究事業）分担報告書．2024 

2) 杉本南、大久保公美、片桐諒子．包絡分

析食事モデルを用いた、日本人若年層および

中高層の最適な食事パターンの算出． 

令和 7 年度厚生労働科学研究費補助金（循

環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研

究事業）分担報告書．2025． 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

総合研究報告書 

 

子どもの生活および慢性疾患の有無と食事の関連に関する検討 

 

研究協力者 松井 佑樹 1 

研究分担者 朝倉 敬子 1 

研究代表者 片桐 諒子 2 
1東邦大学医学部 
2千葉大学大学院情報学研究院 

 

【研究要旨】 

本稿では、日本人小児（主に小学生・中学生）における「健康的な食事に影響を与える因子」お

よび「慢性疾患の有無と食事との関連」に関する知見を整理した。令和 6 年度には、健康な小児を

対象に、食育、保護者の養育態度、友人関係といった小児に特異的な因子が食品・栄養素摂取

量に及ぼす影響について検討した。令和 7年度には、食物アレルギーおよび肥満を対象に、疾患

の有無と栄養素・食品摂取量、食事の質、成長との関連について文献レビューを行った。 両報告

を通じて、小児の食事は個人の選択のみならず、疾患の有無、家庭環境、学校環境、周囲の大人

や友人の行動に強く影響されることが示された。特に、食物アレルギー児や肥満児では、特定の

栄養素不足や食事パターンの偏りが認められた。 

 

A. 背景と目的 

健康な小児においても、食事内容や食行動

は将来の健康状態を左右する重要な要因で

ある。小児期の食事は、本人の知識や嗜好の

みならず、保護者の養育態度、学校での食育、

友人関係といった社会的・環境的要因の影響

を強く受ける。また、日本の小児では、肥満や

食物アレルギーといった食事と密接に関連す

る健康問題の有病率が比較的高い。本稿では、

①健康な小児における食事に影響を与える小

児特異的因子、②小児における食物アレルギ

ーおよび肥満といった慢性疾患の有無と食事

との関連、の二つの視点から文献レビューを

行い、得られた知見を統合的に整理することを

目的とした。 

 

B. 方法 

医中誌および PubMed を用いて文献検索を

行った。令和 6 年度は、Theoretical Domains 

Framework（TDF）を用いて小児に特異的な因

子を整理し、①食育、②保護者の養育態度、

③友人関係と食品・栄養素摂取量の関連を定

量的に検討した研究を対象とし、知見をまとめ

た。令和 7 年度は、食物アレルギーおよび肥

満の有無と食事の内容の関連を検討した疫学

研究を中心に、小中学生を主な対象とする研

究を抽出し、知見をまとめた。いずれも症例報

告や方法論のみの論文は除外した。 

 

C. 結果 

C-1. 食育の影響 

 食育は、食品・栄養素摂取量への直接的な

影響は限定的であるものの、栄養知識や食意

識の向上には一定の効果があることが示され

ていた。食環境整備や保護者への介入と組み

合わせた場合に、野菜・果物摂取量の増加や

加糖飲料摂取量の減少が報告されていた。 
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C-2. 保護者の養育態度と家庭環境 

 小児の食品・栄養素摂取量は、保護者自身

の食習慣や摂取量と類似することが多く、保護

者からの指示よりも、自然に周囲（保護者など）

のあり方に合わせて行動が変化する可能性が

考えられた。特に母親の影響が大きいとする

報告が多かった。命令的・強制的な指示よりも、

対話を重視し模範を示す養育態度

（authoritative parenting）が、健康的な食事と

関連していた。 

 

C-3. 友人関係の影響 

友人の食行動や食品摂取量は、小児自身

の食行動と類似する傾向があった。特に不健

康な食品摂取において影響が観察されること

が多かったが、家族の影響の方が総じて大き

いとする報告もあった。 

 

C-4. 食物アレルギーと食事・成長 

食物アレルギー、とりわけ牛乳アレルギーを

有する児では、カルシウムおよび脂質摂取量

が少ないことが多くの研究で一貫して報告され

ていた。一方で、ビタミン Dについては摂取量

や血中濃度に明確な差がないとする報告が多

かった。食物アレルギー児では、健常児と比

較して身長や体重が小さい傾向が示されてお

り、除去食による栄養不足や食事量全体の減

少が成長に影響する可能性が示唆された。 

 

C-5. 肥満と食事内容・食事パターン 

肥満児では、特定の単一栄養素よりも、食

品摂取量や食事パターンとの関連を検討した

研究が多かった。共通して示された特徴として、

ビタミン Dの体内充足度が低いこと、野菜・果

物摂取量が少ないこと、加糖飲料や超加工食

品を多く含む現代的な食事パターンを有する

ことが挙げられた。伝統的な食事パターンや

食の多様性が高い食事は、肥満リスクが低い

傾向にあった。 

 

D. 考察 

小児の食事は、疾患の有無といった生物学的

要因と、家庭・学校・友人といった社会環境要

因が複合的に関与して形成される。本レビュ

ーから、健康な小児において、保護者や周囲

の大人・同年代の友人の食行動が、子どもの

食事を規定する要因であることが明らかとなっ

た。小児本人への知識提供のみでは十分でな

く、小児を取り巻く環境全体へのアプローチが

重要であると考えられる。さらに、食物アレルギ

ー児や肥満児では、特定の栄養素不足や食

事パターンの偏りに注意が必要であることが示

された。食物アレルギーのある児に対しては食

事内容および成長の丁寧なフォローアップが

必要であると考えられた。また、肥満児につい

ては、屋外での身体活動を増やすこと、野菜

果物などを多く含む伝統的な食事を摂るように

心がけることが、肥満の改善につながると考え

られた。 

 

E. 結論 

 小児の健康的な食事の実現には、家庭・学

校・地域を含めた包括的な支援が必要である

とともに、疾患特性に応じた栄養管理も検討す

る必要がある。保護者や周囲の大人が健康的

な食行動を実践することが、小児の食事改善

において極めて重要であることが示唆された。

また、食物アレルギー児では成長を含めた継

続的な栄養評価が、肥満児では身体活動と食

事パターンの改善が重要と考えられた。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

１. 論文発表 

  なし 

２. 学会発表 

  なし 
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H. 知的所有権の出願・登録状況 

１. 特許取得 

  なし 

２. 実用新案登録 

  なし 

３. その他 

  なし 

 

I. 参考文献 

令和６，７年度の分担研究報告書を参照。
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令和７年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担報告書 

「日本人の食事摂取基準」を活用した食事のガイドの作成に資する研究 

食事ガイドのためのレビューによる食品および関連因子の同定：高齢者に関する報告 

研究分担者 木下 かほり 1 

研究協力者 古屋 かな恵 1, 2 

研究代表者 片桐 諒子 3 
1 国立研究開発法人国立長寿医療研究センター 
2 鈴鹿医療科学大学保健衛生学部医療栄養学科 
3 千葉大学大学院情報学研究院  

【研究要旨】 

健康日本 21（第二次）最終評価で課題となった高齢者の低栄養に資する食事ガイド作成の

資料とするため、本分担課題では、高齢者の低栄養に影響する因子に関連する食事摂取の特

徴を把握するための文献レビューを行った。 

高齢者は一般的に、身体的、社会的、精神心理的、行動的な制限により食事摂取量が減少

するが、これらの制限に起因する食物および栄養素摂取の特徴は十分に体系化されていない。

しかし、高齢者の栄養ケア戦略の検討には、実践に向けて知識を体系化することが必要である

ため、これらの要因に応じた食物および栄養素摂取の特徴を明らかにすることを目的とした。 

先行研究をもとに高齢者の低栄養に関連する因子（身体的・社会的・精神心理的・行動的要

因）を選定し、65 歳以上の地域在住高齢者を対象に、これらの因子の有無における食事摂取の

特徴を把握することを目的に実施された過去 5 年間の観察研究を質的にレビューした

（PROSPERO: CRD42024582151）。PRISMA ガイドラインを遵守し、検索は MEDLINE、Web of 

Science を使用し、文献スクリーニングは 2 名の研究者が独立して行い、採否の対立時は相談し

て決定した。対象者に 65 歳未満を含む場合でも、65 歳以上で層化した分析結果があればレビ

ューに含めた。 

検索の結果 2,554 件の文献が抽出され、最終的に 29 件が包含基準を満たし、レビューの対

象となった。これら 29 件の文献では、身体的要因（口腔機能と身体活動）、社会的要因（経済状

況、婚姻状況、世帯人員、学歴）、精神心理的要因（抑うつ）、行動的要因（食料安全保障、栄

養知識、調理スキル）が説明変数として扱われていた。質的レビューの結果、口腔機能の低下

は、肉、魚、豆類、野菜、果物の摂取量の減少と関連していた。経済状況の低さと学歴の低さ

は、食生活の質の低さと関連していた。しかし、調理スキルの低さや味覚・嗅覚の低下など、そ

の他の要因を持つ個人の食事摂取量を特徴づけた研究は限られており、さらなる研究の必要

性が示唆された。 
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A. 背景と目的

本分担課題では、健康日本 21（第三次）において目

指す食生活に関連する目標の到達に向けて国民の行

動変容を促す実装までを見据え、第二次最終評価で課

題となった、高齢者の低栄養に資する食事ガイド作成

の資料とするため、高齢者の低栄養に影響する因子を

抽出し、それに関連する食事摂取の特徴を把握するこ

とを目的とした文献レビューを行うこととした。 

B. 方法

高齢者の低栄養に関連する因子について、先行研

究 1, 2)をもとに選定し、これらの因子（身体的要因、社

会・環境的要因、精神・心理的要因、行動的要因）の

有無における食事摂取の特徴を把握するため、65 歳

以上の地域在住高齢者を対象に実施された過去 5 年

間の観察研究を質的にレビューした。文献レビューは

PRISMA ガイドラインに準じて行い、プロトコルは

PROSPERO（No. CRD42024582151）に登録した。文献

検索に用いた式を表１に示す。 

データベースは MEDLINE、Web of Science を使用

した。文献スクリーニングは、一次スクリーニング、二次

スクリーニングともに、2 名の研究者が独立して行い、

採否の判断が分かれた場合は相談して決定した。な

お、対象者に 65 歳未満を含んでいる文献でも、65 歳

以上に層化した分析が行われている場合はレビュー

の対象に含めた。各研究の質評価は、縦断研究は

Newcastle Ottawa Scale を、横断研究は Appraisal for

Cross-Sectional Studies を用いて実施した。

C. 結果

検索の結果、2,354 件の文献が抽出された。そのう

ち 382 件が重複のため除外され、1,972 件が一次スク

リーニングの対象となった。タイトルと要旨の内容から

レビューの目的に合致しない 1,845 件の文献が除外さ

れた。二次スクリーニングを経て最終的に 29 件の文献
3-31) が包含基準を満たし、レビューの対象として含め

られた（図１）。そのうち 25 件が横断研究 3-27）、4 件が

縦断研究であった 38-31）。

表 2 に包含基準を満たした 29 件の文献の概要をま

とめた。検索式には嗅覚・味覚低下も含まれていたが、

これらを説明変数に食事摂取量を比較した文献は抽

出されなかった。認知機能についても目的変数とした

ものが多く、認知機能低下の有無で食事摂取を比較

した文献は抽出されなかった。栄養知識、調理スキル

を扱った文献も非常に限られていた。 

表 3 に縦断研究の質評価の結果を、表 4 に横断研

究の質評価の結果を示した。4 件の縦断研究ではい

ずれもバイアスリスクは低く、研究の質は高いと評価さ

れた。横断研究の質は、25 件のうち 5 件が中度、2 件

が低度であり、28％の文献でバイアスリスクが中～高を

示した。 

D. 考察

身体的要因として主に口腔機能に焦点を当てた

研究が多く抽出され、口腔機能の低下は、歯の本数、

咬合力、口腔立体認知能などで評価され、たんぱく

質の豊富な肉、魚、豆類や、微量栄養素が豊富な野

菜、果物の摂取量の低値と関連していた。以前の介

入研究において、口腔機能が低下した者に対する

食事指導は栄養摂取量を改善することが示されて

おり 32,33）、本レビューの結果からも、口腔機能の低

下で摂取量が減少しやすいこれらの食品の咀嚼に

配慮した調理法などの指導に役立つ可能性が示唆

された。 

経済状況の違いによる食品や栄養素の摂取量の

違いを検討した文献はなく、すべて食事の質との

関連を検討しており、その 75％は、経済状況と食

事の質に正の関連を報告した。一方、25％は関連が

なかったことを方向しており、その理由として、低

い経済状況でも食料が入手しやすい環境では食事

の質に影響がないことが示唆されており 18）、経済

的に恵まれない高齢者でも入手しやすい食品を用

いた食事の質向上のための支援が重要な可能性が

考えられた。 

 婚姻状況や世帯人数（例：独居など）と食事の質

や摂取量との関連は一貫しておらず、性別、調理技

術、栄養知識などの違いに起因する可能性があり
34）、これらの要因を考慮したさらなる研究の必要

性が示唆された。 

 教育歴については、すべての研究が低い教育水

準と食事の質の低さに関連があることを報告した。

しかし、特定の食品群との関連を検討した文献は

乏しく、教育水準が低いと摂取量が影響されやす

い食品の特定にはいたらなかったが、高齢者に対

する栄養教育介入は、野菜、果物、食物繊維の摂取

量を増加させることを示した先行研究があり 35）、

教育水準の低い高齢者への栄養教育の必要性を示

唆している。 

うつ状態は食事の質の低さ、野菜や肉類の摂取

量の減少、乳製品や菓子類の摂取量の増加との関

連が報告されていた。うつ症状は高齢者の食欲低

下を引き起こすことや 36,37)、高齢者は食品選択に

おいて嗜好や感覚的な魅力を優先する傾向がある

ことを示す先行研究があり 38）、うつ治療と並行し

て食欲を刺激する介入や食品選択の教育的支援が

重要な可能性がある。 

フードインセキュリティ（食料の入手しにくさ）、

低い調理スキル、栄養学的知識の乏しさなどは食

事摂取に影響しうる重要な制約要因であるものの、

これらの要因による食事摂取の特徴を検討した研
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究はほとんどなく、栄養学知識や調理スキルを評

価する標準化された指標も存在しなかった。この

分野での研究の必要性が示唆された。 

 

E. 結論 

本研究の知見は、高齢者向けの支援策や教育プロ

グラムの開発に役立つ可能性があるが、同時に、複数

の制限要因に関連する食事摂取特性に関する研究の

大きなギャップも浮き彫りにした。 
 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 
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表 1  文献レビューに用いた検索式（MEDLINE） 

 

  検索式 

対象者 (“aged”[MeSH Terms] OR "older adults" OR "older people" OR "older person" OR 

"elderly" OR "senior") 

暴露変数 (“oral health”[MeSH Terms] OR "oral problem" OR "oral condition" OR "oral frail" OR 

"oral dysfunction" OR "tooth loss"[MeSH Terms] OR “swallowing disorder” OR 

"chewing problem") OR (“loss of taste” OR “taste loss” OR “taste disorder”) OR 

(“loss of smell” OR “smell loss” OR “hyposmia”) OR (“economic status”[MeSH 

Terms] OR “socioeconomic factors”[MeSH Terms]) OR (“access to healthy foods”

[MeSH Terms] OR “food insecurity”[MeSH Terms]) OR (“living alone” OR “home 

environment”[MeSH Terms] OR “eating alone”) OR (”social participation”[MeSH 

Terms] OR “social support”[MeSH Terms] OR “social isolation”[MeSH Terms] OR 

“meals on wheels” OR “home helper”) OR (“depression”[MeSH Terms] OR 

“cognitive function”) OR (“cooking skill” OR “nutrition knowledge” OR “food 

selection” OR “food preferences”[MeSH Terms]) 

結果変数 (”eating”[MeSH Terms] OR “diet”[MeSH Terms] OR "food" OR "nutrients" OR "diet" 

OR "meal" OR "dietary intake" OR "diet quality") 

研究デザイン (“observational stud*”[TIAB] OR “cohort stud*”[TIAB] OR “follow-up stud*”[TIAB] 

OR “epidemiologic stud*”[TIAB] OR “prospective stud*”[TIAB] OR “retrospective 

stud*”[TIAB] OR “longitudinal stud*”[TIAB] OR “cross-sectional stud*”[TIAB]) 

言語 ("English"[Language] OR "Japanese"[Language]) 

検索期間 (2019/06/01:2024/06/01[Date - Publication]) 
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表２ レビューに含まれた文献の概要 

 

Author, year 

of publication 
Exposure 

Outcome 

(foods/nutrients/quality) 

Study 

design 
Country 

Sample size, 

(males %) 

Participant 

age (years) 
Results Covariates 

Physical factors 

Iwasaki et al., 

2024 [18] 

Number of 

functional 

teeth 

DII 
Cross-

sectional 
Japan 2407 (43.7) 45–98 

In participants aged ≥75 years, a higher 

number of functional teeth is associated 

with a lower DII (i.e., diet with greater 

anti-inflammatory potential; β=-0.94, 

95% CI=-0.171, -0.018). 

Age, sex, occupation type, 

smoking status, alcohol 

consumption, exercise 

status, BMI, hypertension, 

diabetes, and number of 

natural teeth. 

Iwasaki et al., 

2024 [18] 
FTUs DII 

Cross-

sectional 
Japan 2407 (43.7) 45–98 

In participants aged ≥75 years, a higher 

number of FTUs is associated with a 

lower DII (i.e., diet with greater anti-

inflammatory potential; β=-0.094, 95% 

CI=-0.17, -0.017). 

Age, sex, occupation type, 

smoking status, alcohol 

consumption, exercise 

status, BMI, hypertension, 

diabetes, and number of 

natural teeth. 

Milledge et al., 

2021 [19] 
FTUs 

Achievement of 

recommended NRV 

values for total energy 

and macronutrients and 

micronutrients (Na; K; I; 

P; Ca; Mg; Zn; Fe; 

dietary folate 

equivalents; thiamin; 

niacin; riboflavin; and 

vitamins A, C, D, and E) 

is assessed. 

Cross-

sectional 
Australia 608 (0) 78–100 

In comparison with the natural FTU 

only group, the replaced FTU only 

group is more likely to have poor 

macronutrient intake (OR: 2.00, 95% 

CI=1.01, 3.94). 

Number of FTUs, age, 

energy intake, BMI, 

comorbidity, and post-

school education. 
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Kusama et al., 

2023 [20] 

Number of 

teeth 

with/witho

ut dental 

prostheses 

Intake of protein (total, 

animal, and plant) 

Cross-

sectional 
Japan 2095 (43.9) ≥65 

There is no significant difference in 

total protein intake between participants 

with ≥20 remaining teeth and those with 

10–19 remaining teeth, regardless of 

whether they have dental prostheses or 

not (p>0.05). Among those with 0–9 

remaining teeth, total protein intake is 

significantly lower in those without a 

dental prosthesis (β=-2.31, 95% CI=-

3.47, -1.14) than in those with a dental 

prosthesis (β=-0.47, 95% CI=-0.96, 

0.01). 

Age, sex, income, education, 

comorbidities (stroke, 

diabetes, cancer), housing 

damage, living arrangement, 

marital status, ADL, 

smoking status, and alcohol 

consumption. 

Kida et al., 

2023 [21] 

Number of 

teeth 

Intakes of protein, fat, 

saturated fatty acid, 

carbohydrates, n-3 fatty 

acids, n-6 fatty acids, 

total dietary fiber, 

potassium, calcium, iron, 

vitamin C, and folic acid 

Cross-

sectional 
Japan 238 (34.5) ≥20 

Saturated fatty acid intake is increased 

in those with fewer teeth (β=-0.148, 

p=0.043). 

Sex, age, and meal sequence 

(eating meals in the order of 

“vegetable dishes,” “meat 

and fish dishes,” and “staple 

foods”). 

Shen et al., 

2023 [22] 

Number of 

teeth 

DDS, intake frequency 

of foods (fresh fruits, 

fresh vegetables, meat, 

fish and aquatic 

products, eggs, legumes, 

preserved vegetables, 

sugar and sweets, tea, 

and garlic) 

Cross-

sectional 
China 54796 (41.2) 87.9±11.5 

Participants with <20 natural teeth have 

lower DDSs than those with ≥20 natural 

teeth (edentulous: β=-0.39, 95% CI=-

0.48, -0.30; 1–9 teeth: β=-0.46, 95% 

CI=-0.55, -0.37; 10–19 teeth: β=-0.36, 

95% CI=-0.46, -0.26). For individual 

food items, edentulous, 1–9 natural 

teeth, and 10–19 natural teeth are 

associated with lower odds of regular 

intakes of fresh fruits, fresh vegetables, 

meat, fish and aquatic products, eggs, 

legumes, preserved vegetables, tea, and 

garlic but higher odds of regular intakes 

of sugar and sweets. 

Cohort, age, sex, ethnicity, 

level of education, type of 

residence, married status, 

income level, smoking 

status, alcohol intake, 

regular exercise, and BMI. 
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Gaewkhiew et 

al., 2021 [23] 
FD 

Twelve-month changes 

in three dietary 

patterns—healthy, meat-

rich, and carbohydrate-

rich—are analyzed based 

on factor loadings of key 

food groups 

Longitudi

nal 
Thailand 651 (27.3) ≥60 

In comparison with those with neither 

FD nor dentures, participants with FD 

(containing ≥10 occlusal contacts) have 

larger increases in healthy (β=0.13; 95% 

CI: -0.13, 0.39) and carbohydrate-rich 

diet intake (β=0.12; 95% CI: -0.17, 

0.40) and larger reductions in meat-rich 

diet intake (β=-0.12; 95% CI=-0.45, 

0.21). However, the differences are not 

significant. 

Baseline age groups, sex, 

residence area, education, 

wealth quartiles, smoking 

status, physical activity, 

hypertension, 

hyperlipidemia, diabetes, 

medications, total energy 

intake, and dietary pattern 

score. 

Gaewkhiew et 

al., 2019 [23] 

FD 

with/witho

ut dentures 

Intakes of energy; 

carbohydrate; fat; 

protein; saturated fat; 

cholesterol; crude fiber; 

dietary fiber; calcium; 

iron; and vitamins A, 

B1, B2, B3, B6, B12, C, 

and E 

Cross-

sectional 
Thailand 788 (30.0) 60–96 

Participants with functional dentition 

have significantly greater intakes of 

dietary fiber (β=2.69, 95% CI=0.02, 

5.37) and vitamin B1 (β=0.66, 95% 

CI=0.03, 1.29) than those with neither 

functional dentition nor dentures. 

Age, sex, residence area, 

education, wealth tertiles, 

physical activity, 

hypertension, 

hyperlipidemia, diabetes, 

and energy intake. 

Lin et al., 2021 

[24] 

Number of 

POSAs 

Intakes of fruits (5 

groups), seafoods and 

meats (4 groups), 

vegetables (5 groups) 

Cross-

sectional 
Taiwan 1100 (28.6) ≥65 

The greater the reduction in POSAs, the 

higher the odds ratio for a reduction in 

the number of “able to eat” fruits (≤3 

groups), seafood and meat (≤2 groups), 

and vegetables (≤4 groups) consumed. 

Sex, age, educational level, 

number of natural teeth, and 

removable denture (full or 

partial). 

Lin et al., 2021 

[24] 

Number of 

natural 

teeth 

Able to eat fruits (5 

foods), seafoods and 

meats (4 foods), 

vegetables (5 foods) 

Cross-

sectional 
Taiwan 1100 (28.6) ≥65 

In comparison with participants with 

≥20 natural teeth, those with <20 natural 

teeth have a lower number of “able to 

eat” vegetables (≤4 groups) consumed 

(OR=2.8, 95% CI=1.44, 5.31). 

Sex, age, educational level, 

POSA (categories by 

Eichner index), removable 

denture (full or partial). 

Lin et al., 2021 

[24] 

Removabl

e denture 

use 

Intakes of fruits (5 

foods), seafoods and 

meats (4 foods), 

vegetables (5 foods) 

Cross-

sectional 
Taiwan 1100 (28.6) ≥65 

Removable denture use is not associated 

with food intake. 

Sex, age, educational level, 

POSA (categories by 

Eichner index), and number 

of natural teeth. 
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Fukutake et 

al., 2019 [25] 

Occlusal 

force 

Intakes of foods (green 

and yellow vegetables, 

other vegetables, fruits, 

fish and shellfish, meats) 

and nutrients (protein; 

carbohydrate; and 

vitamins A, B2, C, α-

tocopherol, dietary fiber, 

folate, n-3 fatty acids, 

and n-6 fatty acids) 

Cross-

sectional 
Japan 124 (48.2) 69–81 

Occlusal force is positively associated 

with intakes of fish and shellfish 

(β=0.188, p=0.026). 

Age, sex, educational level, 

self-assessed financial 

status, and OSA score. 

Fukutake et 

al., 2019 [25] 
OSA 

Intakes of foods (green 

and yellow vegetables, 

other vegetables, fruits, 

fish and shellfish, meats) 

and nutrients (protein; 

carbohydrate; and 

vitamins A, B2, C, α-

tocopherol, dietary fiber, 

folate, n-3 fatty acids, 

and n-6 fatty acids) 

Cross-

sectional 
Japan 124 (48.2) 69–81 

OSA score is positively associated with 

intakes of green and yellow vegetables 

(β=0.160, p=0.031) and α-tocopherol 

(β=0.161, p=0.031). 

Age, sex, educational level, 

and self-assessed financial 

status. 

Karawekpanya

wong et al., 

2023 [26] 

Masticator

y 

performan

ce 

Intakes of energy; 

protein; carbohydrate; 

fat; dietary fiber; 

calcium; and vitamins D, 

A, C, E, B1, B2, B3, B5, 

B6, B12, K, γ-

tocopherol, zinc, folic 

acid, iron, β-carotene, n-

3 fatty acids, and n-6 

fatty acids 

Cross-

sectional 
Japan 84 (46.4) 90 

Participants with masticatory 

performance <173 mg/dL have lower 

intakes of folic acid and vitamin A than 

those with masticatory performance 

≥173 mg/dL (β=1.500, 95% CI=0.329, 

2.670). 

Sex, education, higher-level 

functional capacity, and 

BMI (≤20 kg/m²). 
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Karawekpanya

wong et al., 

2023 [26] 

SSFR 

Intakes of energy; 

protein; carbohydrate; 

fat; dietary fiber; 

calcium; and vitamins D, 

A, C, E, B1, B2, B3, B5, 

B6, B12, K, γ-

tocopherol, zinc, folic 

acid, iron, β-carotene, n-

3 fatty acids, and n-6 

fatty acids 

Cross-

sectional 
Japan 84 (46.4) 90 

SSFR is positively associated with the 

intakes of vitamins A (β=40.451, 95% 

CI=6.891, 74.011), B2 (β=0.025, 95% 

CI=0.004, 0.046), γ-tocopherol 

(β=0.225, 95% CI=0.048, 0.402), and n-

6 fatty acids (β=0.126, 95% CI=0.021, 

0.231) and negatively with the intake of 

carbohydrate (β=-1.140, 95% CI=-

1.875, -0.404). 

Sex, education, higher-level 

functional capacity, and 

BMI (≤20 kg/m²). 

Karawekpanya

wong et al., 

2023 [26] 

Number of 

teeth 

Intakes of energy; 

protein; carbohydrate; 

fat; dietary fiber; 

calcium; and vitamins D, 

A, C, E, B1, B2, B3, B5, 

B6, B12, K, γ-

tocopherol, zinc, folic 

acid, iron, β-carotene, n-

3 fatty acids, n-6 fatty 

acids 

Cross-

sectional 
Japan 84 (46.4) 90 

The number of teeth is positively 

associated with the intakes of calcium 

(β=3.284, 95% CI=0.418, 6.150), folic 

acid (β=2.514, 95% CI=0.909, 4.118), 

β-carotene (β=39.268, 95% CI=6.304, 

72.232), vitamin C (β=0.866, 95% 

CI=0.132, 1.601), and vitamin K 

(β=2.027, 95% CI=0.206, 3.848). 

Sex, education, higher-level 

functional capacity, and 

BMI (≤20 kg/m²). 

Kimble et al., 

2023 [27] 

Dental 

status and 

oral health 

problems 

(combined

) 

EDI or HEI 
Cross-

sectional 

UK and 

USA 

UK, 855 

(100); USA, 

1970 (50) 

UK, 78–98; 

USA, 70–

79 

Combined measure of dental status and 

oral health is not associated with diet 

quality. 

UK cohort: age, social class, 

smoking status, 

moderate/heavy drinking, 

low physical activity, and 

history of cardiovascular 

disease and diabetes. USA 

cohort: age, sex, race, level 

of education, smoking 

status, low physical activity, 

and history of 

cardiovascular disease and 

diabetes. 
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Abe et al., 

2022 [42] 

Social 

participati

on 

(activity) 

DVS 
Longitudi

nal 
Japan 6168 (49.3) 65–84 

Participation in sports groups and hobby 

groups is associated with a lower RR of 

unfavorable eating habits (sports 

groups: RR=0.95, 95% CI=0.90, 1.00; 

hobby groups: RR=0.93, 95% CI=0.90, 

0.97). 

Age, sex, living situation 

(with others or alone), 

marital status, duration of 

residence, and social 

participation (volunteer, 

sports, hobby groups, senior 

citizen club, neighborhood 

association). 

Social factors 

Vaudin et al., 

2021 [28] 

Household 

food 

expenditur

e 

HEI-2010 
Cross-

sectional 
USA 3056 (49.2) ≥60 

Food expenditure (money spent on food 

per household member in last 30 days 

on special diet) is associated with diet 

quality (β=5.4, 95% CI=2.4, 8.5 in 

males; β=3.4, 95% CI=1.1, 5.7 in 

females). 

Age, race/ethnicity, 

education, marital status, 

household size, self-reported 

health, household food 

security, and nutrition 

awareness/use. 

Teixeira et al., 

2019 [29] 

Household 

income 
MDP 

Cross-

sectional 
Portugal 1407 (42.5) ≥65 

Household income is not associated 

with the MDP. 

Sex, age, regional area, 

education, marital status, 

and residence. 

Silva et al., 

2019 [30] 

Per capita 

family 

income in 

minimum 

wages 

Intake of dietary fibers 
Cross-

sectional 
Brazil 1509 (40.5) ≥60 

Higher family income (1–2 and >2 

minimum wages) is associated with 

inadequate dietary fiber consumption 

(1–2: PR=0.95, p=0.017; >2: PR=0.93, 

p=0.002). 

Sex, age, marital status, 

number of chronic diseases, 

physical activity, smoking 

status, desire to change 

weight, and sleep hours/day. 

Kurotani et al., 

2020 [31] 

Household 

income 

Japanese Food Guide 

Spinning Top scores 

Cross-

sectional 
Japan 6000 (46.4) ≥20 

In participants aged ≥60 years, the 

higher the household income, the higher 

the diet quality score (low income: 47.0, 

95% CI=45.9, 48.0; middle income: 

48.8, 95% CI=48.2, 49.4; high income: 

49.3, 95% CI=48.1, 50.4, p=0.004 for 

trend in males; low income: 50.6, 95% 

CI=49.7, 51.6; middle income: 51.7, 

95% CI=51.1, 52.3; high income: 51.2, 

95% CI=50.0, 52.3, p=0.020 for trend in 

females). 

Residential block, 

population size, household 

size, children under 15 

years, occupation, BMI, 

smoking, and physical 

activity. 

66



Yu et al., 2022 

[44] 

Family 

income 
DDS 

Longitudi

nal 
China 13728 (48.3) 65-105 

Family income is positively associated 

with DDS (β=0.2917, p<0.001 in urban 

area; β=0.2421, p<0.001 in rural area). 

Education 

(literacy/illiteracy), 

perceived income, residence, 

age, cohort, sex, marital 

status, former occupation, 

multimorbidity, and self-

reported health. 

Segura-Badilla 

et al., 2021 

[32] 

Socioecon

omic status 
HEI-2010 

Cross-

sectional 
Chile 364 (18.4) ≥60 

Socioeconomic status is not associated 

with decreased quality of diet. 

Sex, age, BMI, waist 

circumference, 

cardiovascular risk, food 

safety scale, obesity (BMI 

≥30), food insecurity, sleep 

hours, and physical activity. 

Chalermsri et 

al., 2022 [33] 

Economic 

status 
DDS 

Cross-

sectional 
Thailand 7300 (44.1) ≥60 

Economic status is associated with DDS 

(reference group, poorest; poor: β=0.97, 

95% CI=0.70, 1.24; average: β=0.30, 

95% CI=0.06, 0.54; rich: β=0.56, 95% 

CI=0.32, 0.80; richest: β=0.81, 95% 

CI=0.55, 1.06). 

Age, sex, educational level, 

living alone, and residential 

area. 

Yu et al., 2022 

[44] 

Perceived 

income 

status 

DDS 
Longitudi

nal 
China 13728 (48.3) 65–105 

Perceived income status is positively 

associated with DDS (β=0.2638, 

p<0.001 in urban area; β=0.4063, 

p<0.001 in rural area). 

Education 

(literacy/illiteracy), family 

income, residence, age, 

cohort, sex, marital status, 

former occupation, 

multimorbidity, and self-

reported health. 

Nishinakagaw

a et al., 2023 

[34] 

SFS 
Balanced meal 

consumption 

Cross-

sectional 
Japan 8468 (43.3) 40–97 

In older adults, poor SFS is positively 

associated with balanced meal 

consumption (PR=1.24, 95% CI=1.09, 

1.43). 

Sex, age, living 

arrangement, educational 

attainment, marital status, 

current work status, number 

of comorbidities, 6-item 

KPDS, and IADL. 
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Nishinakagaw

a et al., 2023 

[34] 

SFS × 

education 

(interactio

n) 

Balanced meal 

consumption 

Cross-

sectional 
Japan 8468 (43.3) 40–97 

In older adults, there is an interactive 

effect of education and SFS on a low 

frequency of balanced meal 

consumption (p<0.001). 

Sex, age, living 

arrangement, educational 

attainment, SFS, marital 

status, current work status, 

number of comorbidities, 6-

item KPDS, and IADL. 

Vaudin et al., 

2021 [28] 

Marital 

status 
HEI-2010 

Cross-

sectional 
USA 3056 (49.2) ≥60 

Marital status is not associated with diet 

quality. 

Age, race/ethnicity, 

education, household size, 

self-reported health, food 

expenditure, nutrition 

awareness/use, and food 

security. 

Teixeira et al., 

2019 [29] 

Marital 

status 
MDP 

Cross-

sectional 
Portugal 1407 (42.5) ≥65 

Marital status (married or common-law 

marriage) is related with increased odds 

of adherence to the MDP (OR=1.54, 

95% CI=1.20, 1.97). 

Sex, age, regional area, 

education, household 

income, and residence. 

Silva et al., 

2019 [30] 

Marital 

status 
Intake of dietary fibers 

Cross-

sectional 
Brazil 1509 (40.5) ≥60 

Marital status (with partner) is 

associated with inadequate dietary fiber 

consumption (PR=1.07, p=0.002). 

Sex, age, income, number of 

chronic diseases, physical 

activity, smoking, desire to 

change weight, and sleep 

hours/day. 

Evedove et al., 

2020 [35] 

Marital 

status 

Irregular consumption of 

fruits and/or vegetables 

and legumes (i.e., ≤4 

days/week) 

Cross-

sectional 
Brazil 11185 (100) ≥60 

There is no association between marital 

status and irregular consumption of 

fruits and/or vegetables. 

Educational level, age 

group, and race/skin color. 

Son et al., 

2019 [36] 

Living 

alone and 

eating 

alone 

(combined

) 

Intakes of energy and 

nutrients (carbohydrate, 

protein, lipids) 

Cross-

sectional 

South 

Korea 

16015 (not 

stated 
≥19 

Among older adults, none of the dietary 

factors differ significantly by living 

arrangements and eating behavior. 

Age, sex, income, education, 

smoking, alcohol 

consumption, and physical 

activity. 
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Laursen et al., 

2019 [42] 

Household 

compositio

n 

Intakes of fish, red meat, 

and fruits/vegetables 

Cross-

sectional 
Denmark 85456 (45.2) ≥25 

Older males living with others have 

significantly higher intakes of fish, red 

meat, and fruits/vegetables than 

participants living alone. Older females 

living with others have significantly 

higher intakes of fish and red meat than 

participants living alone. 

Educational level and age. 

Chalermsri et 

al., 2022 [33] 

Household 

compositio

n 

DDS 
Cross-

sectional 
Thailand 7300 (44.1) ≥60 

Living alone is negatively associated 

with DDS (β=-0.27, 95% CI=-0.53, 

0.00, p=0.049). 

Age, sex, educational level, 

wealth index, and residential 

area. 

Vaudin et al., 

2021 [28] 

Educationa

l level 
HEI-2010 

Cross-

sectional 
USA 3056 (49.2) ≥60 

Education status (some 

college/college+) is associated with diet 

quality in males (β=5.3, 95% CI=3.0, 

7.6) and females (β=2.1, 95% CI=0.2, 

4.0). 

Age, race/ethnicity, marital 

status, household size, self-

reported health, food 

expenditure, nutrition 

awareness/use, and food 

security. 

Teixeira et al., 

2019 [29] 

Educationa

l level 
MDP 

Cross-

sectional 
Portugal 1407 (42.5) ≥65 

Higher educational level (≥5 years) is 

associated with increased odds of 

adherence to the MDP (OR=2.38, 95% 

CI=1.54, 3.69). 

Sex, age, regional area, 

marital status, household 

income, and residence. 
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Hashimoto et 

al., 2021 [37] 

Educationa

l level

Japanese Food Guide 

Spinning Top scores 

Cross-

sectional 
Japan 5976 (0) 34–94 

The mean diet quality score is higher in 

participants with high or middle 

education than in those with low 

education (low education: mean=49.8, 

95% CI=49.3, 50.3; middle education: 

mean=50.8, 95% CI=50.3, 51.3; high 

education: mean=52.2, 95% CI=51.1, 

53.2). In comparison with those with 

low education, participants with high 

and middle education had better scores 

of “sodium from seasonings” (low 

education: mean=5.8, 95% CI=5.7, 6.0; 

middle education: mean=6.1, 95% 

CI=6.0, 6.3; high education: mean=7.0, 

95% CI=6.7, 7.4) and “fruits” (low 

education: mean=5.0, 95% CI=4.8, 5.2; 

middle education: mean=5.4, 95% 

CI=5.2, 5.6; high education: mean=6.0, 

95% CI=5.6, 6.4). 

Age, BMI, living status, 

marital status, smoking, 

physical activity, 

prescription medication, diet 

cost, urban-rural 

classification, primary sector 

employment %, areal 

deprivation index, number 

of food retailers, and region. 

Chalermsri et 

al., 2022 [33] 

Educationa

l level
DDS 

Cross-

sectional 
Thailand 7300 (44.1) ≥60 

Educational level is positively 

associated with DDS (primary 

education: β=0.76, 95% CI=0.52, 1.03; 

secondary or higher education: β=1.37, 

95% CI 1.04, 1.70). 

Age, sex, living alone or not, 

wealth index, and residential 

area. 

Nishinakagaw

a et al., 2023 

[34] 

Educationa

l level

Balanced meal 

consumption 

Cross-

sectional 
Japan 8468 (43.3) 40–97 

In older adults, lower educational 

attainment is positively associated with 

a low frequency of balanced meal 

consumption (PR=1.14, 95% CI=1.00, 

1.30). 

Sex, age, living 

arrangement, subjective 

financial status, marital 

status, current work status, 

number of comorbidities, 6-

item KPDS, and IADL. 

Yu et al., 2022 

[44] 
Literacy DDS 

Longitudi

nal 
China 13728 (48.3) 65–105 

Literacy (vs. illiteracy) is positively 

associated with DDS (β=0.1645, 

p=0.0003 in urban area; β=0.0932, 

p=0.0080 in rural area). 

Family income, perceived 

income, residence, age, 

cohort, sex, marital status, 

former occupation, 

multimorbidity, and self-

reported health. 

Psychological factors 
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Elstgeest et al., 

2019A [38] 

Depressive 

symptoms 

(current, 

chronic, 

and 

history) 

MDS, AHEI-2010, and 

DASH 

Cross-

sectional 

Netherland

s 
1312 (48.1) 

Median 

65.1 

In males, current depressive symptoms 

(CES-D≥16) are associated with lower 

MDS (β=-1.21, 95% CI=-2.41, -0.02) 

and AHEI (β=-2.72, 95% CI=-5.24, -

0.20) scores. Chronic depressive 

symptoms (CES-D ≥16 in 2011–2013 

and 2015/2016 versions) are associated 

with lower MDS scores (β=-2.22, 95% 

CI=-3.40, -1.04) and a trend for lower 

AHEI scores (β=-2.37, 95% CI=-4.92, 

0.18). In males, history of depressive 

symptoms (ever CES-D ≥16 from 2001–

2003 to 2011–2013) is associated with 

lower MDS (β=-1.87, 95% CI=-3.47, -

0.27) and AHEI (β=-4.33, 95% CI=-

7.54, -1.13) scores. 

Age, cohort, educational 

level, marital status, 

physical activity, smoking, 

and number of chronic 

diseases. 

Elstgeest et al., 

2019B [45] 

Depressive 

symptoms 

Intake of foods 

(vegetables, nuts and 

legumes, potatoes, dairy 

products, fish and 

shellfish, sweet foods, 

coffee and tea, 

wholegrain bread, 

savory snacks, and 

sugar-sweetened 

beverages and fruits 

juices) 

Longitudi

nal 
Italy 1058 (45.3) 20–102 

Higher CES-D scores are associated 

with decreases in intakes of vegetables 

(% of change in the follow-up=0.995, 

95% CI=0.990, 0.999) and red and 

processed meat (β=-0.006, 95% CI=-

0.010, -0.001), increases in dairy 

product intake (% of change in the 

follow-up=1.008, 95% CI=1.004, 

1.013), and increased odds of eating 

savory snacks (OR: 1.012, 95% 

CI=1.000, 1.024). 

Baseline food group intake, 

age, sex, marital status, 

educational level, physical 

activity, smoking, IADL 

disabilities, alcohol intake, 

and number of chronic 

diseases.  

Behavioral factors 

Pourebrahim 

et al., 2024 

[39] 

Food 

security 

status 

DDS 
Cross-

sectional 
Iran 583 (47.9) 60–80 

There is no association between food 

insecurity and DDS. 

Age, sex, household income 

per month, educational 

level, employment status, 

living arrangement, and 

residential area. 
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Segura-Badilla 

et al., 2021 

[32] 

Food 

security 

status 

HEI-2010 
Cross-

sectional 
Chile 364 (18.4) ≥60 

Food insecurity is not associated with 

decreased quality of diet. 

Sex, age, BMI, waist 

circumference, 

cardiovascular risk, food 

safety scale, socioeconomic 

status (vulnerable/poor), 

obesity (BMI ≥30), sleep 

hours, and physical activity. 

Odunitan-

Wayas et al., 

2021 [40] 

Food 

security 

status 

Intakes of energy, 

nutrients (protein, total 

fat, total carbohydrate), 

and foods (fruits, 

vegetables, cooked 

porridge, starchy grains, 

legumes, nuts and seeds, 

milk and dairy products, 

animal protein foods, 

sugar and sugary foods, 

fats and oils, savory 

snacks, dished and 

sauces, alcohol) 

Cross-

sectional 

South 

Africa 
122 (0) 60–85 

For nutrient intake (% of total energy 

from macronutrients), participants with 

food security have higher fat intake and 

lower carbohydrate intake than those 

with food insecurity (fat intake: 23.5% 

energy vs. 19.0% energy, p=0.003; 

carbohydrate intake: 63.2% energy vs. 

67.8% energy, p=0.013). For food 

intake (% of total energy from foods), 

participants with food security have 

lower legume intake (1.4 vs. 2.1, 

p=0.049) and higher fat and oil intake 

(4.3 vs. 2.3, p=0.023) than those with 

food insecurity. 

None. 

Vaudin et al., 

2021 [28] 

Food 

security 

status 

HEI-2010 
Cross-

sectional 
USA 3056 (49.2) ≥60 

Household food security (full food 

security) is associated with diet quality 

in females (β=4.0, 95% CI=1.4, 6.6). 

Age, race/ethnicity, 

education, marital status, 

household size, self-reported 

health, food expenditure, 

and nutrition awareness/use. 

Vaudin et al., 

2021 [28] 

Nutrition 

awareness 

and 

informatio

n use 

HEI-2010 
Cross-

sectional 
USA 3056 (49.2) ≥60 

Nutrition awareness and nutrition 

information use are associated with diet 

quality in males (β=6.0, 95% CI=0.7, 

11.4) and females (β=4.2, 95% CI=1.6, 

6.8). 

Age, race/ethnicity, 

education, marital status, 

household size, self-reported 

health, food expenditure, 

and nutrition awareness/use. 

Tani et al., 

2020 [41] 

Cooking 

skill 

Frequency of vegetable 

and fruit intakes 

Cross-

sectional 
Japan 19378 (47.2) ≥65 

In females, participants with moderate 

to low level of cooking skills have lower 

frequency of vegetable and fruit intake 

Age, education, annual 

normalized household 

income, marital status, and 
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than those with high level of cooking 

skills (PR=1.61, 95% CI=1.36, 1.91). 

medical treatment (cancer, 

heart disease, stroke, 

diabetes, hypertension, and 

hyperlipidemia). 
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表 3 レビューされた縦断研究の Newcastle-Ottawa Scale による質評価の結果 

 

Authors, year of publication Selection  Comparability  Outcome   

 1 2 3 4   5   6 7 8 Total score Study quality 

Abe et al., 2022 [43] * *  *  **   * * 7 High 

Gaewkhiew et al., 2021 [44] * * * *  **   * * 8 High 

Yu et al., 2022 [45] * * * *  **   * * 8 High 

Elstgeest et al., 2019 [46] * * * *   **    * * 8 High 

1) Representativeness of the exposed cohort 

2) Selection of the non-exposed cohort 

3) Ascertainment of exposure 

4) Demonstration that the outcome of interest was not present at the start of the study 

5) Comparability of cohorts on the basis of the design or analysis controls for confounders 

6) Assessment of outcome 

7) Was the follow-up long enough for outcomes to occur 

8) Adequacy of follow-up of cohorts 
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表 4 レビューされた横断研究の Appraisal tool for Cross-Sectional Studies による質評価の結果 

 
 Introduction  Methods  Results  Discussion  Other   

Authors, year of publication 1  2 3 4 5 6 7 8 9 10 11  12 13 14 15 16  17 18  19 20 Total score Study quality 

Iwasaki et al., 2024 [18] Y  Y N Y Y Y P Y Y Y Y  Y N N Y Y  Y Y  Y Y 16 H 

Milledge et al., 2021 [19] Y  Y N Y Y N P Y Y Y Y  Y Y P Y Y  Y Y  Y Y 16 H 

Kusama et al., 2023 [20] Y  Y N Y P N N Y Y Y Y  Y Y N Y Y  Y Y  Y Y 15 M 

Kida et al., 2023 [21] Y  Y N Y N N N Y Y Y Y  Y Y N Y Y  Y Y  Y Y 15 M 

Shen et al., 2023 [22] Y  Y Y Y Y Y N Y Y Y Y  Y N N Y Y  Y Y  Y Y 17 H 

Gaewkhiew et al., 2019 [23] Y  Y Y Y P ? N Y Y Y Y  Y N P Y Y  Y Y  Y Y 15 M 

Lin et al., 2021 [24] Y  Y Y Y P Y Y Y Y Y Y  Y N N Y Y  Y Y  Y Y 17 H 

Fukutake et al., 2019 [25] Y  Y Y Y P N N Y Y Y Y  Y N N Y Y  Y Y  Y Y 15 M 

Karawekpanyawong et al., 2023 [26] Y  Y N Y N N Y Y Y Y Y  Y Y P Y Y  Y Y  Y Y 16 H 

Kimble et al., 2023 [27] Y  Y N Y P Y N Y Y Y Y  Y Y N Y Y  Y Y  Y Y 16 H 

Vaudin et al., 2021 [28] Y  Y N Y Y Y P Y Y Y Y  Y Y N Y Y  Y Y  Y Y 17 H 

Teixeira et al., 2019 [29] Y  Y Y Y Y N Y Y Y Y Y  Y N Y Y Y  Y Y  Y Y 18 H 

Silva et al., 2019 [30] Y  Y N Y Y Y Y Y Y Y Y  Y N N Y Y  Y Y  Y Y 17 H 

Kurotani et al., 2020 [31] Y  Y N Y Y Y P Y Y Y Y  Y Y N Y Y  Y Y  Y Y 17 H 

Segura-Badilla et al., 2021 [32] Y  Y Y Y Y N N Y Y Y Y  Y ? N Y Y  Y Y  Y Y 16 H 

Chalermsri et al., 2022 [33] Y  Y N Y Y Y Y Y Y Y Y  Y Y Y Y Y  Y Y  Y Y 19 H 

Nishinakagawa et al., 2023 [34] Y  Y N Y Y Y N Y Y Y Y  Y N Y Y Y  Y Y  Y Y 17 H 

Evedove et al., 2020 [35] Y  Y N Y Y Y P Y Y Y Y  Y Y N Y Y  Y Y  Y Y 17 H 

Son et al., 2019 [36] Y  Y N Y Y Y P Y Y Y Y  Y Y N Y Y  Y Y  Y Y 17 H 

Hashimoto et al., 2021 [37] Y  Y N Y N N N Y Y Y Y  Y Y N Y Y  Y Y  Y Y 15 M 

Elstgeest et al., 2019 [38] Y  Y N Y P P N Y Y Y Y  Y P N Y Y  Y Y  Y Y 14 L 

Pourebrahim et al., 2024 [39] Y  Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y  Y N N Y Y  Y Y  Y Y 18 H 

Odunitan-Wayas et al., 2021 [40] Y  Y N Y N N N Y Y Y Y  Y ? N Y Y  Y Y  Y Y 14 L 

Tani et al., 2020 [41] Y  Y N Y Y Y N Y Y Y Y  Y Y N Y Y  Y Y  Y Y 17 H 

Laursen et al., 2019 [42] Y  Y Y Y Y P P Y Y Y Y  Y P N Y Y  Y Y  Y Y 16 H 

Key symbols: Y=Yes, N=No, P=Partially, ?=No information available to make a decision, H=high, M=moderate, L=low. 

1) Were the aims/objectives of the study clear? 

2) Was the study design appropriate for the stated aim(s)? 
3) Was the sample size justified? 

4) Was the target/reference population clearly defined? (Is it clear who the research was about?) 

5) Was the sample frame taken from an appropriate population base so that it closely represented the target/reference population under investigation? 
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6) Was the selection process likely to select subjects/participants that were representative of the target/reference population under investigation? 

7) Were measures undertaken to address and categorize non-responders? 

8) Were the risk factor and outcome variables measured appropriately to the aims of the study? 

9) Were the risk factor and outcome variables measured correctly using instruments/measurements that had been trialed, piloted, or published previously? 

10) Is it clear what was used to determine statistical significance and/or precision estimates (e.g., p-values, confidence intervals)? 

11) Were the methods (including statistical methods) sufficiently described to enable them to be repeated? 

12) Were the basic data adequately described? 

13) Does the response rate raise concerns about non-response bias? 

14) If appropriate, was information about non-responders described? 

15) Were the results internally consistent? 

16) Were the results presented for all the analyses described in the methods? 

17) Were the authors’ discussions and conclusions justified by the results? 

18) Were the limitations of the study discussed? 

19) Were there any funding sources or conflicts of interest that may affect the authors’ interpretation of the results? 

20) Was ethical approval or consent of participants attained?  
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図1 文献選択のフローチャート 
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令和６・7 年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 総合研究報

告書（分担報告書） 

若年女性のやせの改善に向けたボディイメージおよび栄養素等摂取状況の把握と栄養教育ガイド

の作成に資する研究 

研究分担者 早見 直美 1 

研究代表者 片桐 諒子 2 
1 大阪公立大学大学院生活科学研究科 
2 千葉大学大学院情報学研究院  

【研究要旨】 

本研究は、深刻な状況にある若年女性の「やせ」および不適切な食行動の改善に資する基礎

資料を得ることを目的とし、2 年間にわたる研究を実施した。 

令和 6 年度は、文献レビューによるボディイメージのゆがみが食行動に及ぼす影響および行政

栄養職・大学生へのヒアリング調査を通じて既存の啓発媒体の課題を抽出した。 

令和 7 年度は、国民健康・栄養調査データ（2018・2019 年）の二次分析を実施し、20〜39 歳女

性の体格別における栄養素等および食品群別摂取量の特徴を明らかにした。BMI 18.5 以上 22.0

未満の「ふつう低群」において、総エネルギー摂取量および穀類（主食）の摂取量が低い傾向があ

ることが明らかとなった。 

2 年間の知見を統合すると、若年女性に対しては、やせの者のみならずふつう体重者も含め、

知識だけによらないボディイメージに配慮した主食摂取の重要性を中心とした栄養バランスについ

て普及啓発するためのわかりやすい栄養教育教材の必要性が示唆された。 

A. 背景と目的

日本における栄養に関わる健康課題のひと

つに、若年女性のやせが挙げられる。令和 5

年国民健康・栄養調査の結果によれば、20～

30 歳の女性のやせ（BMI＜18.5 kg/m2）の者の

割合は 20.2％であり、先進国において最も高

い水準となっている 1)。やせによる健康への影

響として、月経不順、貧血などに加えて、低出

生体重児の増加、高齢期の骨粗しょう症発症

リスクにもつながることが報告されており、適切

な体重の維持は女性の生涯の健康に関わる

重要事項であるといえる。やせの者の割合の

減少、若年世代の健康的な食習慣形成を促

すためには、若年女性に向けた栄養・健康に

関する適切な情報の発信が急務となってい

る。 

食事ガイドの作成にあたっては、ライフス

テージに応じた課題の把握、および課題に対

応するための工夫や活用方法を検討すること

が必要である。特にやせ願望を持ち、ダイエッ

ト行動により十分なエネルギー・栄養素量を得

られていない可能性がある若年女性に対し

て、正しい情報が伝わるよう工夫を重ねること

はやせの者の割合を改善させる一助となると

考えられる。 

若年女性のやせの要因については、2022

年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾

患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書「若年女性のやせ形成と健

康障害の主要因を抽出するための基礎的研

究～文献レビュー、実態調査、生理学的解明

における包括的調査～」において包括的なレ

ビ
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ューが実施されており、やせの形成の主たる

要因として、ボディイメージ、環境要因、身体

活動、行動要因が報告されている 2)。縦断研

究は限られてはいるものの、ボディイメージに

関する要因は重要視されており、自身の体型

をどのように認識し、どのような感情を持ってい

るかが食行動へ影響し、やせにつながってい

ると考えられる。 

本研究ではこの報告を参考に、やせ願望を

含むボディイメージについて、栄養摂取、食事

内容に関わる視点からの報告を検索、レビュ 

ーを行うこととした。また、食事ガイドの普及を

想定した際の対象者世代となる大学生および

支援者となる行政栄養担当者に対し、若年女

性向けおよび全世代に対する栄養教育のツ 

ールについてヒアリングを実施した。現在使用

している栄養に関する情報媒体、世代別の使

い分け、今後希望する栄養教育のための媒体

について意見を収集した。 

加えて、特にやせ願望を持ち、ダイエット行

動により十分なエネルギー・栄養素量を得られ

ていない可能性がある若年女性の栄養素等

摂取状況および食品群別摂取量の特徴を把

握し、どのような点について情報発信が必要

であるかを検討することとした。 

B. 方法

B-1. 文献レビュー：20～30 歳代の若年女性

を対象としたボディイメージの認識、BMI、食行

動、栄養摂取、健康知識、とりわけ具体的な食

行動との関連が含まれる論文ことを必須項目と

して国内外の論文を検索した。該当件数が少

ないことから、主な知見を記述的に要約した。 

B-2. ヒアリング：分担者が所属する大学の大

学生 8 名（男性 4 名、女性 4 名、管理栄養士

課程所属ではない）に対し、既存資料（若年世

代向けの啓発資材）3)を用いたヒアリングを行っ

た。質問内容として、資料のわかりやすさとそ

の理由、役に立つこと、より若年世代に栄養に

関する情報を届けるにはどうしたらよいかをた

ずねた。最初に自由記述形式のアンケートを

配布し、その後、実際の感想をグループで話

す形式とした。質問ごとに内容を整理し、意見

を集約した。 

また、行政栄養分野でのヒアリングとして関

西圏の行政機関のうち、市町村レベルとして１

地区（１市2町の所管）、都道府県レベルとして

1 県の 2 か所を対象としてオンラインによる約 1

時間のヒアリング調査を行った。質問内容は、

行政栄養分野での若年女性のやせに関する

現状と課題、および若年女性に限らず、現在

使用している栄養教育教材、その活用状況、

課題を中心とした。研究分担者が事前に質問

リストを送付し、対象地区代表者が各保健セン

ター所属の管理栄養士から情報を収集した。

収集した情報を基に、対象地区代表者がオン

ラインヒアリングでの質問へ回答および回答へ

の補足の対応をした。 

回答内容を記録し、2 つの地区の結果を集

約した。共通点を見出すだけでなく、広く意見

を整理する方法とした。 

B-3. 体格区分別の栄養素摂取量（残差法に

よるエネルギー調整後）および食品群別摂取

量の検討：2018 年、2019 年の国民健康・栄養

調査データを用いて栄養素等および食品群

別摂取量について二次解析を実施した。 

20-39 歳の女性（妊娠中の者は含まない）737

名分を解析対象として用いた。体格区分は

BMI による区分を基本とし、やせ（BMI < 

18.5kg/m2 ） 、 ふ つ う （ 18.5kg/m2 ≦ BMI < 

25.0kg/m2）、肥満（25.0kg/m2≦BMI）とした。

そのうえで、最も多い層であるふつうについて

は、やせに近い群、肥満に近い群では特徴が

異なる可能性を考え、ふつう低群（18.5kg/m2 

≦BMI < 22.0kg/m2）、ふつう高群（22.0kg/m2 

≦BMI < 25.0kg/m2)の 2 群に分けた。なお、ふ

つう（BMI 18.5 kg/m2 以上 25.0 kg/m2 未満）の

範囲において、その中心付近、かつ日本肥満
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学会 4)の標準体重である BMI 22.0 kg/m2 を境

界値として採用した。これにより、普通体重内

における「やせに近い群」と「肥満に近い群」の

比較を可能とした。 

やせについては、疾病・疾患による影響を

考 慮 し WHO の 定 義 5) に よ る 軽 度 や せ

（17.0kg/m2≦BMI＜18.5kg/m2）を解析対象と

した。 

体格別の解析対象者数は、軽度やせ群 112

名、ふつう低群 312 名、ふつう高群 139 名、肥

満群 82 名であった。体格による栄養摂取状況

の違いを検討するため、対象者のうち「軽度や

せ群」「ふつう低群」「ふつう高群」の 3 区分を

使用した。これにより、軽度やせの者および、

ふつうの範囲内の者でもやせに近い者の食習

慣の特徴把握を試みた。 

各栄養素および食品群の摂取量について

は、個人の総エネルギー摂取量の影響を補正

するため、残差法（residual method）を用いた

エネルギー調整を行った。本報告では、主に

エネルギー産生に関連する栄養素等、および

食品群を比較項目として選定した。 

統計解析には SPSS Statistics 27 (IBM)を使

用した。体型 3 区分間における摂取量の差を

検討するため、Kruskal-Wallis 検定を実施した。

検定の結果、3 群間に有意な差が認められた

項目については、Bonferroni 法による多重比

較検定を行い、具体的な群間の差を特定した。

なお、すべての解析において有意水準は 5%と

した。 

B-4.体格区分別（軽度やせ、ふつう低群、ふ

つう高群、肥満）におけるエネルギー産生栄養

素バランスおよび PFC 比の比較：B-3 の結果

を受け、算出された栄養素摂取量が日本人の

食事摂取基準（2025 年版）6)の目標範囲内で

あるかの確認、および体格区分別の特徴把握

を目的として解析を行った。ここでは、肥満者

を含む全体の傾向を俯瞰するため、同じデー

タセットのうち軽度やせ群、ふつう低群、ふつう

高群、肥満群の 4 区分を用い、エネルギー産

生に関連する栄養素（たんぱく質、脂質、炭水

化物）の総エネルギー摂取量に占める割合

（%energy:%E）を算出した。 

C. 結果

C-1. 文献レビュー

国内の文献として 4 件の論文を採用した（表

1）。魚谷らの報告 7)では、ボディイメージの歪

みと BMI との間に負の相関がみられた。ボディ

イメージ歪みの高い群は洋菓子の摂取が多く、

揚げ物は少なかった。また 10 代でのダイエット

経験も多かった。井上・桑野は、食行動異常ス

コアが高い群が菓子類・飽和脂肪酸の摂取量

が多いこと、ボディイメージと実際の体型には

乖離が見られたことを報告している 8)。渡會ら

は、低体重・普通体重に関わらず理想体型を

過小に評価する傾向が見られたこと、および

BMI を過大評価する、いわゆるやせ願望を持

つ者は 63%であった。健康的だと思う体型と理

想とする体型の間にも差が見られた。エネルギ

ー摂取量は自身の体型を過大評価している群

において少ない傾向があったが、有意な差は

なかったとしている 9)。健康意識・知識と性差に

ついて、水村・橋本は、女子大学生が男子より

も高い健康知識と食意識を持つ一方で、それ

が必ずしも健全なボディイメージに結びついて

いないことを指摘しており、女子は実際には標

準体型であっても、理想体重を実体重より約

20％少なく見積もっていた 10)。

 さらに英語の文献にも拡大し、本目的に合致

する 6 件の論文を採用した（表 1）。Malloy らは

ボディイメージの歪みはソーシャルメディアとの

関連があったが、食事の質との関連は弱い傾

向のみで有意ではなかったと報告している 11)。

また、Jackson らはボディイメージと不適応的な

食行動が食事の質と関連していないとした 12)。

一方で、Hoseini らはポジティブなボディイメー

ジを持つ思春期女子は食事の質も良好であっ

たこと、および健康的な食事指数と BMI や食
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欲との有意な関連はみられなかったと報告し

ている 13)。Loke Sin Mun は女性の 87.9%が体

型に不満を持ち、身体不満はエネルギー摂取

量と負の相関がみられ、必要栄養素の多くが

推奨量未満 であったと報告してい る 14) 。

Oliveria らは、食習慣はボディイメージのなか

でも、体型認識の正確さより、体型への満足度

と強く関連すると報告している 15)。加えて、

Rounsefell らはシステマティックレビューにより、

ソーシャルメディアの利用が体型への不満、ダ

イエット行動、食品選択と関連していたとして

いる 16)。 

C-2. ヒアリング（大学生対象）

既存資料 3)については、わかりやすいと回

答した者が大半であったが、1 名わかりにくい

と回答した。わかりやすい栄養に関する情報

の特徴として、イラストやグラフが使われている

こと、色使いなどの視覚的工夫が重要であると

いう意見が多く得られた。また、様々なケース

や細かな疑問等に対応するためには、Q&A 形

式での記載も理解しやすいという声があった。

わかりにくい理由としては、記載されている内

容について、「なぜそうなのか」という理由が十

分にされていない場合や例が少ない場合、簡

潔になりすぎている場合などが挙げられた。 

今回の対象者の中に、使用した若年層向け

の既存の栄養に関する資料を見たことがある

人はいなかった。正しい栄養に関する情報へ

のアクセス方法がインターネットベースに偏っ

ており、国が発信する情報を目にする機会が

限られている人が多かった。SNS を使ったアプ

ローチが必須であるという意見、高校生など学

校教育で一定の知識を得る方が効果的という

意見もあった。 

C-3. ヒアリング（行政栄養職対象）

ヒアリングに対する回答の概要を表 2 に示す。

若年女性の課題として、やせが挙げられ、指

標として掲げていた。具体的な食に関する課

題として主食・主菜・副菜をそろえた食事がで

きていない、朝食欠食、食事づくりの経験が少

ないことが挙げられた。やせについては割合

の確認などフォローをしているが、実際の取組

にはつながっていないことを課題と感じていた。

行政主体の働きかけの機会が少なく、イベント

等も保健センターでは子どもがいる人に対象

が限られることが課題として挙がった。高校な

どへのアプローチを検討したいが、単独での

働きかけは難しく、連携に向けた体制作りが必

要との声があった。 

栄養教育媒体については、実務ベースでは

リーフレットをよく使っていた。食事バランスガ

イドは情報としては正確なので支援者は使い

やすいが、対象者には伝わりにくいところがあ

るので、補足して使っていた。対面で補足でき

る場合を除き、リーフレットを渡すだけでは一

般の人には伝わっていない印象があるという。

食事バランスガイドは大まかな栄養バランスを

イメージするツールとしてはよいが、細かな栄

養バランスの確認や分析には難しく、3 色食品

群と 6 つの基礎食品群が一般的な説明には使

いやすいと感じていた。食事摂取基準も参考

にするが、対象者は栄養素量から実際の食事

をイメージしにくいと感じていた。対象者も支援

者もわかりやすい具体的にイメージできるモデ

ルがあると使いやすいという声があった。対象

者あるいは対象集団の必要エネルギー量の

推定が難しいこと、何をどれだけ食べるかより

も、どれだけ食べていいかを過小評価している

印象があるという意見もあった。 

資料の配布方法として、年代によって、紙ベ

ースと Web ベースで資料を使い分ける必要性

が示された。若い世代は、いわゆるタイパ（タイ

ムパフォーマンス）、コスパ（コストパフォーマン

ス）を重視する傾向があると感じており、デジタ

ル媒体や Web でのチェックツールを併せて提

供できると活用しやすいという声があった。 

C-4.  体格区分別の栄養素摂取量（残差法
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によるエネルギー調整後）および食品群別摂

取量の特徴 

栄養素等摂取量の結果を表 3 に示す。次の

3 項目において 3 群間に有意な差がみられ

た。１日あたりの摂取エネルギー量（kcal）の

中央値（IQR）について、軽度やせ群 

1665.1（1392.1, 1939.2）、やせ低群 

1589.4（1319.9, 1891.3）、やせ高群 

1790.4（1437.7, 2044.7）であった（p = 0.014）。

多重比較ではふつう低群とふつう高群の間に有

意差がみられた（p=0.012）。炭水化 物 （ g ） で

は 、軽 度やせ 群 231.2 （ 178.7, 281.6）、ふつ

う低群 204.2（137.8, 266.4）、ふつう高群 

237.1（164.9, 293.7）であった（p = 0.002）。多

重比較ではふつう低群とふつう高群の間に有意

差がみられた（p = 0.003）。穀類エネルギー

（kcal）は、軽度やせ 666.8（458.6, 857.6）、ふ

つう低群 620.2（336.6, 878.1）、ふつう高群 

745.8（479.8, 1045.4）であった（p = 0.015）。多

重比較ではふつう低群とふつう高群の間に有意

差がみられた（p = 0.012）。 

食品群別摂取量の結果を表 4 に示す。穀類

の摂取量（ｇ）は、軽度やせ群 361.6（241.7, 

498.6）、ふつう低群 346.8（163.6, 492.8）、ふ

つう高群 417.6（239.1, 600.2）であった（p = 

0.004）。多重比較ではふつう低群とふつう高群

の間に有意差がみられた（p = 0.003）。加え

て、米・加工品（g）について、軽度やせ群

300.3（120.4, 422.6）、ふつう低群 220.8（32.2, 

409.9）、ふつう高群 272.3（63.4, 525.9）であっ

た（p = 0.022）。また、その他の穀類・加工品

（g）において、軽度やせ群-4.7（-6.3, -2.9）、ふ

つう低群-4.6（-6.3, -2.8）、ふつう高群-5.7 

（-7.3, -3.0）であった（p = 0.016）。多重比較で

はふつう低群とふつう高群の間に有意差がみら

れた（p = 0.016）。 

C-5. 体格区分別（軽度やせ・ふつう低・ふつう

高・肥満）におけるエネルギー産生栄養素構成

比（PFC 比）の比較 

1 の結果を受け、これらの結果が目標範囲

内であるかどうかの確認を主な目的とした。た

んぱく質、脂質、炭水化物については総エネ

ルギー摂取量に占める割合（%E）を算出し、

PFC バランスの特徴を検討した。ここでは、軽

度やせ群、ふつう低群、ふつう高群、肥満での

４区分を使用した。 

結果を表 5 に示す。たんぱく質（%E）は体格

4 区分の順に、14.6 (12.7, 17.1)、14.9 (12.6, 

17.0)、14.4 (12.4, 17.1)、14.3 (12.3, 18.1)であ

り、20～30 代女性のエネルギー産生栄養素バ

ランスの目標量は、たんぱく質 13〜20%E であ

ることから、いずれの群も範囲内であった。脂

質（%E）は 29.4 (25.3, 34.4)、30.8 (25.7, 36.2)、

29.0 (24.1, 33.6)、32.1 (28.2, 38.3)であり、ふ

つう低群、肥満群においてやや高い傾向にあ

り、目標量 20〜30%E の上限値を超えていた。

炭水化物（%E）は、順に、52.9 (48.9, 58.1)、

51.3 (46.3, 57.0)、53.8 (48.1, 58.6)、50.2 (44.8, 

56.0)であり、ふつう低群においてやや少ない

傾向がみられたものの、目標量は 50〜65%E で

あることから、いずれの群も目標範囲内であっ

た。 

D. 考察

レビューからは、日本人若年女性において

ボディイメージの歪みは BMI や実際の栄養状

態と乖離している可能性が示された。むしろ、

やせ願望は過去のダイエット経験やソーシャ

ルメディアの影響に起因し、健康知識の有無

だけでは是正されない可能性も示唆される。

ボディイメージはダイエット行動などの不健康

な食行動へ影響していることは示唆されるもの

の、どの程度日常的な食品選択や食行動、ひ

いては栄養素摂取状況と関連しているかは一

貫した結果が示されていない。海外の研究を

含めても、ソーシャルメディアは身体不満の増

大に関連しているが、その影響が食事の質に

及ぶかについては研究によって差があり、一

定の見解が得られていないといえる。 
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本レビューにおいても対象となる論文が少

なかったこと、および他国の結果については、

社会文化的背景が異なることから、必ずしも日

本の若年女性に当てはまるとは限らない点に

おいて限界がある。 

正確な自己認識体型に基づく介入の重要

性とともに、ソーシャルメディアの影響が大きい

と考えられることから、健康な体型を理解、認

識していても、なおやせたいという、心理的・社

会的要因を考慮した支援の必要性も浮き彫り

となった。ボディアプリシエーションが高くポジ

ティブなボディイメージを持っているほど、身体

不満足感が低く、メディアのやせ理想を内在

化しにくく、食行動異常傾向や摂食障害リスク

も低くなると考えられている 17)。食事ガイドを活

用する際には、単なる知識伝達にとどまらず、

肯定的なボディイメージの形成を促す心理的

教育アプローチや、社会文化的な側面の理解

による多面的な工夫が求められる。 

ヒアリングからは、若年世代へのアプローチ

には SNS の活用や Web ベースの資料等、イン

ターネットベースでの情報提供が欠かせない

ことが示唆された。視覚的に理解しやすい見

せ方が必要であることに加えて、情報の理解

そのものはできている可能性も示唆された。そ

のため、正しいことはもちろんのこと、納得でき

る、感心を持てる、あるいは自分事として捉え

られる情報発信が必要であると考えられる。先

に述べたように、若年女性は実際の体型に関

わらず、ボディイメージの歪みによってやせ願

望を有している可能性もあることから、正しいだ

けでなく、自分に必要なこととして捉えられるよ

う認知の歪みに働きかけるような情報も必要で

ある。その一方で、若年女性を含む若年世代

全体に対しては働きかけの機会をつくる難しさ

があること、そして食事づくりの機会が少ないと

いう課題があることから、高校生など早期から

の学校教育と連携した取り組みの展開の必要

性も浮き彫りとなった。 

現在使われている栄養教育媒体や資料は、

若年世代に限らず全世代を対象として考えた

際、一般の人には伝わりにくいことが課題であ

る。支援者と対象者の理解度の差を埋めるべ

く、情報を自身の食生活に当てはめて理解で

きるよう視覚化する工夫が必要である。支援者

側が使いやすい補足のためのリーフレットなど

の資料を紙でも Web でも使用できるような対応

が求められる。 

 本ヒアリングは、地域が限定されている点

で、一般化には限界がある。今後さらなる意見

収集を重ね、若年世代および全世代に適した

栄養教育媒体の在り方を検討していく必要が

ある。 

国民健康・栄養調査のデータの二次解析から

は、今回着目した軽度やせ群、ふつう低群、ふ

つう高群を比較すると、やせ低群においてエネ

ルギー摂取量が低い傾向が確認された。穀物

エネルギー、炭水化物においても同様の傾向が

みられ、かつ食品群別摂取量において穀類の

摂取量がふつう低群において最も少なかったこ

とからも、穀類由来のエネルギー摂取量および

炭水化物等関連する栄養素が他の体格群より

も少ない可能性が考えられる。また、ふつう低群

と肥満群は脂質が目標範囲の上限値を若干で

はあるが超えており、そのバランス比においてや

や炭水化物が少なく、脂質が多い傾向にあっ

た。しかしながら、エネルギー産生栄養素の構

成比でみると、いずれの体格群も概ね目標範囲

にあり、健康上大きなリスクになっているとはいえ

ない。 

一方で、2018 年・2019 年の国民健康・栄養

調査における女性の年代別の結果 18)19）（表 6）

をみると、20 代女性において炭水化物エネル

ギー比率が54.0（2018年）、54.2（2019年）と最

も低い。これらと比較して、本研究結果のいず

れの体格区分においても炭水化物エネルギ 

ー比率が低かった。なかでも、ふつう低群にお

ける炭水化物エネルギー比率 51.3は最も低い

値を示しており、１日のエネルギー摂取量に占

める炭水化物の割合が少ない可能性が考えら
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れ、結果、総エネルギー摂取量が少なくなって

いることが示唆される。 

しかし若年女性のデータにおいて、エネル

ギー量の過少申告がみられることが報告 20)さ

れており、特に自身を「太っている」と認知する

女性で過少申告が見られるという報告 21)や、

低 BMI 群においても過少申告の可能性が指

摘されている 22)ことからも、今回用いた調査デ 

ータにおいても同様の過少申告による影響が

限界点となる。 

日本人女性は自身がやせであったとしても、

その認識がないこと、体型を過大評価する者

や体重を増やしたくない者が多いという報告 23)

からも、今回のふつう群のなかでもやせに近い

者において、より少ない傾向がみられたことは、

適正範囲内の体重にある者であったとしても、

やせに近づこうと食事をコントロールしている

可能性を示唆する結果であるともいえる。 

日本の健康課題のひとつである若年女性の

やせの改善に向けては、やせの者に対しての

適正な栄養素摂取に関する情報提供に加え

て、この年代のなかで最も多い割合を占める

適正範囲内のなかでもやせに近い層に対して、

受け止めやすい情報提供を行うことも重要で

あると示唆される。情報提供においては、特に

炭水化物、穀類エネルギーにかかわる食品摂

取について適切な発信を行うことが望まれる。日

本人全体として年々穀物摂取量が減少し、米に

対するイメージとして「良い」と思う者が減少し、

「太る」というイメージ増加している 24)。そのた

め、若年女性に対しては改めて主食・主菜・副

菜を組み合わせた食事の重要性について発信

が求められる。しかし、摂食障害傾向にある者の

ほうがやせの健康リスクに関する知識を有するこ

とも報告されており 25)、単に正しい知識を持つ

ことだけでは改善されないことが課題であり、専

門職はこのことを認識しておかなければならな

い。この年代に特徴的なやせ願望や太りたくな

いというボディイメージを考慮した食生活に関す

るメッセージの発信が必要で

ある。 

E. 結論

 本研究では、文献レビューにより、ボディイメ 

ージの歪みは実際の体型や食事摂取状況と

乖離し、やせ願望や情報の受け取り方に影響

している可能性が示された。ヒアリングからは、

視覚的にわかりやすく、共感を呼ぶ情報提供

が求められており、デジタル媒体や学校教育と

の連携の必要性が示唆された。国民健康・栄養

調査の二次解析からは、20-30 代女性の体格

別に栄養素等摂取量および食品群別摂取量

の 特 徴 と し て 、 ふ つ う 低 群 （ 18.5kg/m2 ≦ 

BMI<22.0kg/m2）において、エネルギー摂取量、

炭水化物、穀類エネルギー量が他群よりも少

ない可能性が示唆された。過少申告の影響も

あるため、限界点はあるものの、他の世代と比

較しても炭水化物エネルギー比率が少ないこ

とから、やせの者に加えて、ふつうに分類され

る者に対しても、主食の適切な摂取の重要性

について発信を行う必要性が示された。 

これらを踏まえ、食事ガイドをより効果的に

普及・使用するには、栄養バランスについての

具体的な要点を発信するとともに、単なる情報

提供だけにとどまらないボディイメージへのポ

ジティブな影響をもたらすような働きかけの工

夫の必要性が示された。 

F. 健康危険情報

なし

G. 研究発表

１. 論文発表

なし

２. 学会発表

なし

H. 知的所有権の出願・登録状況

１. 特許取得

なし
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２. 実用新案登録 

  なし 

３. その他 

  なし 
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表 1 やせ、ボディイメージと食事摂取に関連する使用した論文等の概要 

文献番号 第一筆者 発表年 調査地域 人数 年代 評価指標 主な結果 

7 魚谷奈央 2020 日本 111 名 20-40 歳 BMI 

ボディイメージと食

事との関連 

・ボディイメージの歪みと BMI との間に有意な負の相

関がみられた 

・BMI が 20.7 kg/m2を下回るとボディイメージを過大

評価していた 

・ボディイメージの歪み高値群は低値群と比較して、洋

菓子類の摂取量で有意に高値、揚げ物の摂取量で有意に

低値を示した。また、10 代でのダイエット経験が多かっ

た 

8 井上広子 2010 日本 83 名 19.3±1.1 歳 BMI 

ボディイメージと食

行動との関連 

・食行動異常のスコアが高い者においては理想体型と現

在の体型との差が大きかった 

また、菓子類の摂取量や調味料の摂取量も有意に多かっ

た 

・BMI などの身体的特徴において群間差は見られず、食

行動異常がみられる者には、まず正しい体型認識に導く

ことが必要である 

9 渡會涼子 2018 日本 134 名 大学 1 年生 BMI 

血液検査 

ボディイメージと食

行動および栄養状態

との関連 

・自分の体型を過大評価している人は 63％であった

・エネルギー摂取量は、自身の体型を過大評価している

群において、自身の体型を正しく認識している群より

も、やや少なかったが有意な差はみられなかった 

主食・イモ類の摂取量は有意に少なかった 

・健康的だと認識している体型よりも、理想とする体型

の方が細い体型であった 

10 木村（久埜）真 2002 日本 368 名 大学生 BMI ・女子学生は男子学生に比べ、ボディイメージの歪みが
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由美 ボディイメージと食

行動の関連および男

女間比較 

有意に大きかった 

・やせ願望が強い者ほど食品のエネルギー量を意識して

おり、健康情報に対する関心が高かった 

11 Jessica A 

Malloy 

2024 ニュージー

ランド 

50 名 18-24 歳 ボディイメージへの

ソーシャルメディア

の影響 

ボディイメージと食

行動との関連 

・ソーシャルメディアの利用時間とボディイメージには

有意な正の関連がみられた 

・食事の質とボディイメージの障害との間には有意では

ないが弱い関連がみられた 

 

12 Alexandra 

Malia Jackson 

2022 アメリカ 288 名 18 歳以上 ボディイメージと食

行動との関連 

・ボディイメージと不適応的な食行動は食事の質とは関

連していなかった 

・適応的な食行動は食事の質と関連がみられた 

13 Faeze Sadat 

Hoseini 

2023 イラン 161 名 15-18 歳 BMI 

ボディイメージと健

康的食事指数(HEI)

および食への欲求と

の関連 

 

・多くの参加者は食事内容の改善が必要と判断された 

・ボディイメージと健康的食事指数との間には有意な正

の関連がみられた 

・健康的食事指数と BMI および食への欲求との間には

有意な関連はみられなかった 

14 Christie Loke 

Sin Mun 

2022 マレーシア 155 名 18-29 歳 BMI 

ボディイメージと食

事内容との関連 

・男性の 80.6％女性の 87.9％にボディイメージの不満が

みられた 

・ボディイメージに不満がある者はエネルギー摂取量と

負の相関がみられた 

15 Natalia 

Oliveira 

2020 ブラジル 514 名 大学職員 BMI 

ボディイメージと食

事傾向との関連 

・72.3％がボディイメージに不満を持っていた 

・体型を過大評価している人が半数を超えていた 

・食習慣は「体型認識の正確さ」との関連よりも「体型

への満足度」と強く関連していた 
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16 Kim 

Rounsefell 

2019 （システマ

ティックレ

ビュー） 

30 件

（11125

名） 

（システマ

ティックレ

ビュー） 

ソーシャルメディア

の利用とボディイメ

ージや食行動との関

連 

・ソーシャルメディアの利用はボディイメージの不満と

関連している 

・ソーシャルメディアの利用はダイエットや食事制限、

過食、食品選択と関連している 

 

 

 

表 2  ヒアリング（行政栄養）に対する回答の概要 

質問内容 ケース 1：市町村レベル 1 地区（2 市・１町の所管） ケース 2：都道府県レベル（１県） 

若年女性のやせの

現状・指標等 

・ 健康増進計画にいれているところもある。 

・ 県の健康づくり計画の指標に基づいている。20 歳代女性のやせの

割合、適正体重を維持している人の割合 

・ モニタリング指標としてやせ対策をする市町村を増やすことを挙

げている。 

・ 若年層のやせに対した指標としては、適正体重の人の割合のみ。 

・ 指標に使っているのは、基本的には健康日本 21 と同じ指標に揃え

ている。加えて、独自の食生活調査を実施している。 

・ その他の項目は他課が調査したデータを集めて計画を作成してい

る。 

若年女性（または

若年世代）の栄養

に関わる課題・行

政での取り組み 

・ やせ、主食・主菜・副菜を揃えた食事ができていない、朝食欠食、

食に対する愛着・関心、行事食への継承が難しい等。 

・ 食事づくりの経験が少ない（買い物、調理、片付け）。離乳食講座

でもできていないと感じる 

・ アプローチの機会がない。保健センターでのイベントは子どもが

いる人が対象になることが多い。 

・ 母子手帳交付時に食生活アンケートを実施して指導につなげてい

る。 

・ 行政単独でのアプローチは難しい。高校などからの依頼があれば

やりやすい。 

・ 地域性も関係するように思う。 

・ 市町村で使えるマニュアルをそれぞれ市町村では使っている。 

・ 若年層への個別対応はほとんどできてないのが現状。 

・ 政策ベースだと、若年層に訴えかけるチャネルの少なさに問題が

ある。 

・ 働き盛りの男性肥満にも言えて、そこは地域職域連携で関わる方

向性がある程度全国で固まっているが、若年女性はまだまだ接点

が少ない。 
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使用している資

料・媒体（全ライ

フステージを対

象） 

・ 3 色栄養・6 つの基礎食品群が使いやすい。対象者にとってもなじ

みがある。 

・ 食事摂取基準は、一般の人にとっては栄養素量から食事をイメー

ジするのが難しいように思う。 

・ 食事バランスガイドは情報としては正確だが伝わりにくいので、

一部変更するなどして使っている。 

・ 食事バランスガイドは大まかな栄養バランスをイメージするツー

ルとしてはよいが、対象者が細かいバランスを確認する、チェッ

クするというのは難しい。使っているときに「ああ、そういうこ

と」というような実感がこちらに伝わってこない。対象者の理解

力によって伝えやすさが異なる。 

・ 紙媒体の配布、デジタル媒体の両方が必要。 

・ 市町村では食事バランスガイド最もよく使われている。加えて独

自にマニュアル（支援のための対策チャートのようなもの）を作

っている。 

・ 実務ベースではマニュアルよりもリーフレットの方が使われてい

る。厚生労働省作成のスマートライフプロジェクト

(https://kennet.mhlw.go.jp/home) 

など、できているものを活用することも多い。 

・ 食事バランスガイドは使いやすく、伝わりやすいところもあるが、

対面で補足ができる場合を除いて、リーフレットを渡すだけでは

一般の方には伝わっていない印象がある。 

その他の意見 ・ 一般的な傾向として、若年層はタイパ・コスパ重視で、デジタル

媒体、Web チェックツールを好む。 

・ 行動変容には何かインセンティブが必要。 

・ フードモデルだけだと、どれくらい食べるかがわかりにくい。支

援者も対象者もわかりやすい料理モデルのようなものが欲しい。 

・ 対象者の必要エネルギー量をどう把握するかが難しい。 

・ 対象者は何をどれだけ食べるかというよりも、どれだけ食べてい

いかを過小評価している気がする。 
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表 3 体格区分別にみた栄養素等摂取量-1 人 1 日当たり 

体格区分 

項目 

軽度やせ 

（17.0kg/m2≦BMI＜

18.5kg/m2） 

ふつう低群 

（18.5kg/m2≦

BMI<22.0kg/m2） 

ふつう高群 

（22.0kg/m2≦BMI＜

25.0kg/m2) 
P 

多重比較 

n=112 n=321 n=139 p<0.05の項目*1 

1665.1（1392.1, 1939.2） 1589.4（1319.9, 1891.3） 1790.4（1437.7, 2044.7） 0.014 2-3（p=0.012）

63.6（43.6, 81.6） 58.1（40.0, 78.2） 60.8（42.4, 80.6） 0.603 

34.9（14.9, 49.6） 30.6（14.8, 50.1） 30.9（11.1, 52.7） 0.951 

28.6（18.5, 38.0） 25.2（16.3, 35.1） 28.5（17.4, 39.6） 0.114 

51.6（34.1, 71.3） 51.7（34.2, 74.3） 49.5（32.0, 70.9） 0.628 

25.1（8.9, 39.5） 25.2（8.7, 41.6） 22.9（7.2, 46.2） 0.852 

24.0（11.7, 41.1） 23.6（10.2, 41.0） 23.4（7.9, 39.2） 0.649 

231.2（178.7, 281.6） 204.2（137.8, 266.4） 237.1（164.9, 293.7） 0.002 2-3（p=0.003）

摂取エネルギー量（1�日）

（kcal） 総たんぱく質（g） 

動物性たんぱく質（g） 

植物性たんぱく質（g） 

総脂質（g） 

動物性脂質（g） 

植物性脂質（g） 

炭水化物（g） 

穀類エネルギー（kcal） 666.8（458.6, 857.6） 620.2（336.6, 878.1） 745.8（479.8, 1045.4） 0.015 2-3（p=0.012）

中央値（25パーセンタイル値, 75パーセンタイル値） 

Kruskal-Wallis検定 

*1軽度やせ=1, ふつう低群=2, ふつう高群=3
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表 4 体格区分別にみた食品群別摂取量-1 人 1 日当たり 

  体格区分     

項目 
軽度やせ 

（17.0kg/m2≦BMI＜18.5kg/m2） 

ふつう低群 

（18.5kg/m2≦BMI<22.0kg/m2） 

ふつう高群 

（22.0kg/m2≦BMI＜25.0kg/m2) 
P 多重比較 

  n=112 n=321 n=139   p<0.05の項目＊1 

穀類（g） 361.6（241.7, 498.6） 346.8（163.6, 492.8） 417.6（239.1, 600.2） 0.004 2-3（p=0.003） 

米・加工品（g） 300.3（120.4, 422.6） 220.8（32.2, 409.9） 272.3（63.4, 525.9） 0.022  

小麦・加工品（g） 22.8（-80.0, 144.5） 45.2（-76.7, 200.9） 40.8（-53.6, 197.4） 0.449  

その他の穀類・加工品（g） -4.7（-6.3, -2.9） -4.6（-6.3, -2.8） -5.7（-7.3, -3.0） 0.016 3-2（p=0.016） 

いも類（g） 26.8（-28.5, 98.8） 2.7（-34.3, 83.4） 19.7（-34.5, 91.9） 0.308  

砂糖・甘味料類（g） 0.5（-4.3, 11.9） -0.5（-4.8, 11.2） 1.4（-4.4, 10.8） 0.799  

豆類（g） 9.4（-42.9, 109.7） -2.1（-41.3, 82.5） 19.4（-46.1, 111.0） 0.969  

野菜類（g） 146.9（5.7, 410.7） 163.9（28.1, 389.5） 200.6（50.8, 398.2） 0.677  

魚介類（g） 3.7（-39.7, 129.3） 2.7（-39.1, 104.9） 2.3（-39.9, 119.6） 0.956  

肉類（g） 67.5（-2.4, 166.8） 79.2（7.4, 201.3） 63.4（-18.2, 165.5） 0.402  

卵類（g） 34.0（-22.2, 79.5） 20.1（-27.3, 71.9） 26.6（-20.8, 72.1） 0.459  

油脂類（g） 8.3（-0.4, 20.1） 6.4（-2.5, 17.0） 6.2（-3.5, 17.0） 0.306  

中央値（25 パーセンタイル値, 75 パーセンタイル値）     

Kruskal-Wallis 検定      

＊1軽度やせ=1, ふつう低群=2, ふつう高群=3     
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表 5 体格区分別にみたエネルギー産生栄養素構成比 

  体格区分   

 

軽度やせ 

（17.0kg/m2≦BMI＜

18.5kg/m2） 

ふつう低群 

（18.5kg/m2≦

BMI<22.0kg/m2） 

ふつう高群 

（22.0kg/m2≦BMI＜

25.0kg/m2) 

肥満 

（25.0kg/m2≦BMI) 
 

20-30代女性 

  n=112 n=321 n=139 n=82 目標量*2 

たんぱく質（%E） 14.6(12.7,17.1) 14.9(12.6,17.0) 14.4(12.4,17.1) 14.3(12.3,18.1) 13～20 

脂質（%E） 29.4(25.3,34.4) 30.8(25.7,36.2) 29.0(24.1,33.6) 32.1(28.2,38.3) 20～30 

炭水化物（%E） 52.9(48.9,58.1) 51.3(46.3,57.0) 53.8(48.1,58.6) 50.2(44.8,56.0) 50～65 

PFCバランス*1 15:29:53 15:31:51 14:29:54 14:32:50   

中央値（25パーセンタイル値, 75パーセンタイル値） 
   

*1たんぱく質%E：脂質%E：炭水化物%E 

*2日本人の食事摂取基準(2025年版) 
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表 6 （参考）2018 年・2019 年国民健康栄養調査における女性のエネルギー産生栄養素比率 

  20-29 歳 30-39 歳 40-49 歳 50-59 歳 60-69 歳 70-79 歳 80 歳以上 

  平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 

2018 年 (217) (354) (470) (491) (626) (575) (347) 

 たんぱく質エネルギー比率(%) 15.1 14.9 14.7 14.4 14.9 14.4 15.4 15.1 15.7 15.9 15.8 16.2 15.3 15.2 

 脂肪エネルギー比率(%) 30.8 31.1 30.4 30.3 30.2 30.0 29.9 29.6 28.6 28.4 27.2 27.1 25.2 25.2 

 炭水化物エネルギー比率(%) 54.1 54.0 54.9 55.3 54.9 55.6 54.7 55.3 55.7 55.7 57.0 56.7 59.5 59.6 

                              

2019 年 (182) (250) (391) (425) (544) (540) (298) 

 たんぱく質エネルギー比率(%) 15.5 15.9 14.9 15.0 15.3 14.9 15.2 15.7 15.9 16.5 16.1 16.1 15.1 15.6 

 脂肪エネルギー比率(%) 30.9 29.9 31.1 30.3 30.3 30.6 29.9 29.7 28.9 28.7 28.1 27.8 26.4 26.1 

 炭水化物エネルギー比率(%) 53.6 54.2 54.0 54.7 54.4 54.5 54.9 54.6 55.2 54.8 55.8 56.1 58.5 58.3 

( )は n 数を示す 
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令和 6 年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

（総合）研究報告書 

日本人の食行動変容促進に資する情報提供方法の検討 

研究分担者 華井明子 1  

研究協力者 石坂晴奈 1 實石幸穂 古屋有紀子２ 

研究代表者 片桐 諒子 1 
1千葉大学大学院情報学研究院  ２千葉大学大学院融合理工学府 

【研究要旨】 

 本研究は、「日本人の食事摂取基準」を活用した食事ガイドの普及および食行動変容に資する情報発信方法

を検討することを目的とし、はじめに食品選択をはじめとする行動変容を惹起する視覚情報提示を検討すること

を目的として、日本語の査読付き研究を対象にシステマティックレビューを実施した . 医中誌 Web および

JMEDPlusJ を用いて 2024 年 10 月までに公開された文献から 12 件計 4077 名の研究（観察研究 1 件、介入研

究 11 件、うちデジタル介入が 3 件）を検討した. 提示された視覚的情報の構成要素として、色彩、背景色、栄養

表示、機能性ラベル、キャッチコピー、パッケージデザインなどが確認され、表示の有無や内容によって食品選

好や選択に変化が見られた. とりわけ「野菜たっぷり」などのポジティブな訴求表示や信号表示は一定の影響を

及ぼしたが、減塩の強調表示に関しては統計的に有意な効果を示さない研究も含まれていた. また、性別や高

血圧の既往歴など個人属性に応じて視覚提示の効果に差異があり、栄養成分表示の認知と実際の購買行動と

の間には乖離が存在することも示唆された.  

さらに、2 段階構成の横断的オンライン調査を実施した. 諸外国の食事ガイドに含まれた 3 種デザイン（図と文

字によるデザイン A・イラストによるデザイン B・イラストと文字解説によるデザイン C）に関する嗜好評価・認知評

価、食生活関連情報の利用実態、および生成 AI チャットボット（ChatGPT、Claude、Gemini 等）の食情報利用

状況について検討した.  

 デザイン評価においてはデザイン B が最も安定して選好される傾向が示唆された. 認知評価においては、信

頼性・行動意図において B・C が優位であり、「内容が信頼できる」の認知スコアが野菜摂取意図へ関連する可

能性が示唆された. 食行動変容に繋がる情報媒体利用については、テレビおよび友人・知人・家族からの情報

取得が主要チャネルである一方、YouTube 動画・レシピサイトなどデジタル・動画系媒体の利用も広く普及して

いた. レシピサイトを実践的目的で利用する割合は女性において男性より高く、利用目的に性差のある可能性

が示唆された. 生成 AI の食情報取得利用については、利用していないと回答した者が大多数を占め、高頻度

利用者は少数に留まった. 食事関連での生成 AI 利用は他の健康関連項目と比較して相対的に多い傾向があ

る一方、最も信頼する情報源として生成 AI を挙げた割合は低く、現段階では生成 AI が食行動変容に及ぼす

影響は小さく探索的・補助的な活用にとどまる可能性が示唆された.  

 以上より食事ガイドの普及の手段として、信頼性を重視しイラストを用いたデザインの有効性、性差を考慮した

情報発信およびデジタル展開の必要性、生成 AI チャットボット導入の課題が示唆された.  

Ａ．研究目的 

本研究は，厚生労働省の「日本人の食事摂取基

準」を活用した食事ガイドの普及および食行動変容

に資する情報発信方法を検討することを目的とし，

国民の食情報取得行動の実態と栄養バランスガイ

ドデザインの嗜好を明らかにすることを目的とした．

Ｂ．研究方法 

レビュー

医中誌Web および JMEDPlusJの 2 つのデータベ

ースを用いて、視覚提示と食行動に関する日本語

文献を系統的に検索した. 検索語は「視覚」「色彩」

「食品表示」「パッケージ」「デザイン」「食行動」「選

択」「嗜好」など視覚的要素に関連する情報を網羅

的に抽出することを意図し対象をヒトに限定し検索

式を作成した（表１）. 検索対象の期間に制限は設け

ず、2024年 10 月までに公開された日本語文献を

対象とした. 包含基準としては、視覚的提示と食行

動の関係を分析している研究を対象とし、行動変容

に関する定量的もしくは定性的データが報告されて

いる文献とした. なお総説、疾患の病態生理、医療
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従事者教育、食育活動に関するものや、人を対象と

しない動物実験、技術研究を除外した.  

各文献について、対象人数、対象集団（成人、小

児、大学生などの属性）、研究デザイン（介入・観

察、デジタル/非デジタル）、曝露（視覚提示や表示

内容など）、および結果（行動変容の内容や効果）を

抽出項目として整理し、比較検討を行った.  

文献の検索および抽出は外部機関（一般財団法

人国際医学情報センター）に委託して実施し、客観

性を担保した.  

オンライン調査

本研究はアンケート配信サービスを用い2段

階構成の横断的オンライン調査として無記名にて実

施した（表１）． 

スクリーニング調査対象者は n = 47,920 名（男性

48.9%・女性 51.1%，平均年齢 49.1 ± 16.8 歳）本調

査対象者はスクリーニング回答者から層別抽出した

2,500 名（男性 1,250 名・女性 1,250 名；各年代約

200 名）であった．

3種のデザインは諸外国で過去食事ガイドの教育・

普及に使用された3種類の異なるデザイン（図と文字

によるデザイン A・イラストと文字解説によるデザイン 

B・イラストによるデザイン　C）を提示して比較した。

嗜好評価は 3 デザインを好みの順に順位付けし，認

知評価は各デザインについて複数項目を 5 件法で

評価した．メディア利用は複数媒体について食情報

への主な利用目的を調査した．本調査においては，

行動変容ステージをトランスセオレティカルモデル準

拠の 7 段階で測定し，食物摂取頻度は複数食品群

を 5 件法で，情報収集行動は複数トピックについて

情報収集手段・生成 AI 利用頻度・信頼性をそれぞ

れ複数の選択肢で測定した．

 デザイン間比較にはノンパラメトリック検定（3 群対

応）および多重比較（Bonferroni 補正）を，サブグル 

ープ比較には群間比較検定を用いた. 相関分析に

は Spearman 順位相関係数を，予測モデルには順序

ロジスティック回帰（目的変数：野菜摂取意図の順序

カテゴリ）および二項ロジスティック回帰（目的変数：

食事関連の生成 AI 高頻度利用の有無）を用いた.

有意水準は α = 0.05（両側）とした.

（倫理面への配慮）

 本研究はオンラインパネルを利用した匿名の横

断的調査であり，個人が特定される情報は収集して

いない. 調査への参加は任意であり，回答の送信を

もって同意とみなした. 本調査は千葉大学西千葉地

区理工系生命倫理委員会の承認を得て実施した.  

Ｃ．研究結果 

レビュー

検索により得られた 35 件の文献から重複を除去

し、タイトルとアブストラクトから除外論文のスクリーニ

ングを実施した後、全文を入手可能であり、かつレビ

ューの目的に合致する 12 件の査読対象文献を最

終的に選定した.

レビュー対象となった 12 件の文献 3)-14)は、2000

年から 2023 年の間に発表されたもので、対象者数

は総計 4077 名（最小 5 名、最大 1500 名）であった. 

対象集団は、大学生 7)11)、幼児 13)、一般成人 3)-7), 8)-

10) （地域在住者、消費者）が含まれ、ライフステージ

や背景によって視覚提示への反応に違いがみられ

た.

提示された視覚的情報の構成には、具体的に以

下の要素が含まれていた： 

•色彩（背景色、ラベル色、製品色）10）、14）

•表示情報（栄養表示、機能性ラベル、食塩量、キ

ャッチコピー）3)-6), 9)-12)

• グラフィック要素（イラスト、マーク、写真）5)-8)

•パッケージ構成（配置、レイアウト）6)-8)

例えば「野菜たっぷり」などの表示項目、価格、トクホ

マークの有無が食品行動選択に影響していた 6), 9), 

11).  

視覚情報提示が食品選択や嗜好に対して及ぼす影

響を示唆した研究は 10 件であった 3)-13). 具体的に

は、情報表示がある群で、低食塩食品の選択率が

上昇した研究 3),9)であり、性別や疾患既往の有無と

いった個人因子によって視覚提示の効果が変化し

ており、例えば高血圧の診断歴がある男性では食塩

表示の行動誘導効果が強いことが報告されている
3）. 食品選択行動については情報提示の影響よりも

年齢や性別の影響が大きいことが示唆されており、

例えば、栄養表示を認知していても、それを購買行

動に反映する割合には性別や年齢による差が存在

していた 14). 

オンライン調査

１．栄養バランスガイドのデザイン評価 

（1）デザイン嗜好評価（順位）
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 3 デザインの順位分布についてデザイン A は 1

位選択率が最も高い一方，3 位選択率も高く評価の

二極化が示唆された．デザイン B は平均順位が最

良であり，安定して好まれる傾向が示された．デザイ

ン C は全体的に最も選好されにくい傾向にあった．

(表 2)

（2）デザイン認知評価

全評価項目においてデザイン間に有意差が認

められた．見た目として好ましい・内容が信頼できる・

家族・友人に共有したい・行動意図（野菜摂取）にお

いてはデザイン B・C がデザイン A を上回る傾向が

示された．特に「野菜を食べようと思う」ではB・CがA

より良好な傾向にあった． 

一方，情報量の負担感（逆転項目）ではデザイ

ン Aが B・Cを上回り，デザイン Aが最も情報量の負

担感の少ないデザインである可能性が示唆された．

B・C は情報の充実により認知的負担が生じやすい

反面，信頼性や行動意図への正の関連が高い傾向

が示された．

（3）属性別サブグループ分析

 性別・年代・婚姻状況の別にデザイン評価を比

較した結果，検討した 36 比較のうち 35（97.2%）で有

意差が認められた（Kruskal-Wallis，p < .05）．性別

では，男女ともに B・C で行動意図スコアが良好であ

り，女性は全デザインに対して男性よりも肯定的な評

価傾向がみられた．年代では，20～40 代において

B・C への見た目評価が相対的に高く，60 代以上で

は評価の分散が拡大する傾向がみられた．婚姻状

況では，既婚者は未婚者と比較してデザイン Cの行

動意図評価がより良好な傾向がみられた． 

（4）認知評価から行動意図

各デザインの評価 4 項目（見た目・読みやすさ・

信頼性・要点明確さ）を予測変数として，野菜摂取

意図（5 件法）を目的変数とした比例オッズモデルを

構築した．全デザイン・全 4係数（計 12係数）につい

て p < .001で有意な正のオッズ比が確認された．「内

容が信頼できる」のオッズ比（OR = 2.13～2.42）が他

の 3項目を一貫して上回り，信頼性が行動意図への

主要な関連因子である可能性が示唆された． 

２．食生活関連情報の媒体利用実態 

（1）主要媒体利用率(図１)

食生活関連情報の媒体利用率はテレビおよび

友人・知人・家族からの取得が主要チャネルであっ

た．Web ニュースやレシピサイトおよび YouTube 動

画，雑誌・本・新聞がこれに続き，デジタル・動画系

媒体の利用も広く普及しており，情報接触経路の多

様化が示唆された． 

図 1．食生活関連情報の媒体利用率（全 19媒体） 
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（2）媒体利用の性差

男女ともにテレビの利用率が最も高く，次いで

友人・知人・家族からの情報取得が多かった．Web

ニュースは男女差が小さく，ほぼ同程度の利用率で

あった．レシピサイトは女性において男性より高い利

用率を示す傾向が認められた．（表 3）

 利用目的の性差については，食生活に関する

知識取得・健康情報収集を目的とした利用割合は

男女で概ね同様の傾向であった．一方，「レシピや

献立の参考にする」目的でのレシピサイト利用は女

性に高く，実践的な食事準備に関連した利用目的

に性差がある可能性が示唆された． 

３．生成 AI の食情報利用状況 

（1）利用頻度

食事関連での生成 AI 利用頻度については，利

用していないと回答した者が大多数を占め，高頻度

利用者（ほぼ毎日または週複数回）は少数に留まっ

た．生成 AI の食情報利用は他の健康関連項目と比

較して相対的に多い傾向があり，利用目的はレシ

ピ・献立や食材情報が主であった．年代・性別別で

は，比較的若年の男性層および中年の女性層でや

や利用者が多い傾向が示唆された． 

（2）信頼性との関係

食事について毎日生成 AI を利用すると回答した

者における最も信頼する情報源は，インターネット検

索・本・雑誌・専門家の順であり，生成 AI を最も信

頼すると回答した割合は食事 7.5%と最も低かった

（育児 20.2%，薬 15.5%，運動 14.3%と比較）．生成 AI

高頻度利用群と低頻度利用群の比較では，生成 AI

を最も信頼するとした割合に差がみられた． 

（3）生成 AI 高頻度利用の関連

食事での生成 AI 高頻度利用（週 1 回以上）を

目的変数とした二項ロジスティック回帰の結果，「忙

しさ」（OR ≈ 2.0，p = .001）および「生成AIへの信頼」

（OR ≈ 2.4，p = .009）が正の関連を示した.  

（4）行動変容ステージとデザイン評価

 行動変容ステージ分布は，改善意欲のない層

（前熟考期14.4%＋熟考期22.2%）が36.6%を占めた．

行動変容ステージとデザイン行動意図の関連を検

討した結果，全デザイン・全項目で有意差が認めら

れた（Kruskal-Wallis，p < .001）．デザイン B・Cの野

菜摂取意図はステージが高い群でより良好な傾向

がみられるとともに，ステージが低い群においても相

対的に好意的な評価を維持する傾向がみられた． 

Ｄ．考察 

レビューの結果から、本邦における視覚的情報提

示による食行動変容への影響は、研究が限定され

ており、その効果の検証に至るほどのエビデンスが

集積していないことが明らかとなった。特に視覚情報

のデザイン、提示内容は個人属性との相互作用が

行動変容に影響を及ぼす可能性が高い。 

調査研究では，食行動変容に資する情報の提示

方法について，デザイン，食情報媒体の利用状況，

生成 AI の利用実態を踏まえ，今後の情報発信のあ

り方を検討した. その結果，イラストによるデザイン B

は，嗜好評価および認知評価の複数指標において

比較的高い水準を示し，採用候補として有力である

可能性が示唆された. また，順序ロジスティック回帰

の結果から，「内容が信頼できる」という認知が行動

意図と関連しており，情報設計においては視認性や

親しみやすさに加え，科学的根拠や公的機関の関

与を示すことの重要性が示された. 一方で，デザイ

ン B および Cは認知評価に優れる反面，情報量の

負担感も高い傾向にあり，情報の充実と負担感との

間にトレードオフが存在する可能性が考えられた.

そのため，今後は対象者や媒体特性に応じて情報

密度を調整する必要がある.

さらに，食情報の取得媒体としてはテレビや対人コミ

ュニケーションが主要である一方，YouTubeやレシ

ピサイトなどのデジタル媒体も広く利用されていた. 

とくに女性ではレシピサイトの利用割合が高い可能

性があり，対象者属性と媒体特性を踏まえた情報提

供が求められる. したがって，栄養バランスガイドに

ついても，紙媒体に加えてスマートフォンや Web で

活用しやすい形での提供を進める必要があると考え

られる.  

生成 AI の利用は現時点では限定的であり，信頼

できる主要な情報源として位置づけられているとは

言い難かった. ただし，多忙で生成 AI を信頼する層

では一定の利用傾向がみられ，現段階では補助的

な情報取得手段として用いられている可能性がある. 

今後は，生成 AI の普及動向を継続的に把握しつ
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つ，公的情報との接続を含めた活用のあり方を検討

する必要がある.  

以上より，本研究は，信頼性を明示した栄養情報設

計の重要性，多媒体展開の必要性，生成 AI の補助

的活用の可能性，ならびに脆弱層への包括的支援の

必要性を示した.  

Ｅ．結論 

 本研究では，日本人における栄養バランス情報

発信方法のデザイン嗜好性，食情報媒体利用の差，

生成 AI 利用状況を検討した. イラストを用いたデザ

インが嗜好・認知・行動意図の複数指標において比

較的バランスよく高水準を示す可能性が示唆され，信

頼性を前面に打ち出した情報設計が行動変容意図と

の関連することが示唆された．また，デジタル媒体の

普及を踏まえた食事ガイドの多媒体展開と，生成 AI 

活用の実態に即した実装が今後の課題として考えら

れる．行動変容ステージが低い層への動機付けにつ

いても，今後の課題として考慮する必要がある．なお

本研究は横断的調査設計であり因果推論はできない

こと，オンラインパネルの偏りが問題となる可能性があ

ること，実際の食行動変化を測定したものではないこ

とに留意が必要である．
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